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本区は、2022（令和４）年４月に改定した「墨田区基本計画」において、「地域で快適

に暮らせる『すみだ』をつくる」を基本目標に掲げ、魅力的な住環境を形成することを目指

して、子育て世帯や高齢者世帯等の多様な世帯が、ライフスタイルに応じた住まいの水

準や住み替えに満足し、良質な住宅で安全に安心して住み続けられる快適な住環境を

実現するための総合的な住宅施策に取り組むこととしています。

2017（平成29）年に第６次墨田区住宅マスタープランを策定してから６年が経過し、

この間、少子高齢化の進展に加え、新型コロナウイルス感染症を契機とした新しい暮ら

し方・働き方への意識の高まりなど、区民の住生活を取り巻く社会状況は大きく変化しま

した。

こうした中、区の人口は28万人を突破し、今後も増加が見込まれる一方、小さなお子

さんがいるファミリー世帯の占める割合は減少しており、高齢単身者等が増加しているこ

とから、今後は子育て世帯を含めた若年層の定住支援や、高齢者が住み慣れた地域で

安心して暮らせる住宅施策の充実が一層重要になります。加えて、SDGsの視点や、ゼ

ロ・カーボン社会の実現に向けて、住宅の長寿命化を含めた既存住宅の有効活用など、

次世代に継承できる住環境整備も進めていく必要があります。

このような状況を踏まえ、このたび策定した「第７次墨田区住宅マスタープラン」では、

「人と人とがつながり、誰もが安心して快適に暮らし続けることができるまち『すみだ』の

実現」を基本理念とし、子育て世帯等若年層の定住促進、住宅の長寿命化、分譲マン

ションの適正管理の促進、居住支援の充実、自然災害に対する防災力の向上等に取り

組み、多様な居住ニーズに応える様 な々事業を推進することとしました。

今後も、区民の皆様をはじめ、事業者や団体の皆様との協働により、本プランに基づく

住宅施策の着実な推進を図っていきますので、一層の御理解と御協力をお願い申し上げ

ます。

結びに、本プランの策定にあたり、御協力いただきましたすべての皆様に心より感謝申

し上げます。

    2023（令和５）年３月

    墨田区長
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墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度2

1  第７次墨田区住宅マスタープラン策定の目的

本区では、2017（平成29）年３月に第６次墨田区住宅マスタープラン（前プラン）を策

定し、「誰もが安心して快適に住み続けられる、暮らしてみたくなるまち『すみだ』の実現」

を基本理念に掲げ、子育て世帯の定住支援、「分譲マンションの適正管理に関する条

例」の運用、「すみだすまい安心ネットワーク」の構築などに重点的に取り組み、まちの魅

力を生かしながら、多様な居住ニーズに応える様 な々事業を推進してきました。

しかしこの間、国では住生活基本計画（全国計画）の改定、東京都では東京都住宅マ

スタープランが改定され、社会の変化に対応した新たな計画が策定されています。

本区においては、区の人口は計画としていた27万５千人を超える一方、小さな子ども

のいるファミリー世帯の割合は減少傾向となり、単身者が増えてきています。

また、団塊の世代が後期高齢者に移行することで、医療や介護施設等の不足が懸念

されるなど、人口動態が変化しつつあります。

さらに、深刻化する環境問題や新型コロナウイルス等の感染症への取組、今後予測さ

れる大規模地震等による甚大な被害への対応が求められているなど、区民の住生活を

取り巻く大きな社会状況の変化もありました。

そこで、総合的に本区の住生活を見据え、区民や事業者と協働しながら、今後10年

間(2023（令和５）年度～2032（令和14）年度）の新しい暮らしを創出するための住宅

施策を推進していく第７次墨田区住宅マスタープラン（本プラン）を策定します。

本プランは、墨田区住宅基本条例１）第７条に基づいて策定するものであり、「墨田区基

本構想」、｢墨田区基本計画｣及び「墨田区総合戦略・人口ビジョン」を踏まえた、区の住

宅政策に関する総合的かつ基本的な計画です。

また、本プラン第５章の該当箇所については、「マンションの管理の適正化の推進に関

する法律」（マンション管理適正化法）第２条第１号に規定するマンションを対象として、

同法第３条の２の規定に基づく「墨田区マンション管理適正化推進計画」を兼ねるものと

します。

国及び東京都の関連計画や、｢墨田区都市計画マスタープラン｣、｢墨田区地域福祉

計画」など本区の個別計画との整合を図り、住宅政策の目標を実現するための計画とし

て位置づけます。

2  位置づけ

１）墨田区住宅基本条例

住宅政策の基本理念等を定め

た条例



3第１章 はじめに

本プランの計画期間は、2023（令和５）年度から2032（令和14）年度までの10年間と

します。ただし、社会経済情勢の変化や国等の制度改正等によっては、計画の見直しを

行うものとします。

1  国の住宅政策の動向

国では、2021（令和３）年３月に、気候変動の影響と考えられる自然災害の頻発・激甚

化への対策、脱炭素社会の実現、「新たな日常」やDXの進展等に対応した新しい住ま

い方の実現などを盛り込んだ、新たな住生活基本計画（全国計画）を策定しました。

また、2017（平成29）年10月から新たなセーフティネット制度をスタートさせました。民

間の空き家・空き室を活用して、低額所得者、高齢者、子育て世帯等の住宅確保要配

慮者の入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録制度の創設、登録住宅

の改修や入居者への経済的な支援、入居円滑化に関する措置などによって、住宅セー

3  計画期間

4  国及び東京都の住宅政策の動向

墨田区基本構想

墨田区基本計画 墨田区総合戦略・人口ビジョン

墨田区都市計画マスタープラン
墨田区空家等対策計画
墨田区耐震改修促進計画
すみだ環境の共創プラン
墨田区地域福祉計画
墨田区高齢者福祉総合計画・介護保険事業計画
墨田区障害福祉総合計画
墨田区子ども・子育て支援総合計画
墨田区公共施設等総合管理計画
墨田区国土強靭化地域計画
墨田区地域防災計画
墨田区景観基本計画
墨田区景観計画   等

部門別計画 墨田区住宅基本条例

墨田区住宅
マスタープラン

墨田区
マンション
管理適正化
推進計画

墨田区 東京都 国

東京都住宅
マスタープラン

 重点供給地域 

住生活基本計画
(都道府県計画)

重点地区

住宅市街地の
開発整備の方針

住生活基本法

住生活基
本計画

（全国計画）

大
都
市
法

都市再開発の方針
防災街区整備方針

整合
連携

都市計画法



墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度4

フティネット機能が強化されました。地方公共団体は登録住宅に関する供給促進計画

を策定することで、一部基準の緩和や強化を行うことができます。

 東京都の住宅政策の動向

東京都では、2022（令和４)年３月に「東京都住宅マスタープラン」を改定し、「成長と

成熟が両立した未来の東京の実現」を掲げ、住宅政策の目指す「10の目標」と2040年

代の姿を示しています。

また、2019（平成31）年３月に、「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関す

る条例2）」（マンション管理条例）を制定し、2020（令和２）年４月から「管理状況届出制

度３）」を開始しています。マンション管理条例に基づき、2020（令和２）年３月には「東京 

マンション管理・再生促進計画」を策定し、マンションの適正な管理の促進と、老朽マン

ション４）等の再生の促進を施策の柱として展開しています。 

さらに、2022（令和４）年３月には「東京 マンション管理・再生促進計画」を改定し、「東

京都マンション管理適正化推進計画」を位置づけ、2022（令和４）年４月から「マンション

管理計画認定制度」をスタートさせています。

本区では、2005（平成17）年に区政の指針として策定された「墨田区基本構想」に描

かれた将来の姿を実現するため、区の最上位計画として、2016（平成28）年に10か年

の「墨田区基本計画」を策定し、具体的な施策を展開してきました。2021（令和３）年度

に行われた中間改定では、基本計画の新しい視点として、政策や施策とSDGｓとの関連

を明らかにして区政を推進することで、SDGsの達成につなげています。2021（令和３）年

５月には、「SDGs未来都市５）」及び「自治体SDGsモデル事業」に選定されました。

２）東京におけるマンションの適

正な管理の促進に関する条例

マンション管理に対する、関係

者の責務、管理状況の届出、助

言・支援等を規定した条例

３）管理状況届出制度

マンション管理組合の運営体制

や管理状況等の届出制度

４）老朽マンション

躯体や設備の劣化、性能や機能

の陳腐化が進行したマンション

５）ＳＤＧｓ未来都市

SDGsの達成に向け、先進的な

取組を実施する自治体を内閣府

が公募・選定するもの

5  墨田区の住宅施策の動向

墨田区基本計画 施策212「多様な世帯に対応した、魅力的な住環境を形成する」に関連するSDGsの目標

２  



5

本プランの策定に当たり、2021（令和３）年度には改定基礎調査を行い、基礎資料の

収集分析を行いました。この調査から、新たな計画に向けた改定の４つの視点を設定し、

本区の住宅施策における課題の整理を行っています。

改定基礎調査の結果と改定の４つの視点を踏まえ、前プランの基本理念の見直しを

行い、本区の住宅施策の課題に対応するように、新たな基本理念及び基本目標を定め、

住宅施策を総合的かつ計画的に実施するよう、施策を４つに分類し、整理・調整を行いま

した。

本プランは、第１章で策定の目的や位置づけ等の基本的な事項をまとめるとともに、第

２章では、統計データを基に本区の住まいを取り巻く現状を示しています。第３章では、基

礎調査の結果を踏まえ、基本理念とその実現に向けた基本目標を設定し、続く第４章で

は、基本目標に基づく施策を位置づけています。第５章では、住宅施策を展開する上で施

策を４つに分類し、特に取り組む必要がある取組について記載しています。

また、第６章では、東京都住宅マスタープランを受けて、地域特性に対応した住宅・住

環境整備の方向を記載しています。最後の第７章では、本プランの実現に向けた各主体

の役割や計画の推進体制と、住宅施策の進捗管理について定めています。

また、2021（令和３）年10月には、「すみだゼロカーボンシティ2050宣言」を表明し、地

球温暖化を防ぐための行動を加速させ、2050（令和32）年に二酸化炭素排出実質ゼロ

を目指しています。

第１章 はじめに

6  第７次墨田区住宅マスタープランの構成

 コラム

東京都住宅マスタープラン

東京都住宅マスタープランは、東京都住宅基本条例に基づき策定する住宅政策の

基本となる計画であり、住生活基本法に基づく住生活基本計画の都道府県計画とし

ての性格を併せ持つものです。

計画期間を2021（令和３）年度から2030（令和12）年度までの10年間とし、成

長と成熟が両立した未来の東京の実現に向けた10の目標を掲げ、住宅施策を総合

的かつ計画的に推進していきます。

東京都　「東京都住宅マスタープラン」（2022（令和４）年３月）
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The Current State of 
Housing Policy

少子高齢化の急速な進行や、単身世帯の増加、区民のライフスタ

イルの多様化など、住生活を取り巻く社会情勢は、大きな変化を続

けています。

本章では、人口・世帯の動向や、住宅ストックの状況、住宅市場の動

向、住宅に対する区民の意向など居住の現状を確認します。

02
CHAPTER
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1  人口・世帯数

人口・世帯数の推移をみると、「人口」は2000（平成12）年に増加に転じ、2020（令和

２）年現在、272,085人になっており、「世帯」も増加傾向にありますが、「１世帯当たり人

員」は減少傾向が続いています。

２  将来人口

年齢３階層別人口の将来推計をみると、「老年人口」は今後も増え続け、2021（令和

３）年の60,966人（22.1％）から、2065（令和47）年には97,676人（38.2％）に達する

見込みとなっています。

一方、「生産年齢人口」は2065（令和47）年までに51,124人減、「年少人口」は

5,976人減となる見込みです。

1  人口・世帯

229,986

81,756

昭和60年

222,944

85,205

平成２年

87,749

平成７年

94,168

平成１２年

231,173

107,701

平成１７年

247,606

120,797

平成２２年

256,274

130,862

平成２７年

272,085

145,768

令和２年

2.81

2.29
2.15 2.05 1.96 1.87

2.62
2.46

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

（人、世帯）
215,681 215,979

人口 世帯 １世帯当たり人員 資料：国勢調査6）

（人/世帯）

人口・世帯数の推移

年齢３階層別人口の将来推計

6）国勢調査

国内の人口及び世帯の実態を

明らかにするため、５年ごとに総

務省が行っている全国調査

60,966

28,437

186,572

275,975

60,877

30,472

194,714

286,063

62,275

32,721

194,565

289,561

66,331

33,497

189,583

289,411

73,128

32,351

181,745

287,224

78,474

30,138

174,860

283,472

83,768

27,463

166,603

277,834

89,024

24,967

156,583

270,574

95,988

23,262
142,481

261,731

97,676

22,461
135,448

255,585

資料：墨田区基本計画（令和４年）

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

（人）

80%

60%

70%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

令和３年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年 令和47年

将来推計値

22.1% 21.3% 21.5% 22.9% 25.5% 27.7% 30.2%

32.9%
36.7% 38.2%

年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

注：2021年のデータは「住民基本台帳登録人口」（４月１日）
注：2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」で採用しているコーホート要因法による推計結果
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3  家族類型

家族類型の推移をみると、「単独世帯」の割合は1990（平成２）年から2020（令和２）

年まで21.2ポイント増加し、「夫婦のみ」の割合は1995（平成７）年から横ばいで推移し

ています。「夫婦と子」の割合は1990（平成２）年から2020（令和２）年まで14.9ポイント

減少しています。

4  外国人

2013（平成25）年から2020（令和２）年まで、外国人人口及び世帯数は増加傾向にあ

りましたが、2021（令和３）年以降は共に減少傾向にあります。

平成２年 31.0% 14.9% 34.2% 8.2% 11.7%

平成7年 33.8% 16.4% 31.0% 8.5% 10.3%

平成12年 36.5% 17.8% 27.7% 9.1% 8.9%

平成17年 41.3% 17.6% 24.2% 9.0% 7.8%

平成22年 44.9% 16.9% 21.6% 8.5% 8.2%

平成27年 48.1% 17.0% 20.6% 7.9% 6.4%

令和２年 52.2% 16.7% 19.3% 7.3% 4.4%

資料：国勢調査

単独世帯 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他の世帯

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

家族類型の推移

外国人人口・世帯の推移

資料：墨田区オープンデータ「行政基礎資料」（各年３月31日）

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（人、世帯）

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年

4,419

9,235 9,395
9,895

10,964
11,530

12,056 12,543
12,942

12,303 11,923

4,389 4,721
5,592

6,129 6,569
6,982 7,359 7,017 6,669

世帯人口

第2章 墨田区の住まいを取り巻く現状
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1  住宅ストックの状況

2018（平成30）年の住宅・土地統計調査7）によれば、本区の住宅総数は154,720戸

で、そのうち居住世帯のある住宅は136,710戸となっています。

2  住宅事情

7）住宅・土地統計調査

住宅及び居住状況の実態を明

らかにするため、５年ごとに総務

省が行っている全国調査

住宅ストック
総数

154,720戸

（店舗その他の
併用住宅を含む。）

居住世帯のある
住宅

136,710戸
(88.4％)

持ち家
56,620戸
(41.4％)

共同住宅
61,990戸
(97.7%)

共同住宅
33,820戸　(59.7%)

民営借家
63,460戸
(46.4％)

公営の借家
5,420戸　(4.0％)

都市再生機構・公社の借家
3,530戸　(2.6％)

給与住宅
4,130戸　(3.0％)

不詳
3,550戸　(2.6％)

一戸建
22,000戸　(38.9%)

居住世帯のない
住宅

18,010戸
(11.6％)

空き家
16,160戸

一時現在者のみの住宅    1,710戸

建築中の住宅  140戸

その他 600戸　(1.1%)

長屋建 200戸　(0.4%)

一戸建 1,220戸　(1.9%)

長屋建 250戸　(0.4%)

二次的住宅
賃貸用の住宅
売却用の住宅
その他の住宅

50戸
10,650戸

870 戸
4,590 戸

[1]

[3]

[4]

[2]

「給与住宅」とは、会社・官公庁・団体などが所有又は管理し、職務の都合上又は給与の一部として使用している住宅
「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用している又は、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、ふだん居住している人がいない住宅
「二次的住宅」とは、別荘として又は、たまに寝泊まりで使用する住宅
「その他の住宅」とは、「二次的住宅」「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」以外の人が住んでいない住宅（転勤・入院などのため長期にわたって不在の住宅、
建替えなどのために取り壊すことになっている住宅（空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。））

[1]
[2]
[3]
[4]

資料：住宅・土地統計調査（平成30年)
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2  住宅ストック数の推移

住宅ストック総数の推移をみると、「住宅総数」及び「主世帯数」は共に増加傾向に

あります。「住宅総数」は、2018（平成30）年現在154,720戸であり、「主世帯数」の

136,710世帯を18,010戸上回っています。

3  住宅の所有関係の推移

所有関係別住宅比率の推移をみると、2003（平成15）年から2018（平成30）年まで

「持ち家」は9.5ポイント減少、「公営の借家」は3.3ポイント減少、「都市再生機構・公社

の借家」は0.5ポイント減少となっており、「民営借家」は14.2ポイント増加しています。

住宅ストック総数の推移

所有関係別住宅比率の推移

資料：住宅・土地統計調査

140,000

160,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

(戸、世帯)

昭和63年 平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

住宅総数 主世帯数

 86,570 
 96,800 

 84,290 

 99,530 

 85,180 

 111,280 

 98,390 

 126,050 

 114,120 

 140,210 

 124,060 

 154,720 

 136,710 

 76,440 

平成15年
（98,390戸） 50.9% 7.3%

3.1%

32.2%

2.3%

4.2%

平成20年
（114,120戸） 49.1% 6.7%

3.6%

32.0%

2.3%

6.4%

平成25年
（124,060戸） 43.5% 5.1%

2.7%

39.7%

2.3%

6.8%

平成30年
（136,710戸） 41.4% 4.0%

2.6%

46.4%

3.0% 2.6%

資料：住宅・土地統計調査

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 不詳

０％ ２０％ 3０％1０％ ４０％ 5０％ ６０％ 7０％ ８０％ 9０％ １００％

第2章 墨田区の住まいを取り巻く現状
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4  住宅の建て方の推移

建て方別住宅比率の推移をみると、2003（平成15）年から2018（平成30）年まで「一

戸建」は11.2ポイント減少しており、2018（平成30）年には18.0％となっています。一方

で、「共同住宅（非木造）」の割合は13.9ポイント増加しており、2018（平成30）年に

は77.9％となっています。

5  建て方、利用関係別の新設住宅着工戸数の推移

新設住宅着工戸数は2015（平成27）年に4,000戸を下回り3,649戸となりましたが、

その後4,000戸を下回ることはなく、2020（令和２）年には、5,000戸を超え5,474戸と

なっています。建て方及び利用関係別の推移をみると、近年は「共同住宅（貸家＋給与住

宅）」が新設住宅着工戸数の過半数を占めています。

建て方別住宅比率の推移

建て方、利用関係別新設住宅着工戸数の推移

平成15年
（98,390戸） 29.2% 4.8%

0.8%

64.0%

1.1%

平成20年
（114,120戸） 26.1% 3.7%

1.2%

68.2%

0.8%

平成30年
（136,710戸） 18.0%

0.5% 3.0%

77.9%

0.6%

平成25年
（124,060戸） 22.5%

2.9%0.7%

72.8%

1.0%

資料：住宅・土地統計調査

一戸建 長屋建 共同住宅(木造) 共同住宅(非木造) その他

０％ ２０％ 3０％1０％ ４０％ 5０％ ６０％ 7０％ ８０％ 9０％ １００％

８）住宅着工統計

住宅の着工状況の実態を明ら

かにするために、建築主からの

届出を基に集計した統計

資料：住宅着工統計８)（年次）

一戸建 長屋建 共同住宅（分譲住宅＋持家） 共同住宅（貸家＋給与住宅）

520
91 

2,316

1,854

4,781

4,041

平成25年

511
96

1,494

1,940

平成26年

391

1,328

1,804

平成27年

3,649

126
429

1,897

1,841

平成28年

4,294

127
361

1,827

2,031

平成29年

4,239

20 440

1,441

1,998

平成30年

4,002

123
469

1,911

2,126

令和元年

4,565

59
442

1,907

3,085

令和2年

5,474

40
434

102

1,131

3,324

令和3年

4,991

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（戸）
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6  公共住宅と高齢者向け施設等の状況

本区の関与している公共住宅は区営住宅５棟298戸、区営シルバーピア６棟102戸、

高齢者個室借上げ住宅35棟176戸、高齢者向け優良賃貸住宅２棟61戸、セーフティ

ネット住宅72棟954戸、コミュニティ住宅17棟173戸となっています。

墨田区が関与している公共住宅（2023（令和５）年1月31日時点）

主に墨田区以外が関与している公共住宅（2023（令和５）年1月31日時点）

高齢者向け施設等（2023（令和５）年1月31日時点）

種別 住棟数 住戸数

区営住宅 ５棟 298戸

区営シルバーピア ６棟 102戸

高齢者個室借上げ住宅 35棟 176戸

高齢者向け優良賃貸住宅 ２棟 61戸

セーフティネット住宅（うち専用住宅 家賃低廉化補助有り。） 72棟 954戸(５戸)

コミュニティ住宅 17棟 173戸

種別 住棟数 住戸数

都営住宅（うちシルバーピア） ７０棟 6,6２８戸(80戸)

都市再生機構賃貸住宅 10棟 2,974戸

東京都住宅供給公社一般賃貸住宅 ６棟 828戸

東京都施行型都民住宅９) ２棟 119戸

指定法人管理型都民住宅 ２棟 38戸

種別 住棟数 住戸数・定員

サービス付き高齢者向け住宅 ５か所 179戸

認知症高齢者グループホーム 16か所 定員 306人

障害者グループホーム 27か所 定員 168人

住宅型有料老人ホーム１０) １か所 定員 25人

介護付有料老人ホーム 10か所 定員 783人

都市型軽費老人ホーム ７か所 定員 140人

ケアハウス 1か所 定員 20人

特別養護老人ホーム 10か所 定員 888人

９）都民住宅

中堅所得者を対象としたファミリー向け賃貸住宅

１０）有料老人ホーム

入浴、食事の提供、健康管理等を提供する施設

第2章 墨田区の住まいを取り巻く現状
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 コラム

「TOKYOすまいと」（東京すまいと）

「ＴＯＫＹＯすまいと」は、住み替えやリフォームをお考えの方に向けて、契約する前に知って

おきたい、良質な住まいを選ぶためのヒントや気を付けるべきポイントなどをまとめた、東京都

の公式サイトです。

「ＴＯＫＹＯすまいと」では、「住まい選びの東京アクセスガイド」として、助成制度や住まいの

困りごとの相談窓口、トラブル防止に向けた手引き等、東京の膨大な不動産情報にアクセスす

る際のガイド役を果たせるように、国や東京都等の住まいに関する制度・行政施策をまとめて紹

介しています。



03
CHAPTER

Basic Principle 
for Housing Policy 
Development

本区は2017（平成29）年度からこれまで「誰もが安心して快適に

住み続けられる、暮らしてみたくなるまち『すみだ』の実現」を基本

理念に住宅施策を展開してきました。

この間にも、少子高齢化は一層進行し、新型コロナウイルス感染症

の拡大や、気候変動問題への対策が喫緊の課題となるなど、社会

は大きく、急速に変貌を遂げつつあります。

さらに、区民の住まいに対する価値観やライフスタイルが多様化

しており、従来以上に幅広い視点から、豊かな住生活が実現できる

ように、社会の成熟化に対応した種々の取組を一層推進するとと

もに、地域との連携の視点を取り入れていく必要があります。本プ

ランでは、これまで進めてきた「住宅」施策にとどまらない、総合的

な「住生活」施策を位置づけ、本区の住宅政策の更なる進化を図っ

ていく必要があります。
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人と人とがつながり、
誰もが安心して快適に暮らし続けることができるまち「すみだ」の実現

前プランでは、「誰もが安心して快適に住み続けられる、暮らしてみたくなるまち『す

みだ』の実現」を基本理念に掲げ、「住み続けられる住環境整備（時代の変化に対応し

た良質な民間住宅の供給誘導と支援）」「住宅セーフティネットの強化（重層的セーフ

ティネットの構築と既存ストックの有効活用）」「高齢者の新たな住まいづくり（住宅施

策と福祉施策の再編と連携）」の３つの視点から「すみだ」のまちの魅力を生かしなが

ら、子育て世帯や高齢者世帯等の多様な世帯が、良質な住宅で安全に安心して住み

続けられる快適な住環境の中で暮らし、住まいとして選ばれるまちの実現を推進してき

ました。

2022（令和４）年４月には、持続可能な“すみだ”の実現に向けて基本計画を改定し

ました。「すみだで暮らす人、働く人、訪れる人の夢や希望がかなえられている状態」を

「すみだの夢」と定義し、「すみだの“夢”実現プロジェクト」の取組を進め、「人と人と

のつながり」を大切に目標の実現を目指しています。

本プランでは、前プランを更に発展させるべく、社会状況や区民生活の多様化を見

据え、新しいつながりや新しい暮らしを踏まえた改定の４つの視点から住宅施策の課題

を再整理しました。

そして、新たに基本理念を「人と人とがつながり、誰もが安心して快適に暮らし続ける

ことができるまち『すみだ』の実現」と定め、その実現に向けた８つの基本目標を定めま

した。

また、住宅施策を体系的に推進するために、住まいを中心として「多様な生活や課題

を抱える人々が地域でつながり、支え合いながら安心して快適に暮らせる住環境」の整

備を目指し、「適正な住宅の確保」「良質な住宅の供給」「良好な住環境の形成」に加

え、「継続的な居住支援体制の構築」に考慮し、基本目標を達成する施策をバランスよ

く位置づけています。住宅施策においては、住宅の提供がゴールではなく、その後も継

続した居住支援が一体となって提供されることが重要です。「継続的な居住支援体制

の構築」の考え方は、多様な課題を抱える世帯が安全安心に暮らすための体制整備

や地域の人々による支援ネットワーク等との連携を図ることによる住環境の向上を目指

すものです。

1  基本理念
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2  新たな計画に向けた改定の４つの視点

この間の社会経済状況の変化や区民生活の多様化を見据え、新しいつながりや新し

い暮らしに向けた住環境の構築を図るため、新たな計画に向けた改定の４つの視点を設

定しました。

人と人とがつながり多様な世帯が住み続けられるために

将来に向けて良質で多様な住宅ストックを形成するために

改定の視点1

改定の視点2

なぜ多様性なのか

ライフスタイルや文化の違いを超えて、あらゆる人々が安心して暮らせる魅力的な住

環境は、それぞれの「すまい」という生活を中心として、そこに住んでいるあらゆる人々が

形成する地域コミュニティのつながりで成り立っています。世代を超えてあらゆる人々が

住み続けていくために、多様なニーズに対応した住環境の形成が求められます。

人口と世帯の動向

我が国の世帯数は、人口減少下においても増加を続けており、2023（令和５）年をピー

クに減少に転じる見込みです。世帯数の約35％を占める単身世帯数も増加を続けてお

り、2032（令和14）年をピークに減少に転じる見込みです。

本区においても、多様な年齢層の単身世帯、外国人人口、後期高齢者の増加など居

住者の多様性が広がっています。その一方、家族構成の単身化が進み、世帯構成の偏り

が目立ってきました。

良質な住宅とは

住宅は、人々の生活を支える基盤であり、社会の礎です。住宅は堅牢で安全であるこ

と、十分な広さと機能性、衛生的であることなどが求められます。そして、まちなみへの貢

献、環境への配慮の重視など、時代によっても求められることが変化しています。誰もが

適切な住宅に住めることが重要です。

住宅ストックの動向

我が国の住宅ストック約6,240万戸（2018（平成30）年現在）のうち、居住世帯のあ

るストックは約5,360万戸となっています。この中で、旧耐震基準のストックは約1,310万

戸、そのうち耐震性不足のものが約700万戸存在しています。

本区においても、マンションを中心とした住宅着工が進み、住宅数は堅調に伸びていま

す。供給されている住宅には住宅面積がコンパクトなものが多く偏りがみられます。既存

住宅には、居住面積水準の低い木造住宅が残り、また、北部地域を中心に耐震性不足

の住宅が存在しており、ストック改善が課題になっています。

第3章 住宅施策の展開にあたっての基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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安心して住み続けられる環境整備のために（住宅セーフティネット）

安全に暮らせる環境整備のために（防災・防犯）

改定の視点3

改定の視点4

安心して住み続けるためには

安心して住み続けるためには、ライフステージに応じて、家賃や間取りなど、希望する

物件が見つけられることが必要です。単身高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世帯等は、

住宅確保が困難な場合があるため、住宅セーフティネットの充実が求められています。

住宅困窮者の動向

我が国では、高齢者世帯は増加を続け、生活保護受給世帯も増加し、住宅扶助世

帯は約139万世帯となっています。在留外国人は、直近10年間で約80万人増加し、約

293万人となっている等、住宅の確保に配慮を必要とする人は多様化しています。国は

住宅セーフティネット制度を充実しようとしており、居住支援協議会は全国で100を超え、

居住支援法人が約600団体になっています。

本区は「すみだすまい安心ネットワーク」を制度化し、高齢者の居住、障害者の居住、

子育て世帯の居住、外国人の居住等、多様な世帯が安心して住み続けられる環境整備

に取り組んでいます。高齢化が進み、特に75歳以上の後期高齢者の増加、単身高齢者

が増加することで、居住問題は深刻化することが予想されています。

安全に暮らせるために必要なことは

本区は、関東大震災と戦争の被災を免れた木造密集市街地が広がっており、燃えやす

く、壊れやすい地域が依然として残っているため、耐震化・不燃化などを通じて、市街地

の安全性を高める取組を進めています。

防災と防犯対策の動向

我が国では、近年の自然災害の頻発・激甚化に対応するため、土砂災害等のハザード

エリアを踏まえた安全なまちづくりに関する法整備を進めています。水害リスクの増大に

備え、「流域治水」の推進等、防災・減災に向けた総合的な取組が進展する中、安全なま

ちづくりや住宅立地の安全性の確保に向けた取組が求められています。

区民にアンケートを取ると、交通・買い物の利便性は高評価ですが、地震、水害につい

ての不安感が大きいことがわかります。近隣区のファミリー世帯にアンケートを取ると、区

民と同様に利便性の評価は高い一方、災害の不安や治安の不安が挙げられていること

から、安心して暮らし続けられる居住地とするためには、防災、防犯により強く取り組む必

要があります。
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3  改定の４つの視点と基本目標

人と人とがつながり、誰もが安心して快適に暮らし続けることができるまち
「すみだ」の実現基本理念

改定の視点 基本目標につながる課題 基本目標 基本目標の実現に向けた主な方針

改定の視点1
人と人とがつながり多様な
世帯が住み続けられるため
に

1 多様な居住(新しい住まい方)

高齢者、若年層の単身者の増加

地域による居住実態の差異

外国人居住者の増加と大学誘

致に伴う学生の増加

基本目標１
多様な居住ニーズに応じた
住環境づくり

活力ある地域コミュニティ形成によ
る住環境の改善・向上

多様な世帯に対応した住宅・住環境
の確保

新たな日常に対応した住まい方

改定の視点2
将来に向けて良質で多様な
住宅ストックを形成するた
めに

2 良質な住宅ストックの確保

世帯の状況に応じて住み替え

ができる住宅の確保

子育て世帯向け住宅の不足

基本目標2
良質で多様な住宅ストック
の確保

地域特性に応じた良質な住宅の供
給誘導と住環境整備

住宅ストックの有効活用

3 高齢者の居住の安定

高齢者の高い持ち家率と、それ

に伴う老朽化の進行

安全に長く住み続けるための

支援

基本目標3
高齢者等の居住の安定確
保

安心して生活ができる住環境確保
の支援

民間住宅に入居しやすい環境整備

福祉と連携した住まいの供給

4 マンションの適正管理

高経年マンションや管理不全の

兆候のあるマンションの増加

基本目標4
管理不全マンションゼロを
目指して

維持管理の適正化

安全性確保の促進

修繕及び建替え支援

5 ゼロ・カーボンに向けた環境

整備

良質な住宅としての環境配慮

型住宅の推進

基本目標5
ゼロ・カーボン社会に向けた
住環境性能の向上

未来につなぐ持続可能な住環境の
形成

水と緑豊かな住宅市街地の形成

6 空き家対策

一戸建空き家、マンションの空

き室の増加

基本目標6
危険な空き家ゼロを目指
して

空き家、空き室の利活用

空き家発生予防のための普及啓発

改定の視点3
安心して住み続けられる環
境整備のために（住宅セーフ
ティネット）

7 住宅セーフティネット

住宅確保要配慮者の住宅確保

公的住宅だけではなく、民間住

宅の活用による居住支援

基本目標7
住宅確保要配慮者の居住
の安定確保

住宅と福祉の連携によるセーフ
ティネットの推進

公共住宅の適正管理と供給

民間住宅を活用した居住支援の充実

改定の視点4
安全に暮らせる環境整備の
ために（防災・防犯）

8 防災・防犯

地震や水害などの頻発する災害

災害時の居住支援(避難行動支

援や住宅の確保など)

基本目標8
安全に暮らせる住環境づく
り

都市基盤整備による防災力の向上

地 域 連 携による住 宅・住 環 境 の
防災・防犯対策の充実

発災時の居住支援

第3章 住宅施策の展開にあたっての基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　



墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度20



04
CHAPTER

Housing Policy Goals 
and Specific Measures
本プランの基本理念である「人と人とがつながり、誰も

が安心して快適に暮らし続けることができるまち『すみ

だ』の実現」を現実のものとするため、８つの基本目標

を定め、各種施策を体系的に位置づけ、住宅施策の総

合的かつ計画的な推進を図ります。
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1  第７次墨田区住宅マスタープラン施策体系

多様な居住ニーズに応じた住環境づくり基本目標１

1-1 活力ある地域コミュニティ形成による住環境整備

1-1-1　区民主体による良好な住環境の形成
区民協働のまちづくりの推進
景観まちづくりの推進

1-1-2　区民団体等による支援ネットワークづくり
新 民生委員・児童委員活動の支援
新 地域福祉活動の支援
新 地域力の育成・支援
新 子育て人材育成・活用ネットワークの充実

町会・自治会活動の支援

1-2 世帯のニーズに応じた住宅・住環境の確保

1-2-1　定住促進のための住宅確保支援
子育て世帯等の定住促進★

住宅修築資金の融資あっせん★

すみだ良質な集合住宅の認定★

民間賃貸住宅の改修支援★

住み替えシステムの検討

1-2-2　定住促進のための住環境整備
新 道路バリアフリー等の整備
新 福祉のまちづくり施設の整備
新 みんなにやさしいバリアフリーマップの作成
新 子育て支援公園等の整備
新 地域力を育む商業空間づくりの推進
新 商店街の活性化

1-3 多様な生活課題に対応した取組

1-3-1　相談窓口等の支援拠点整備
新 包括的支援体制の整備
新 健康相談窓口の運営
新 地域活動支援センターの運営
新 基幹相談支援センターの設置
新 教育相談の実施
新 子育て支援総合センターの整備
新 地域子育て支援拠点の整備
新 子育てひろばの運営

取組の数：38

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載
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★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

1-3-2　支援体制づくり
新 居住支援法人との連携★

新 居住に関する情報発信戦略★

新 住まいの相談窓口の充実★

新 包括的支援体制の整備
新 障害者差別解消法への対応
新 精神障害者地域生活支援協議会の運営
新 日本語ボランティア教室等との協働
新「やさしい日本語」の普及
新 外国語による情報提供

1-4 新たな日常に対応した住まい方

新 公民学連携による若年層の定住・居住検討プロジェクト★

新 高齢者のデジタルデバイド対策
新 区営住宅等申込方法のオンライン化の検討

良質で多様な住宅ストックの確保基本目標2

高齢者等の居住の安定確保基本目標3

2-1 良質な住宅の供給誘導

すみだ良質な集合住宅の認定★

集合住宅条例による良質な集合住宅の整備
開発指導要綱による良好な建築物と市街地の形成

2-2 地域特性に応じた良質な住環境整備

都市開発と連携した総合的なまちづくり
区民主体の良好な居住環境の促進

2-3 住宅ストックの有効活用

民間賃貸住宅の改修支援★

住宅修築資金の融資あっせん★

高齢者自立支援住宅改修の助成
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給
重度身体障害者（児）住宅設備改善費の助成

3-1 住まいの安全確保と長寿命化

住宅修築資金の融資あっせん★

高齢者自立支援住宅改修の助成
民間救急通報システムの活用
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給
重度身体障害者（児）住宅設備改善費の助成
重度身体障害者等民間緊急通報システムの活用
高齢者向け優良賃貸住宅の補助
家具転倒防止対策等の促進

取組の数：10

取組の数：22

第4章 住宅施策の目標と具体的な施策展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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管理不全マンションゼロを目指して基本目標4

４-1 維持管理の適正化

分譲マンションの適正管理の推進★

新 分譲マンション管理の健康診断★

新 分譲マンション管理ドクターの派遣★

新 分譲マンション管理計画の認定★

分譲マンションアドバイザー利用の支援
分譲マンションネットワーク化の支援
分譲マンション管理相談会の実施

4-2 安全性確保の促進

民間建築物耐震診断の助成
特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進の補助
分譲マンション・緊急輸送道路沿道建築物等耐震化促進の補助
防災意識の啓発

4-3 修繕及び建替え支援

分譲マンション計画修繕調査の支援
分譲マンション共用部分リフォームローン償還の助成
分譲マンションアドバイザー利用の支援

取組の数：14

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

3-2 地域包括ケアシステムの充実

新 認知症高齢者等への総合支援
新 高齢者みまもり相談室の運営
新 高齢者支援総合センターの運営
新 在宅医療・介護連携の推進
新 生活支援体制の整備
新 高齢者見守りネットワークの充実
新 地域ケア会議の推進

3-3 民間住宅に入居しやすい環境整備

すみだすまい安心ネットワークの充実★

民間賃貸住宅の改修支援★

家賃等債務保証の活用

3-4 支援付き住宅や福祉施設等の供給

新 介護保険施設等の整備
新 サービス付き高齢者向け住宅連絡会の運営

都市型軽費老人ホームの整備
重度障害者グループホームの整備
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★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

ゼロ・カーボン社会に向けた住環境性能の向上基本目標5

危険な空き家ゼロを目指して基本目標６

５-1 環境に配慮した良質な住宅ストックの形成

長期優良住宅の認定
住宅性能表示の普及
低炭素建築物の認定

５-2 持続可能な住環境の形成

5-2-1　公的住宅の省エネルギー化
シルバーピアの維持管理
区営住宅等の維持管理
墨田区営住宅等長寿命化計画の改定

5-2-2　地球温暖化防止への取組
新 すみだ環境区宣言・すみだゼロカーボンシティ2050宣言に基づく普及啓発
新 ごみの発生抑制の促進
新 ごみの適正排出の推進

地球温暖化防止設備導入の助成

５-３ 水と緑豊かな住宅市街地の形成

5-3-1　雨水・緑化推進
新 緑と花のまちづくりの推進

雨水利用促進の助成
みどりの補助金（緑のへい、屋上等緑化、壁面緑化、特別保全樹木）

5-3-2　公園・水辺の整備
新 江東内部河川の整備
新 公園等の新設・再整備

６-1 空き家、空き室の利活用

民間賃貸住宅改修の支援★

新 空き家に関する総合的な相談体制の整備
新 空き家の利活用
新 公民学連携による空き家対策
新 建物状況調査（インスペクション）の支援

6-2 空き家予防のための普及啓発

新 空き家関連セミナー等の開催

6-３ 老朽危険建物に対する対策

新 老朽危険建物等の除却の推進

取組の数：15

取組の数：7
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住宅確保要配慮者の居住の安定確保基本目標7

安全に暮らせる住環境づくり基本目標8

7-1 公共住宅の適正管理と供給

区営住宅の維持管理
都営住宅の区への移管、地元割当の確保
シルバーピアの維持管理
高齢者個室借上げ住宅の管理
墨田区営住宅等長寿命化計画の改定
独立行政法人都市再生機構及び東京都住宅供給公社との連携

7-2 民間住宅を活用した居住支援の充実

すみだすまい安心ネットワークの充実★

新 セーフティネット住宅の供給★

高齢者等への住宅あっせん
住居確保給付金の支給

８-1 耐震化・不燃化による防災性の確保

民間建築物耐震診断の助成
特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進の補助
分譲マンション・緊急輸送道路沿道建築物等耐震化促進の補助
木造住宅耐震改修促進の助成
木造建築物防火・耐震化改修促進の助成
不燃化促進の助成
主要生活道路沿道不燃化推進の助成
木密地域不燃化プロジェクトの推進
住宅修築資金の融資あっせん

８-2 防災・防犯対策への取組

8-2-1　情報共有と意識啓発
新 特殊詐欺被害の防止

防犯・防火意識の普及啓発
防災意識の啓発
水害対策への対応

8-2-2　地域連携による防災・防犯活動
新 地域防犯活動の支援
新 住民防災組織等の育成支援
新 防災協定の締結

防犯カメラの設置・維持の助成

取組の数：10

取組の数：27

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載
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新 新規掲載

８-3 都市基盤整備による防災力の向上

新 橋梁の架替え・再整備
共同化等による都市基盤の防災性向上
密集市街地の改善
防災街区の整備
細街路拡幅整備の促進

８-4 発災時の居住支援

新 要配慮者個別避難支援プランの作成
新 応急危険度判定と応急修理
新 応急仮設住宅の提供
新 災害時の公営住宅等の活用
新 り災用住宅の活用
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管理不全マンションゼ
ロを目指して

基本目標4 管理状況届出制度に基づく届出
率を60.0％から100％にする

築30年以上で長期修繕計画を
作成している管理組合の割合を
68.7％から85.0％にする❖

墨田区分譲マンションの適正管
理に関する条例に基づき、適正
管理を徹底し、安全で良質な住
環境を形成する。

管理不全兆候のみられるマンション管理組合
の割合を17.0％から10.0％にする

分譲マンションの管理に関する健康診断を行
い、診断結果を基に専門家を派遣することで、
管理不全を事前に防止する。
将来の建替えや大規模修繕ができるか心配な

分譲マンション居住者の割合を減らす。【現状値
22.8％（2021（令和3）年度）】（住まいに関す
るアンケート調査）

2  住宅政策が目指す８つの基本目標と指標

❖ 前プランの成果指標項目

多様な居住ニーズに
応じた住環境づくり

良質で多様な住宅
ストックの確保

基本目標１

基本目標2

「0～14歳」の転入超過率を23
区平均にする

住宅取得に対する新たな制度を
創設し、子育て世帯の定住を促
進する。
連携している居住支援法人を２

団体から10団体に増やす
居住支援法人との連携を強化
し、支援体制の構築を図る。

すみだ良質な集合住宅の認定住
宅を1,000戸にする

誘導居住面積水準以上の世帯の
割合を38.0％から50.0％にする❖

すみだ良質な集合住宅認定制
度を推進し、良質な住宅の供給
誘導を図る。

墨田区に住み続けたいと思っている区民の割
合を増やす。【現状値87.9％（2022（令和４）年
度）】（住民意識調査）

墨田区が住みよいと思っている区民の割合を
増やす。【現状値92.5％（2022（令和４）年度）】

（住民意識調査）

民間賃貸住宅改修支援事業を利用して改修し
た住宅を70戸増やす

賃貸住宅改修支援等を行い、賃貸住宅のリ
フォームを推進する。
現在の住まいにこれからも住み続けたい区民

の割合を増やす。【現状値61.5％（2021（令和
3）年度）】（住まいに関するアンケート調査）

区民の総合的な住宅の満足度を高める。【現状
値74.6％（2021（令和3）年度）】（住まいに関
するアンケート調査）❖

政策指標：2030年代に向けた主要な取組の目標値
意識・意向指標：施策に対する満足度や意向の指標

高齢者等の居住の安
定確保

基本目標3 住宅修築資金融資あっせん事業
を利用して改修した住宅を150戸
増やす

住宅修築資金の融資あっせん等
を行い、住まいの長寿命化を図る。
住宅確保要配慮者等への住宅の

提供数を580戸にする
住まいを自力で探せない人のた
めに住宅を確保する。

「高齢になっても墨田区内で暮らし続けること
ができる」と思う区民の割合を増やす。【現状値
71.2％（2020（令和2）年度）】（区民アンケー
ト）❖

現在の住まいに居住していて「バリアフリーが
不十分で暮らしにくい」ことに困っている区民の
割合を減らす。【現状値6.7％（2021（令和３）
年度）】（住まいに関するアンケート調査）

指標の詳細は第７章（p.110）
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ゼロ・カーボン社会に
向けた住環境性能の
向上

危険な空き家ゼロを
目指して

基本目標5

基本目標6

認定長期優良住宅数を400戸増
やす

長期優良住宅、住宅性能表示等の制
度の周知と活用を促進する。
区域におけるエネルギー消費量を

10,280TJにする
環境性能の高い住宅や環境負荷の
少ない生活様式の普及啓発を図る。

区が認知した老朽危険家屋のうち、
解決件数の比率を85.0％から90.0
％にする

空き家の所有者等への意識啓発
を行い、必要な措置を講じるよう
促す。
空き家ワンストップ相談窓口の相談

件数を700件にする
相談窓口の周知を図り、専門家団
体等と連携して、空き家プラット
フォームの充実を図る。

「住まいの遮熱塗装や断熱リフォームに今
後新たに取り組みたい」と思う区民の割合を
増やす。【現状値27.4％（2022（令和４）年
度）】（住民意識調査） 

区民の自宅周辺の生活環境の「緑の豊か
さ」の評価を高める。【現状値28.4％（2022

（令和４）年度）】（住民意識調査）

住まいの相続や継承について考えている持
ち家居住者の割合を増やす。【現状値33.3％

（2021（令和３）年度）】（住まいに関するア
ンケート調査）

自宅の周辺で空き家が増えていると感じる
区民の割合を減らす。【現状値22.3％（2021

（令和3）年度）】（住まいに関するアンケート
調査）

住宅確保要配慮者の
居住の安定確保

安全に暮らせる住環
境づくり

基本目標７

基本目標8

すみだセーフティネット住宅を80
戸以上供給する

居住支援の充実を図り「すみだ
セーフティネット住宅（専用住宅）」
の供給を促進する。
住まいに困っている人への住宅あっ

せんの成約率を38.0％にする
不動産団体等と連携して、住宅に
困窮する世帯に住宅をあっせん
する。
都営住宅を２棟80戸、区へ移管する
東京都との協議を進め、条件の整っ
た都営住宅から移管を実施する。

住宅の耐震化率を南部98.0％、北
部98.0％にする❖

木造住宅耐震改修促進の助成等
を通じて、住宅の耐震性能を確保
する。
建物の不燃化率を南部87.0％、北

部64.0%にする
不燃化促進助成の推進等を通じ
て、老朽建物の不燃化を推進する。

最低居住面積水準未満の世帯の割合を早
期解消する❖

公共住宅等を活用し、適正な住宅への入居
を支援する。
借家に居住していて「家賃や更新料の支払

に困っている」区民の割合を減らす。【現状値
24.1％（2021（令和3）年度）】（住まいに関
するアンケート調査）

区民の自宅周辺の生活環境の「災害時の
安全性」の評価を高める。【現状値20.1％

（2022（令和４）年度）】（住民意識調査）
区民の自宅周辺の生活環境の「防犯や風

紀」の評価を高める。【現状値31.1％（2022
（令和４）年度）】（住民意識調査）
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多様な居住ニーズに応じた住環境づくり基本目標１

1  多様な居住ニーズに応じた住環境づくりの現状と課題

核家族化や少子高齢化、高齢者の単身世帯化の進行、就労形態の多様化、地域のつ

ながりの希薄化など、社会状況が大きく変化しており、住宅施策においては、単身世帯も

含めた誰もが住みなれた地域で安心して暮らせるように、誰一人取り残さない社会の実

現が求められています。

地域のコミュニティについては、町内会、自治会などの地縁団体の数や加入率は緩や

かに減少傾向を示しています。加入していても、実際に活動に参加する人は減少し、活動

の空洞化が見られます。「近所には親しい人が少ない」と「近所の人とは全く付き合いが

ない」人（33.6％）もおり、そういった人の中には「町会・自治会、近隣の方と付き合いたく

ない」と考えている人（48.6％）もいます。このような中、地域の課題を解決するため、関

係機関と連携・協働した仕組みをつくることが求められています。

近年、転入超過の傾向が強まっており、本区の人口増加の要因となっています。転入

超過の最大の要因は若年層（20代）の大幅な転入です。一方で、20～30代で、区内に 

「ずっと住み続けたい」と考えている人は多くなく、30代では転出超過となっています。

若年層も含めた誰もが、住み続けたい、また住んでみたいと思える環境をつくっていくこと

が必要です。

また、新型コロナウイルス感染症を契機として、多様なライフスタイルに対応するまちづ

くりが求められています。世界中でAI１１）、IoT1２）、ビッグデータ等、DX1３）の取組が急速

に普及し、時間・空間などにとらわれない働き方など、社会の形態が大きく変化すること

が想定されています。

１１）ＡＩ（エーアイ）

人工的な方法による知的な機

能の実現に関する技術

1２）ＩｏＴ（アイオーティー)

あらゆるモノがインターネットに

つながり、情報のデータ化が進

展し、新たな付加価値を生み出

すこと。

1３）ＤＸ（ディーエックス）

新たなデジタル技術を活用して

新たなビジネスモデルを創出す

ること。

年齢別単身世帯数の推移

10,000 20,000 40,000 60,00030,000 50,000 70,000

平成2年 5,166 9,831 7,076

2,572 1,552

26,197 

平成7年 4,415 10,195 9,276

3,422 2,272

29,580 

平成12年 11,099 10,197 4,236

3,4402,800

31,772

平成17年 17,696 12,307 5,542 5,084

3,647

44,276 

平成22年 22,692 13,713 6,408 6,182 54,096 

4,141 960

平成27年 26,108 15,100 7,748 7,509 62,886

4,423 1,998

令和2年 33,144 19,310 8,046 9,432 75,960 

5,765 263

資料：国勢調査

25歳未満 25～44歳 45～64歳 65～74歳 75歳以上 不詳

0 80,000
(世帯)
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近所の人とは
全く付き合いがない
22.8%

無回答3.0%

町会・自治会、
近隣の方と
付き合いたくない
48.6%

機会があれば町会・自治会、近隣の方と付き合いたい
19.3%

近隣の方とは
付き合いたくないが、
町会・自治会には加入したい
10.1%

町会・自治会には加入
したくないが、近隣の方とは
付き合いたい 18.9%

近所には親しい人が少ない
10.8%

無回答 2.0%

互いに顔を知っていて挨拶をし合う関係の人はいる
27.7%

災害時など、
困ったときには
助け合える
関係の人がいる
16.8%

親しく立ち話が
できる関係の
人がいる
19.8%

総数
880

総数
296

近所付き合いの程度

年齢階級別転入・転出者数

都内企業のテレワーク導入率 都内企業の今後のテレワーク継続意向

近所付き合いの意向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資料：墨田区住まいに関するアンケート調査（令和３年）

資料：住民基本台帳人口移動報告（令和３年）

資料：東京都多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）（令和３年）

0
～

4歳

5
～

9歳

10
～

14歳

15
～

19歳

20
～

24歳

25
～

29歳

30
～

34歳

35
～

39歳

40
～

44歳

45
～

49歳

50
～

54歳

55
～

59歳

60
～

64歳

65
～

69歳

70
～

74歳

75
～

79歳

80
～

84歳

85
～

89歳

90歳
以上

転入 414 175 119 491 4,597 7,093 3,812 1,903 1,155 865 648 425 256 140 161 107 76 66 44 

転出 1,226 327 161 368 2,410 5,366 4,276 2,478 1,311 991 725 545 388 266 253 162 144 115 70 

転入超過数 -812 -152 -42 123 2,187 1,727 -464 -575 -156 -126 -77 -120 -132 -126 -92 -55 -68 -49 -26 

(人) 8,000

6,000

4,000

2,000

0

-2,000

拡大の方向で継続
10.1%

テレワークをやめる
3.7%

導入予定なし
28.7%

将来的に
導入を検討
5.0%

1年以内に導入予定 0.6%

無回答 0.6%

導入して
いる

65.7%
同規模程度で継続

62.0%

   縮小の
方向で継続

23.6%総数
2,204

総数
1,449
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2  目指す2030年代の姿

区内には子育て世帯が多く暮らし、地域の未来を担う次の世代が育まれています。住

宅は、生活の器として機能し、子どもの人数など世帯の人数や構成、ライフスタイルな

どに応じた規模や性能を持った住宅を選んで暮らしています。

様 な々都市機能が調和したまちになっており、職・住・学・遊が調和した快適な居住環境の

中で、様 な々背景や価値観を持つ人が違いを認め合いながら心豊かに暮らしています。区

民は“すみだ”への愛着と誇りをもっており、区外の人たちからは“すみだ”への共感と憧れ

を持たれているような「人と人とのつながり」が輝くまちが実現しています。

区民や関係機関による地域福祉活動が推進され、誰もが包括的な支援や必要な福

祉サービスを受けられる社会になっています。人と人、人と地域がつながることで、支

え合いや助け合いの意識が高く、誰もが生きがいを持って、自分らしく、いきいきと生

活を送っている「地域力日本一」のまちになっています。

DXが推進され、多様化・高度化する居住ニーズに迅速・的確に対応できる社会が実

現し、全ての区民がSociety5.014）時代を主体的に生き、誰もが自分に合ったワークス

タイルで働くことや、地域のために働く、活動するなど、これまでの固定観念にとらわれ

ない働き方や働きがいを感じ、充実した生活を送っています。

3  施策展開

地域コミュニティを支える担い手を生み出し、その人材が次代の担い手を育てる人材

の好循環を実現し、持続可能な地域づくりを進め、地域力の更なる充実を図ります。

また、様々な価値観を持つ人が地域でつながり支え合いながら、共に暮らし多様性を

育む良好な住環境づくりを進めます。

1-1-1　区民主体による良好な住環境の形成

地域住民のまちづくり活動に対する支援、連携を図り、まちづくりを進めていくとともに、

区民が景観やまちづくりに関心を持ち、考えるきっかけの場となる普及啓発活動を支援

し、区民意識の向上を図ります。

区民協働のまちづくりの推進

墨田区まちづくり条例１5）に基づき、まちづくり活動に対する支援を行います。

景観まちづくりの推進

墨田区景観計画に基づき、地域特性に応じたきめ細かな景観誘導を行います。

14）Society 5.0

仮想空間現実空間を高度に融

合させたシステムにより、経済

発展と社会的課題の解決を両

立する、人間中心の社会

1-1 活力ある地域コミュニティ形成による住環境整備

15）墨田区まちづくり条例

まちづくりに関する区民、事業

者及び区の役割や手続等につ

いて定めた条例
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1-1-2　区民団体等による支援ネットワークづくり

地域福祉を支えるため、地域福祉の担い手の育成や意識醸成のための啓発事業を

実施し、環境整備に努めながら、地域の様 な々主体が連携・協働するための仕組みづくり

を行います。
新 民生委員・児童委員活動の支援

民生委員・児童委員活動を支援し、相談機能の充実を図ります。
新 地域福祉活動の支援

社会福祉法人墨田区社会福祉協議会と連携を図り、小地域福祉活動等を支援し、

地域福祉活動の充実を図ります。
新 地域力の育成・支援

多様な主体が協働して地域の課題解決や地域活動に取り組めるように支援します。
新 子育て人材育成・活用ネットワークの充実

子育て支援ネットワーク化会議を開催し、区内で活動する子育て支援団体同士がつ

ながることを支援します。

町会・自治会活動の支援

地域コミュニティの活性化を図るため、町会・自治会の活動を支援します。

誰もが個々の能力やライフスタイルに合わせて、地域で混ざり合いながら共に暮らすこ

とのできる住環境の実現を目指します。学生や若い世代を含む誰もが、自身の力を発揮

でき、住み続けたいと思える環境をつくっていきます。

1-2-1  定住促進のための住宅確保支援

子育て世帯、高齢者世帯等の多様な世帯が、ライフスタイルに応じた住まいの水準や

住み替えに満足し、良質な住宅で安全に安心して住み続けられるように支援を行います。

子育て世帯等の定住促進★

子育て世帯等が安心して住み続けられるように支援します。

住宅修築資金の融資あっせん★

住宅修築資金の融資あっせんにより、自宅の長寿命化16）や住宅環境の改善を支援

します。

すみだ良質な集合住宅の認定★

良質な集合住宅の供給を促進するため、既存の型（子育て型・防災型）について見

直しを行うとともに、新たな型の創設を検討し、多様なニーズに配慮した機能を有す

る住宅の供給を誘導します。

16）長寿命化

環境負荷や住宅に関する費用

負担を軽減し、住宅を長期間に

わたって使用するための措置を

講じること。

1-2 世帯のニーズに応じた住宅・住環境の確保

新 新規掲載

★ 特に取り組む必要が
    ある取組

p.86

p.86

p.87
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民間賃貸住宅の改修支援★

高齢者世帯、子育て世帯等の安定した住宅の供給を図るため、集合住宅等（木造・

非木造）への改修を支援します。

住み替えシステムの検討

世帯構成やライフステージの変化に応じた住宅を確保できるシステムを検討します。

1-2-2   定住促進のための住環境整備

安心して子どもを産み育てられる住環境を整備し、子育て世代が「住みたいまち」をつ

くることにより、様 な々世代が関わり合う活気あふれたまちを実現します。
新 道路バリアフリー等の整備

道路のバリアフリー化や自転車走行空間の整備により、安全で快適な道路を整備し

ます。
新 福祉のまちづくり施設の整備

「東京都福祉のまちづくり条例１７）」の基準に合った整備を行う店舗や診療所等を

支援します。
新 みんなにやさしいバリアフリーマップの作成

誰もが外出した先で安心して活動できるようにバリアフリーマップを作成します。
新 子育て支援公園等の整備

子育てにやさしい公園の新設・再整備を推進します。
新 地域力を育む商業空間づくりの推進

商業者の多様な課題・ニーズを細かく捉え、柔軟に対応することで特色ある商業空

間づくりを進めます。
新 商店街の活性化

商店会等が実施するイベント事業などを支援し、商店街の活性化を図ります。

１７）東京都福祉のまちづくり

条例

高齢者や障害者を含めた全て

の人が、安全、安心、快適に暮ら

し、訪れることができるまちづ

くりを進めることを目的とした

条例

p.87

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

 コラム

子育てしやすいまちづくり

子育てしやすいまちにしていくためには、住まいの確保はもちろん、幅広い分野

の支援が必要です。区では子育てしやすいまちの実現に向け、妊娠期から出産後、

就学まで、それぞれの期間に必要となる支援を切れ目なく行っています。例えば、地

域の子育て支援拠点である「子育てひろば」では、親子で交流できるほか、関係機関

との連携を図りながら、様々な相談や情報の提供等が受けられます。
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1-3 多様な生活課題に対応した取組

地域の人と人とがつながり、支え合い、関係機関同士が連携・協働して、地域課題を解

決していく地域共生社会の実現を目指します。様 な々プラットフォームを整備することによ

り、地域の福祉課題の解決を図ります。

1-3-1  相談窓口等の支援拠点整備

地域の支え合いの中で、人と人、人と地域がつながることで、誰もが安心して暮らせるよ

うに、困ったときに相談できる環境を整備します。

新 包括的支援体制の整備

社会のつながりが希薄になっている人などの生活課題の解決のために地域福祉プ

ラットフォームの設置を進め、社会参加の促進や地域づくりなどを支援します。

新 健康相談窓口の運営

保健師などによる健康相談や精神科医による心の相談事業を進めます。

新 地域活動支援センターの運営

生産活動の機会の提供や社会との交流の促進を図り、障害者等の地域生活の支

援を行います。

新 基幹相談支援センターの設置

障害者の総合的・専門的な相談支援の実施や相談支援体制の強化等を図るた

め、設置に向けた準備を進めます。

新 教育相談の実施

教育上の諸問題に関する不安や悩みについて、専門的な見地から助言及び援助を

行います。

新 子育て支援総合センターの整備

新保健施設等複合施設に移転し、母子保健、福祉、教育等の関係機関との連携を

強化することで、在宅子育て支援や児童相談体制の充実を図ります。

新 地域子育て支援拠点の整備

身近な場所で、子育てに関する相談、情報の提供、助言ができる環境を整備します。

新 子育てひろばの運営

子育て支援拠点として関係機関と連携を図りながら、安心して子育てができるよう

に事業を推進します。新 新規掲載
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1-3-2  支援体制づくり

各相談機関と連携した多機関協働事業を実施するとともに、多文化共生への理解を

深め、誰もが地域に溶け込み、安心して生活できるように支援体制の構築を図ります。

新 居住支援法人1８）との連携★

見守り・安否確認等の居住支援を行う法人と連携し、居住の安定を図ります。

新 居住に関する情報発信戦略★

まちの魅力も含めた居住に関する幅広い情報について、より分かりやすく的確に伝

わるように戦略的に発信します。

新 住まいの相談窓口の充実★

一般財団法人墨田まちづくり公社と連携し、住まいの相談窓口の充実を図ります。

新 包括的支援体制の整備

複合化・複雑化する支援ニーズに対応するため、各所相談機関と連携した多機関

協働事業を実施します。

新 障害者差別解消法への対応

ソフト・ハード両面にわたり差別解消のための取組を実施し、「心のバリアフリー」の

普及啓発を推進します。

新 精神障害者地域生活支援協議会の運営

精神障害者が地域で自立した社会生活及び日常生活が送れるように医療機関や

関係機関と協議を行います。

新 日本語ボランティア教室等との協働

日本語ボランティア教室等と連携し、外国人が日本語を身に付ける場の維持・拡充

に努めます。

新「やさしい日本語」の普及

在住外国人にも伝わりやすく情報発信が行えるように区職員に対して「やさしい日

本語」の普及啓発を行います。

新 外国語による情報提供

区政情報の多言語化に努めます。

1８）居住支援法人

「住宅セーフティネット法」に基

づき、都道府県知事の指定を受

けた法人

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

p.99

p.８6

p.８6
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1９）ＩＣＴ（アイシーティー）

情報通信技術を意味し、情報や

通信に関する技術の総称

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

新たな日常の定着や時間・空間などにとらわれない働き方など、ポストコロナ時代にふ

さわしい住宅・住環境の普及を促進します。住宅分野におけるDXを活用した「スマート

自治体」の実現や、見守り等でデジタルの力を活用し、住生活の向上を図ります。

新 公民学連携による若年層の定住・居住検討プロジェクト★

若年層等への居住支援の在り方について、公民学連携により検討します。
新 高齢者のデジタルデバイド対策

情報経営イノベーション専門職大学などと連携し、高齢者向けのICT1９）講習会など

を実施します。
新 区営住宅等申込方法のオンライン化の検討

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進や都営住宅の申込方法のオンライン

化を踏まえ、区営住宅等においてもオンライン化について検討します。

 コラム

（仮称）新保健施設等複合施設の開設

現向島・本所保健センターを統合し、「保健所」「子育て」「教育」の機能を集約した（仮称）新保健施設等複合施設の

2024（令和６）年度開設に向け、準備を進めています。

「保健所」の機能を核として、「子育て（現現子育て支援総合センター）」、「教育（教育相談室等）」の機能を1か所にま

とめることで連携を深め、多分野にわたる課題に対して迅速に、区民一人ひとりに寄り添ったサービスを展開していきます。

また、災害発生時には、支援物資の輸送拠点としての機能も担います。

 完成予想図
建設地：横川五丁目７番（旧警視庁第二機動隊用地）

 各機能連携イメージ

1-4 新たな日常に対応した住まい方

p.８6
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 コラム

力士と学生のシェアハウス

2022（令和４）年５月、文花三丁目にユニークなシェアハウスがオープンしました。相撲部屋があるシェアハウス＆ワ

ンルームです。６階建ての建物には、シェアハウスが12部屋、ワンルームが10部屋。そして、１階～３階は相撲部屋があ

り、入居者は特典として、朝稽古の見学や部屋主催の「ちゃんこ会」などで、ふだん直接触れ合うことのない力士と交流

することができるとのことです。若者たちが、将来、ここでの交流をきっかけに墨田区に愛着を持って住み続けて地域の

担い手になることが望まれます。

 コラム

子育て世帯の住まい確保のために

３人目の子どもが欲しいけど、今のマンションが手狭になってきました。両親の住ん
でいる実家も近くにあるし、生まれ育った墨田区に暮らし続けたいけど、十分な広さの
住宅はみつからないし、やはり、区外に出て行くしかないのかな？

クリエイティブハウス文花
https://www.creativehouse.jp

区内にある実家をリフォームして二世帯住宅にしたり、親が住んでいる戸建て住宅と子ども
世帯が住んでいるマンションを交換したりしている事例もあります。

区では、既存住宅を世帯構成に応じた間取りに変更したり、親世帯との同居等を行ったりす
るための改修に要する費用の融資あっせんを行っています。

既存住宅を活用して、長寿命化改修等を促進し、子育て世帯や高齢者世帯が安心して快適
に暮らし続けることを後押しする支援を充実させていきます。
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良質で多様な住宅ストックの確保基本目標2

1  良質で多様な住宅ストックの確保の現状と課題

供給されている住宅には住宅面積がコンパクトなものが多く偏りがみられます。規模

別新設住宅着工戸数の推移をみると、近年は「31～40㎡」と「41～50㎡」が新設住宅

の大半を占めています。18歳未満の子どもがいる世帯の約半数（持ち家35.4％、借家

76.2％）が70㎡未満の住宅に住んでおり、特に借家では、60㎡未満の住宅に住む世帯

が約６割となっており、十分な面積の確保が難しい状況にあります。

既存住宅のバリアフリー化や省エネルギー化も進んでいません。2001（平成13）年以

降の持ち家では、バリアフリー化と、二重サッシ又は複層ガラスの使用の両方で普及が

進んできているものの、古い住宅では低い水準になっています。

良質な住宅ストックを確保していくため、十分な面積でバリアフリー及び省エネルギー

性能の高い住宅の供給誘導を行うとともに、既存住宅に対して、より一層のバリアフリー

化や省エネルギー化を推進していく必要があります。

規模別新設住宅着工戸数の推移

18歳未満の子どもがいる世帯の所有関係別居住面積区分の割合

資料：住宅着工統計（年次）

30㎡以下 31～40㎡ 41～50㎡ 51～70㎡ 71～100㎡ 100㎡以上

1,065

1,193

885

1,149

4,781

平成25年

160

329

1,133

1,277

380

660

4,041

平成26年

322

269

972

1,338

442

3,649

平成27年

320

216

361

1,833

533

893

455

4,294

平成28年

220

360

1,263

1,636

456
379

4,239

平成29年

348

157

867

1,790

493

410

4,002

平成30年

158

284
1,177

2,103

431

4,565

令和元年

386

211

257
2,194

2,153

5,474

令和2年

427

178

267

255

1,990

2,095

4,991

令和3年

307

211

142
246

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（戸）

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）

39㎡以下 40～59㎡ 60～69㎡ 70～79㎡ 80～99㎡ 100㎡以上

8.6% 20.9% 19.5% 22.7% 12.4% 15.9%

22.0%14.1%28.5%21.1%13.7%

0.6%

24.5% 35.4% 16.3% 11.2% 9.0% 3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

持ち家

借家
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2  目指す2030年代の姿

良質な住まいが大切に使われています。住宅情報へのアクセスが容易になっており、

区民は、多種多様な住宅の中から自分のライフステージに合った適切な住宅を見つけ

ることができるようになっています。

建築時期別一定のバリアフリー化、高度のバリアフリー化の持ち家ストックの割合

建築時期別二重サッシ又は複層ガラスを使用している持ち家ストックの割合

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

全体 47.3%
9.6%

昭和45年以前 35.7%
2.5%

昭和46年～昭和55年 35.7%
4.0%

昭和56年～平成2年 27.3%
2.7%

平成3年～平成12年 45.5%
6.4%

平成13年～平成22年 67.1%
17.4%

平成23年～平成27年 56.0%
17.3%

平成28年～平成30年9月 65.2%
16.0%

一定のバリアフリー化 高度のバリアフリー化

一定のバリアフリー化 ： 高齢者等のための設備等のうち、２箇所以上の手すりの設置、段差のない屋内のいずれかに該当すること。
高度のバリアフリー化 ： 高齢者等のための設備等のうち、２箇所以上の手すりの設置、段差のない屋内、廊下などが車いすで通行可能な幅の
          いずれにも該当すること。

全体

昭和45年以前

昭和46年～昭和55年

昭和56年～平成2年

平成3年～平成12年

平成13年～平成22年

平成23年～平成27年

平成28年～平成30年9月

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12.0% 15.4% 72.7%

12.4% 85.4%

10.2% 86.7%

9.3%

6.8% 18.1% 75.0%

63.1%17.0%19.9%

26.6% 24.2% 49.1%

29.8% 16.2% 54.0%

89.1%

1.6%

3.1%

2.1%

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓_すべての窓にあり
二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓_一部の窓にあり
二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓_なし
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子育て世帯、高齢者世帯等の多様な世帯が、仕事と生活が調和し、自分が思い描くラ

イフスタイルでゆとりをもって生活できるまち、地域が温かく子育てに関わるまち、住ん

でみたいと思われるまちになっています。

子育て世帯や防災に配慮された良質な住宅が整備されています。良質な住宅が供給

されるとともに、適切に修繕やリノベーションが施され、住宅を「つくっては壊す」社会

から「いい住宅をつくり、きちんと手入れをして、長く大切に使う」持続可能な循環型

社会が実現しています。

3  施策展開

子育て世帯をはじめとする多様な世帯が、世帯の人数や構成、ライフスタイルに応じた

規模や性能を持った住宅で暮らせるように、長期にわたって使用可能な質の高い住宅の

供給を誘導します。

すみだ良質な集合住宅の認定★

良質な集合住宅の供給を促進するため、既存の型（子育て型・防災型）について見

直しを行うとともに、新たな型の創設を検討し、多様なニーズに配慮した機能を有す

る住宅の供給を誘導します。

集合住宅条例20）による良質な集合住宅の整備

集合住宅の建築に一定のルールを定め、良質な集合住宅の整備を促し、地域の居

住環境の保全と良好な近隣関係の形成を図ります。

開発指導要綱21）による良好な建築物と市街地の形成

大規模建築物の建設に伴う近隣への影響の軽減や宅地の細分化を防ぎ、秩序あ

る市街地の形成を誘導します。

区民のニーズと地域特性に応じた良質な住環境を整備するため、住民の合意形成に

よってまちづくりを進めていきます。

都市開発と連携した総合的なまちづくり

良好な生活環境を備えた都市型住宅の供給を誘導し、安全かつ快適な生活空間を

2-1 良質な住宅の供給誘導

2-2 地域特性に応じた良質な住環境整備

20）集合住宅条例

良質な集合住宅の整備を促し、

居住環境の保全及び良好な近

隣関係の形成を図ることを目的

とする条例

21）開発指導要綱

一定規模の宅地開発を行う業

者などに対して、建物に関する

規制等を定めた要綱

★ 特に取り組む必要が
    ある取組

p.87
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創出する総合的なまちづくりを行います。

区民主体の良好な居住環境の促進

地区計画22）制度に基づき、地区の特性にふさわしい良好な市街地環境の整備・保

全を促進します。

耐震性、バリアフリー性能、省エネルギー性能等を向上させるリフォーム等を行うこと

により、長期的に活用可能な住宅ストックの形成を促進します。

民間賃貸住宅の改修支援★

高齢者世帯、子育て世帯等の安定した住宅の供給を図るため、集合住宅等（木造・

非木造）への改修を支援します。

住宅修築資金の融資あっせん★ 

住宅修築資金の融資あっせんにより、自宅の長寿命化や住宅環境の改善を支援し

ます。

高齢者自立支援住宅改修の助成

高齢者の居宅内での生活を容易にし、自立を促すための住宅改修を支援します。

居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給

在宅で介護が必要な人が、自宅での生活を容易にするための住宅改修を支援します。

重度身体障害者（児）住宅設備改善費の助成

重度の肢体不自由の人の日常生活を容易にし、自宅での生活利便性を向上するた

めの改修を支援します。

2-3 住宅ストックの有効活用

22）地区計画

地区の課題や特徴を踏まえ、目

指すべき将来像の実現に向け

て都市計画に位置づけて「まち

づくり」を進めていく手法

p.87

p.86

★ 特に取り組む必要が
    ある取組

 コラム

空き家となった2階建て長屋を子育

て世帯向けへ改修
子育て世帯の定住促進と空き家の利活用

推進を目的として、「空き家となっていた２階

建て長屋２戸を、子育て世帯向け住宅１戸へ

改修する」というモデル事業を行いました。こ

の事業では、ご協力いただける空き家所有者

の方を募り、区が耐震改修費等の一部を助成することで、築48年の空き家が、安全で安心して過ごせる住宅へと生まれ

変わりました。

今後も改修支援を積極的に推進し、子育て世帯等が暮らしやすい住宅の供給を図っていきます。
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高齢者等の居住の安定確保基本目標３

1  高齢者等の居住の安定確保の現状と課題

区内では、老朽化した戸建て住宅に住んでいる高齢者が多くなっています。高齢夫婦

世帯の74.8％が持ち家に住んでおり、そのうち34.6％が、1980（昭和55）年以前に建て

られた住宅に住んでいます。

また、高齢者の居住する住宅のバリアフリー化は進んでいません。高齢者が現在居住

している住宅に長く住み続けられるためには、バリアフリー化を推進するとともに、適切な

維持管理及び改修ができるように支援していく必要があります。

一方で、高齢者向け住宅や高齢者向け施設で暮らしたい人も３割程度います。持ち家

だけではなく、本人の希望に合わせて円滑な住み替えができるように、高齢者等の居住

の安定確保に取り組むことが求められています。

持ち家に住む高齢者のいる世帯の建築時期別住宅の割合

高齢者のいる世帯の所有関係別住宅の割合

高齢単身世帯 47.8% 10.6% 36.4% 0.2%

0.1%

3.9% 1.1%

高齢夫婦世帯 74.8% 12.1%

4.3%

7.7%

1.2%

65歳以上の世帯員のいる世帯 64.4% 8.8%

3.9%

21.9%

0.9%

資料：住宅・土地統計調査独自集計（平成30年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 不詳

高齢単身世帯 19.6% 24.1% 23.2% 11.0% 13.2%

5.0%

3.9%

高齢夫婦世帯 11.0% 23.6% 26.5% 14.9% 17.3%

4.4%

2.3%

65歳以上の世帯員のいる世帯 13.6% 20.3% 20.5% 16.4% 16.3%

6.3%

6.6%

資料：住宅・土地統計調査独自集計（平成30年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和45年以前 昭和46年～昭和55年 昭和56年～平成2年 平成3年～平成12年

平成13年～平成22年 平成23年～平成30年9月 不詳
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2  目指す2030年代の姿

高齢になっても地域の中で自分らしく暮らすことができる環境が整っています。住宅が

適切に管理され、住宅の長寿命化、バリアフリー化や断熱性の向上が図られ、高齢者

等が住み慣れた自宅で、尊厳を持って安心して暮らし続けています。

ライフスタイルや身体状況の変化に対応するため、早めの住宅改修や住み替えが行

われており、住み慣れた自宅や新たな住まい、多様な施設等へと住まい方を選択でき

る環境が整備されています。

生活支援、介護予防、医療、介護、住まいが一体的に切れ目なく提供される体制（地

域包括ケアシステム２３））が充実され、高齢になっても、住み慣れた地域の中で、健康で

いきいきとした自分らしい生活を送っています。

高齢者が居住する住宅の一定のバリアフリー化、高度のバリアフリー化の推移

年齢階層別高齢期に介護が必要になってきた時の希望する住まい方

資料：住宅・土地統計調査

一定のバリアフリー化
高度のバリアフリー化

一定のバリアフリー化
高度のバリアフリー化

平成20年

16,270

3,320

平成25年

16,090

3,390

平成30年

16,630

3,170

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0%

10%

20%

30%

40%

50%

（戸）

8.7%

42.8%

8.7%

41.1%

7.7%

40.2%

資料：墨田区住まいに関するアンケート調査（令和３年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

52.6% 7.7% 25.6% 10.3%

3.2%

0.6%50歳代
(n=156)

58.4% 8.0% 20.4% 7.1%

0.9%

5.3%
60歳代

(n=113)

56.0% 8.0% 16.0% 13.6% 6.4%
70歳代

(n=125)

55.6% 11.1% 13.3% 15.6%

4.4%

80歳以上
(n=45)

在宅サービスを受けながら自宅で暮らしたい
子どもや親族と同居・近居して暮らしたい
サービス付き高齢者向け住宅等、高齢者向けの住宅で暮らしたい
老人ホーム等、高齢者向けの施設で暮らしたい
その他 無回答

23）地域包括ケアシステム

高齢者が、可能な限り、住み慣れ

た地域で日常生活を営むことが

できるよう、自立した日常生活

の支援、介護予防、医療、介護、

及び住まいが包括的に確保され

る体制
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墨田区の地域包括ケアシステムの姿（イメージ図）

医療

住まい

病気になったら...

介護
介護が必要になったら...

入院

  . . .急性期、回復期、  
地域ケア病棟など

外来
·

在宅医療

  ...診療所、歯科医院、薬局、
訪問看護ステーションなど

身体状況の変化と 
本人の希望に応じて

住まい方を選択できる

地域の様々な社会資源を活用した
地域主体の共生 (支え合い)の

仕組みづくりの促進

...通所介護、通所リハピリ、
訪問介護、小規模多機能型居宅介護

地域の中で、必要とされて
いる生活支援や見守り体制

が充実している

介護予防·生きがいづくり 
などの取組が身近にあり 

利用できる

多様な介護サービスを
必要に応じて利用できる

いつまでも元気に暮らすために...

ケアマネジャー高齢者支援総合センター
高齢者みまもり相談室

生活支援·介護予防
...見守り、家事援助、外出支援、通いの場、

介護予防教室、サロン、就労の場など

医療と介護の連携が円滑に
行われ、安心して在宅療養

を受けられる

参考：墨田区高齢者福祉総合計画・第8期介護保険事業計画（令和３年）

高齢者等が住み慣れた住宅で、サービス等を受けながら安心して住み続けられるよう

に、住宅の長寿命化や、バリアフリー性能及び断熱性能の向上を図っていきます。

また、単身の高齢者が安心して地域で住み続けられるよう、IoT技術等を活用した見

守り等のサービスの普及を図っていきます。

住宅修築資金の融資あっせん★

住宅修築資金の融資あっせんにより、自宅の長寿命化や住宅環境の改善を支援し

ます。

3-1 住まいの安全確保と長寿命化

3  施策展開

p.86

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
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高齢者自立支援住宅改修の助成

高齢者の居宅内での生活を容易にし、自立を促すための住宅改修を支援します。

民間救急通報システムの活用

高齢者のいる世帯に対して救急通報システム及び安否確認センサーの利用の促進

を図ります。

居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給

在宅で介護が必要な人が、自宅での生活を容易にするための住宅改修を支援します。

重度身体障害者（児）住宅設備改善費の助成

重度の肢体不自由の人の日常生活を容易にし、自宅での生活利便性を向上するた

めの改修を支援します。

重度身体障害者等民間緊急通報システムの活用

重度身体障害者又は難病患者で一人暮らしの人に対して緊急通報システム及び

安否確認センサーの利用の促進を図ります。

高齢者向け優良賃貸住宅24)の補助

高齢者向け優良賃貸住宅への継続した支援を行い、高齢者が安心して住み続けら

れる住宅を提供します。

家具転倒防止対策等の促進

高齢者・障害者のいる世帯に対し、家具の転倒防止器具及びガラス飛散防止

フィルムの取付けを支援します。

24）高齢者向け優良賃貸住宅

一定の整備基準を満たした高齢

者向けの優良な賃貸住宅

高齢者の居宅での自立した生活を支えるため、生活支援、介護予防、医療、介護、住まい

が一体的に切れ目なく提供される体制（地域包括ケアシステム）の構築を進めていきます。

新 認知症高齢者等への総合支援

認知症地域支援推進員を中心に認知症の人やその家族が安心して暮らせる地域

づくりを推進します。 
新 高齢者みまもり相談室の運営

ひとり暮らしの高齢者等が地域で安心して生活できるように、その生活実態の把握

や地域住民、関係機関と連携した見守りのネットワークを構築します。
新 高齢者支援総合センターの運営

地域の高齢者の総合相談窓口として、高齢者の支援を行います。

3-2 地域包括ケアシステムの充実
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新 在宅医療・介護連携の推進

在宅療養を支える多職種間の連携を推進するとともに、在宅療養に関する普及啓

発を行います。
新 生活支援体制の整備

生活支援コーディネーターを配置し、関係者間の情報共有や連携を図り、高齢者の

ニーズとサービスのマッチングを行います。
新 高齢者見守りネットワークの充実

地域全体で見守り体制が構築されるように、関係機関との連携を強化します。
新 地域ケア会議の推進

地域の多様な関係者とともに高齢者へ適切な支援を行うための検討を行います。

 コラム

区内８か所に高齢者の相談窓口があります

高齢でひとり暮らしの親が、足腰が弱くなってしまい心配です。でも、うちは狭くて一
緒に住めないし、どこに相談すればよいのかしら。

区内には、高齢者の身近な相談窓口である高齢者支援総合セン
ターや、ひとり暮らし高齢者などに関する相談や見守りネットワーク
の構築を行っている高齢者みまもり相談室があります。

高齢者支援総合センター
介護予防等についての相談に対応するほか、要介護認定や区独自の福祉サービスの申請、福

祉機器の展示、住宅改修など、福祉保健に関することに専門職員が応じます。

高齢者みまもり相談室
認知症や閉じこもりが心配な人を含むひとり暮らし高齢者などに関する相談窓口を開設してい

ます。民生委員・児童委員をはじめ地域の町会・自治会、老人クラブ、介護事業所などと連携して高

齢者の見守りをしていくネットワークを構築し、地域で安心して生活ができるよう支援しています。

新 新規掲載
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3-3 民間住宅に入居しやすい環境整備

高齢者等が民間賃貸住宅に円滑に入居でき、安心して暮らしていけるように、すみだ

すまい安心ネットワーク２5）の充実を図り、居住支援を行っている団体や不動産関係団体

と連携し、情報共有や必要な支援を行っていきます。

すみだすまい安心ネットワークの充実★

住宅の確保に特に配慮を要する人の居住の安定を図るため、民間賃貸住宅を活用

した住まいに困らない仕組みを充実させます。

民間賃貸住宅の改修支援★

高齢者世帯、子育て世帯等の安定した住宅の供給を図るため、集合住宅等（木造・

非木造）への改修を支援します。

家賃等債務保証の活用

連帯保証人の役割を担う家賃等債務保証の活用を進めます。

25）すみだすまい安心ネット

ワーク

住宅確保要配慮者の居住の安

定の確保を図るため、様々な

入居支援を行う墨田区独自の

制度
p.99

p.87

★ 特に取り組む必要が
    ある取組

26）サービス付き高齢者向け

住宅

バリアフリー化され、安否確認

サービス等の付いた高齢者向

けの住宅

27）ＮＰＯ(エヌピーオー)

ボランティア活動などの社会貢

献活動を行う営利を目的としな

い団体

 コラム

高齢者向け賃貸住宅やシェアハウス

高齢者向け住宅として、サービス付き高齢者向け住宅２6）が注目されており、区内には５

か所、179戸あります。

江戸川区では、NPO27)法人が市民債を発行して資金を募り、シェアハウスを建設しまし

た。鉄骨耐火造３階建て延床面積は約170坪。居住室は20㎡で10室あり、広い共用リビ

ングがあります。入居者は生活コーディネーターのサポートを受けながら、思い思いの暮ら

しを営んでいます。
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3-4 支援付き住宅や福祉施設等の供給

住宅確保に当たり配慮が必要な高齢者等が、住み慣れた地域で安定した生活を送る

ことができるように、住宅部門と福祉部門の連携を強化していきます。高齢者等が自らの

希望や状況に応じた住まいを確保できるよう、地域と連携して安全・安心に暮らせる住宅

を創出するとともに、いつでも安心して入所できる施設等の整備を進めていきます。

新 介護保険施設等の整備

特別養護老人ホーム２8）、認知症高齢者グループホーム２9）の整備を支援します。
新 サービス付き高齢者向け住宅連絡会の運営

見守り等の支援が付いた高齢者向け住宅について、情報を共有し、連携を図ります。

都市型軽費老人ホーム30）の整備

居宅でのひとり暮らしに不安がある低所得高齢者が住み慣れた地域で暮らし続け

られるように整備を支援します。

重度障害者グループホームの整備

身体障害者及び知的障害者の地域生活における自立助長を図るためのグループ

ホームの供給を支援します。

28）特別養護老人ホーム

常時介護を必要とし、在宅生活

が困難な高齢者の介護を提供

する施設

29）グループホーム

少人数の認知症高齢者や障害

者が、家庭的な環境の中で、サ

ポートを受けながら、共同生活

を送る住まい 

30）軽費老人ホーム

無料又は低額な料金で、日常生

活上必要なサポートをする施設

新 新規掲載

種別 整備数 定員

認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護） 18か所 360人

都市型軽費老人ホーム ８か所 160人

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 10か所 880人

高齢者向け施設サービスの整備計画（2023（令和５）年度末）

資料：墨田区高齢者福祉総合計画・第８期介護保険事業計画（令和３年）
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国土交通省　「高齢期の健康で快適な暮らしのための住まいの改修ガイドライン（概要説明資料）」
（2019（平成31）年３月）

31）ヒートショック

急激な温度の変化によって血圧

が上下に大きく変動することを

きっかけにして起こる健康被害

 コラム

高齢者の住宅改修事例

高齢者の家庭内の死亡事故は交通事故による死者数を上回っています。住まいが高齢

期の生活に合っていないと、転倒や転落による怪我やヒートショック31）などによる疾患、ま

た、活動量の低下などにつながります。高齢期の暮らしをより健康で快適な豊かなものにす

るためには、高齢期にさしかかる前の可能な限り早い段階で、高齢期の生活を考慮した住

まいの改修を行うことが重要と考えられています。

改修例のイメージ

改修前

改修例のイメージ

改修後
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 コラム

 コラム

住宅相談で適切なリフォームや維持管理を

長期優良住宅化リフォーム推進事業

地震や大雨のニュースを目にすると、自宅の老朽化や耐震性が気になるけど、今住
んでいる住宅のどこが劣化しているのか、どんなリフォームが必要なのか分からなくて
こまっています。お金のことも心配です。

地震に対する不安や、リフォーム、空き家の管理のお悩みなど、
皆さんの住まいの困りごとに対応するため、区では専門家と連携し

国の制度では、インスペクション、性能向上のためのリフォーム及び適切なメンテナンスによる住宅ストックの長寿命
化を図る優良な取組に対し、リフォーム工事の費用の一部について補助金が出る長期優良住宅化リフォーム推進事業
を実施しています。

て、「無料耐震相談」や「住まい何でも相談」などを行っています。また、耐震改修やバリア
フリー改修など様々な支援のメニューを用意していますのでお気軽にご相談ください。 

さらに、住宅の効果的な維持管理やリフォームを行うためには、専門家によるインスペク
ションを行い、リフォーム計画や維持保全計画の作成をしてもらうことが効果的です。区で
は、インスペクションに対する支援も行っています。

インスペクションとは、住宅の状態・品質を把握できるようにするために行う、住宅の検査・調

査のことです。専門家による目視を中心とした調査により、住宅の基礎や外壁等にひび割れや

雨漏り等の劣化・不具合が発生しているか状況を把握します。これにより、リフォームを行う時

や、住宅を売買するときに安心して取引を行うことができます。

国土交通省　「令和４年度長期優良住宅化リフォーム推進事業に関する説明資料」（2022（令和４）年４月）を基に一部変更

事業内容、事業者登録、応募方法等の詳細、交付申請等の手続きの詳細については、下記のホームページをご覧ください。

長期優良住宅化リフォーム推進事業　　ホームページ：http://www.kenken.go.jp/chouki_r/
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「リースバック」と「リバースモーゲージ」について

どちらも、自宅を活用して老後資金を得つつ、（家賃や利息を支払いながら）自宅に住み続ける契約手法ですが、いずれも一

定の制約やデメリットがあります。同じ名称の制度でも、事業者によって契約内容に違いがあります。事前によく確認をしてお

かないと、後日大きなトラブルにつながる可能性があります。利用にあたっては、専門家やご家族とよく相談し、慎重に検討す

る必要があるでしょう。

 コラム

住み替えるのか、住み続けるのか

空き家の発生・長期化の原因として、最も多いと言われているのが「相続」です。相続の手続きが長期化し、大切な我

が家が迷惑空き家となってしまうことは避けたいものです。そのためには、元気なうちに相続に関する話をご家族と済

ませておき、身の回りの断捨離を行う等、少しずつ住まいの終活を進めていくことが肝要となります。

特に、物件を継承する人がいない場合、終の住処をどうするべきなのか考える必要がありそうです。具体的には、「自

宅を売却して高齢者向け住宅等に住み替えるのか」、「自宅に最期まで住み続けるのか」という選択になると思います。

老後の生活資金の調達等も含め、資産計画を検討することも大切です。

住み替える場合には、利便性の高い立地の賃貸マンション、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム等が、住

み替え先の候補になりそうです。この場合、売却により手に入る金額と老後の生活に必要な資金確保等を視野に検討

することになります。なお、売却により自宅の処分を心配する必要はなくなります。

住み続ける場合には、自宅の修繕やバリアフリー改修を元気なうちに行っておくとよいでしょう。また、この場合は、

改修費用等の資金面のことを考える必要があるのと同時に、自宅の処分に関しても考えておく必要があります。最近

は、自宅に住み続けながら資金調達と自宅の処分の手配が同時に行える、「リースバック」や「リバースモーゲージ」と

いった制度が注目されています。

சー୩バック

居住者

சー୩バック

ఔᐶ者

自宅を༰෍する

༰෍ూᵹを支ᇽ૸
༰᱌པᣇ

ᱨ入した（೺）自宅をᱍす

ᓍ፠家賃を支ᇽ૸
᱕ᱍಮཔᣇ

ଏのまま住み᣺ଃることが෺ᧄ
（※ただし年ዝには૽଀଼がある）

ᵹᬠᑺḂ等自宅をሟ保として提供

᱗ᵹᬠ᱗

ᒲఢጤ、པᣇᣡ఑ጤに௟ስᳵᕩ相᣺భ

சバー୩ஒーୢー୨

高齢者
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管理不全マンションゼロを目指して基本目標４

1  管理不全マンションゼロを目指しての現状と課題

本区では、近年、集合住宅の割合が急激に高まっています。建物が建っている面積で

みると、近年では、集合住宅は独立住宅（戸建て住宅）よりも多くなっています。

また、築40年を超える高経年マンションの棟数は、20年後には現在の約３倍となるこ

とが推計されており、今後増加していく高経年マンションへの対応は、早期に取り組む必

要のある課題となっています。 

一方で、こういった課題に、行政だけで対応できることには限界があります。そのため、

マンションにおいて良好なコミュニティを形成し、居住者や管理組合３2）が主体となった適

正な維持管理を推進する必要があります。分譲マンションの居住者の22.8％が将来の

建替えや大規模修繕ができるかを心配しています。マンションが管理不全に陥る前に、専

門家による相談体制を充実することで、管理不全を未然に防ぐことが求められています。

32）管理組合

区分所有建物の共用部分の維

持管理と、区分所有者間の権利

義務を調整するため、区分所有

者で構成される団体

独立住宅（戸建て住宅）と集合住宅の建築面積の割合

資料：土地利用現況調査（平成28年度）

独立住宅 集合住宅

全体 49.6% 50.4%

堤通・墨田・八広地域 64.0% 36.0%

向島・京島・押上地域 57.7% 42.3%

東墨田・立花・文花地域 50.2% 49.8%

吾妻橋・本所・両国地域 37.3% 62.7%

業平・錦糸・江東橋地域 27.3% 72.7%

緑・立川・菊川地域 30.4% 69.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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高経年マンションの棟数の推移の推計

マンション居住者の困りごと

資料：墨田区資料

注：区条例に該当するマンションのうち、竣工年の確認ができるマンションから算定（令和４年３月30日時点）

築50年～築40年～50年未満築30年～40年未満

0棟

200棟

400棟

600棟

800棟

1,000棟

現在
令和３年度末

372棟

176棟

179棟17棟

５年後
令和８年度末

463棟

193棟

217棟
53棟

10年後
令和13年度末

606棟

234棟

176棟

196棟

20年後
令和23年度末

972棟

366棟

234棟

372棟

築40年超
（昭和57年 以前築）
196棟

築40年超
（昭和62年 以前築）
270棟

築40年超
（平成４年 以前築）
372棟

築40年超
（平成14年 以前築）
606棟

資料：墨田区住まいに関するアンケート調査（令和３年）

0% 10% 20% 30% 40%

29.3%地震でエレベーターや水道が止まることが不安
25.9%居住者が入れ替わり顔も知らない人が増えている

23.9%水害によりマンションが冠水し暮らせなくなることが不安
22.8%将来の建替えや大規模修繕が出来るのか心配
22.8%駐輪場が足りない

20.1%ごみ出し、騒音など、生活ルールを守らない人が増えている
17.0%管理費や修繕積立金の支払い

11.2%管理組合や自治会の役員になった場合の負担が大きい
8.1%駐車場が足りない

6.2%管理組合の活動が活発でない
5.4%マンションの管理について自分の意見が反映されにくい

4.2%管理組合の意見が一致しにくい
3.1%地域との関係が弱いため行政情報などが入ってこない
2.3%共用部分の清掃や修繕が不十分

7.3%その他
16.6%無回答 （n=259）
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2  目指す2030年代の姿

区内には多種多様なマンションが立地し、ライフスタイルに合わせて住まいを選ぶこと

ができるようになっています。高経年マンションはビンテージとして価値を保ち、新しい

マンションは機能性の高い住宅としての魅力を発信しています。

古くからあるマンションが良好に管理され、それぞれの住戸が新たな世帯に引き継が

れ、新しい居住者と古くからの居住者が良好なコミュニティを形成し、居住者や管理組

合が主体となった適正な維持管理が行われ、良質なマンションが長く使われています。

通常の維持管理では良好な居住環境の確保が困難な老朽化したマンションでは、改

修や建替え等により、適切な再生が図られています。

区内のマンション管理組合同士が連携して、それぞれのマンションの困りごとに協力して取

り組み、地域の特性に応じた安全で良質なマンションストックが形成されています。

３3）マンション管理アドバイ

ザー制度

マンション管理士等の専門家を

派遣して、アドバイスを行う制度

 コラム

分譲マンションの健康診断

今までは、自分たちでなんとかやっていたけれど、居住者もみんな高齢化してきて、
マンションも老朽化してきたので、このままではいけないとは思っているけれど、何をど
うしたらよいのか、いくらお金がかかるのか全くわかりません。

区では、皆さんが分譲マンションを適正に管理できるように、専
門家を派遣して分譲マンションの現状と改善すべき内容を診断す
る「マンション管理健康診断」と、マンション管理健康診断の結果

に基づき改善に向けたサポートを行う「マンション管理ドクター派遣」を新しく実施します。
また、共用部分リフォームローン償還助成や、計画修繕調査支援制度、住宅金融支援機構と
連携した融資制度など、様々な支援を行っています。

東京都でも、「分譲マンション総合相談窓口」の開設や「マンション管理アドバイザー制
度３3)」の実施など、様々な支援を行っています。

まずは、区役所で行ってい
る、東京都マンション管理士会
墨田支部による無料相談会に
参加してみるなど、お気軽にご
相談ください。

分譲マンションの管理や建替え、改修について
お気軽に御相談ください！お気

大規模修繕工事の準備は
どのように進めればいい？

災害時に備え、
居住者名簿を作りたいけど

注意すべき点は？

管理費を滞納している
区分所有者への対応は？

東京におけるマンションの
適正な管理の促進に関する条例の

管理状況届出制度について
知りたい

午前 9 時～午後 5 時（水曜日は午後 7 時まで※）  ※受付は午後 6 時まで

月曜日～金曜日、第 1 土曜日及び第 3 日曜日
（祝日、年末年始を除く。）

分譲マンション総合相談窓口の御案内

03-6427-4900
メール
所在地

mansion-soudan@tokyo-machidukuri.jp
新宿区西新宿 7-7-30 小田急西新宿O-PLACE　2階

分譲マンションの管理や建替え、改修について分譲マンションの管理や建替え 改修について
相談料
無料

！
マンションに関する
助成制度は？

合意形成はどのように
図っていけばいい？

オンライン会議システム「Zoom」によるWeb相談も開始しました！
申込方法は裏面を御覧ください

相談日の詳細などはホームページから御確認ください。

ホームページは
こちらから

マンションアドバイザーのご案内  　　　　令和4年8月発行
　　　　　　　　　
編集・発行　　東京都住宅政策本部民間住宅部マンション課　
　　　　　　　東京都新宿区西新宿二丁目8番1号　　
　　　　　　　電話03-5320-5004

印刷　　有限会社雄久社
　　　　東京都世田谷区世田谷1-24-7
　　　　電話 03-5451-7030

登録番号　（4）12

≪区市による耐震アドバイザー派遣支援≫

担当窓口一覧

≪耐震化に関する一般的な相談≫
東京都の耐震化総合相談窓口（相談料無料）
電話相談、来所にて専門家が無料で相談をお受けします。
混雑することもありますので、できるだけ事前に電話にて
予約の上、ご来所ください。
TEL：03-5989-1470
FAX：03-5989-1548
メールアドレス：taishin＠tokyo-machidukuri.jp
相談日：月～金（祝日、年末年始休業）
相談時間：９時～17時、水曜日は19時（受付は18時まで）
所在地：新宿区西新宿7-7-30　小田急西新宿O-PLACE 2F

担当窓口 担当窓口

　耐震化に関する相談を希望する旧耐震基準の分譲マンションの管理組合等に、区市が耐震アド
バイザー派遣の支援を実施しています。支援内容は区市によって異なりますので、下記担当窓口
にお問い合わせください。
　下記一覧に担当窓口の記載がない場合は、ページ下段の「東京都の耐震化総合相談窓口」にて
ご相談にお応えします。

令和4年4月現在

マンションの管理や再生に役立つ情報を掲載しています。

東京都マンションポータルサイト

区市名

　

区市名

　建築指導課
建築課
建築課
防災都市づくり課
地域整備課
住宅課
防災まちづくり課
建築調整課
建築課
建築課
防災まちづくり課
防災街づくり課
木密・耐震整備課
市街地整備課
住宅課

建築課
住まい街づくり課
建築安全課
防災まちづくり課
建築課
建築指導課
住宅政策課
住宅対策課
住宅課
住宅課
住宅課
都市計画課
まちづくり推進課
都市計画課
住宅課

03-5211-4310
03-3546-5459
03-3578-2866
03-5273-3829
03-5803-1846
03-5246-9028
03-5608-6269
03-3647-9764
03-5742-6634
03-5722-9490
03-5744-1349
03-6432-7177
03-3463-2647
03-3312-2111
03-3981-1385

03-3908-1240
03-3802-4303
03-3579-2554
03-5984-1938
03-5654-8553
03-5662-6389
042-620-7260
0422-60-1976
042-335-4173
042-481-7545
042-724-4269
042-514-8371
03-3430-1359
042-338-6817
042-438-4052

北区
荒川区
板橋区
練馬区
葛飾区
江戸川区
八王子市
武蔵野市
府中市
調布市
町田市
日野市
狛江市
多摩市
西東京市

千代田区
中央区
港区
新宿区
文京区
台東区
墨田区
江東区
品川区
目黒区
大田区
世田谷区
渋谷区
杉並区
豊島区

新宿駅

南口

至大久保

至渋谷

北口

〶
西武新宿駅西武新宿駅

新大久保駅新大久保駅大久保駅大久保駅

西新宿駅西新宿駅 常泉院常泉院

新宿警察署新宿警察署

小田急ハルク小田急ハルク

郵便局郵便局都税事務所都税事務所

新宿西口駅新宿西口駅

三菱UFJ銀行

E8
D5

（公財）東京都防災・建築
まちづくりセンター

小田急西新宿 O-PLACE  2F、3F

駐車場はありません。

最寄り駅
・新宿駅（JR、小田急、京王、メトロ、都営）
　　　　　　　　　　　　　　徒歩約10分

・大久保駅（JR 総武線）　南口 徒歩約 5 分
・西武新宿駅（西武新宿線）北口 徒歩約5分
・西新宿駅（丸の内線）E8   出口 徒歩約8分

小滝橋通り

職安通り

靖国通り

青梅街道

甲州街道

新宿駅

東京都庁東京都庁

N

東京都では、専門家が管理組合等に、マンションの良好な維持管理や建替え・改修に向けた
情報提供・アドバイスを行う「マンション管理アドバイザー制度」、「マンション建替え・改修
アドバイザー制度」を実施しています。

また、分譲マンションの耐震化を検討する管理組合等には、区市において専門家派遣の支援
を実施しているほか、東京都においても相談窓口を設置しています。

マンションの管理や、建替え・改修、耐震化の検討に当たって是非ご活用ください。

建替え
改修

耐震管理

東京都　「分譲マンション総合相談窓口（パンフレット）」
東京都　「マンションアドバイザーのご案内」（2022（令和４）年８月）
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3  施策展開

東京都　「東京 マンション管理・再生促進計画」（2022（令和４）年３月改定）

4-1 維持管理の適正化

管理不全の兆候にあるマンションを把握し、専門家による相談体制を充実することで、

管理不全を防ぎます。

また、マンション管理計画認定制度３4）における優良なマンションを増やし、管理水準の

維持を目指します。

分譲マンションの適正管理の推進★

墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例３5）に基づき、適正管理を徹底し、安

全で良質な住環境を形成します。
新 分譲マンション管理の健康診断★

専門家が、分譲マンションの管理状況を診断し、問題点及び改善策を示します。
新 分譲マンション管理ドクターの派遣★

専門家が、マンション管理健康診断の結果に基づき、改善に向けたサポートを行います。
新 分譲マンション管理計画の認定★

一定の基準を満たした分譲マンションの管理計画を認定することにより、管理水準

の継続性を担保します。

分譲マンションアドバイザー利用の支援 

公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターが実施している「マンション管理アド

バイザー制度」及び「マンション建替え・改修アドバイザー制度３6）」の活用を支援します。

分譲マンションネットワーク化の支援

分譲マンションの適正な管理を促進するため、分譲マンションのネットワーク化を進

めます。

分譲マンション管理相談会の実施

専門家によるマンション管理に関する無料相談会を支援します。

３5）墨田区分譲マンションの

適正管理に関する条例

分譲マンションの良好な管理を

推進するために、取り組むべき

事項について定めた条例

３6）マンション建替え・改修アド

バイザー制度

分譲マンションの円滑な建替

え・改修を支援する制度

３4）マンション管理計画認定

制度

管理組合がマンションの管理計

画を提出し、一定の基準を満た

す場合認定を受けることができ

る制度

 コラム

東京 マンション管理・再生促進計画
東京都は、マンション管理条例に基づき「東京ママンション管理・再生促進計画」を2020（令

和２）年３月に策定しました。この計画では、マンション管理条例の目的の実現と老朽マンション等

の円滑な再生の促進に向けて、2040年代を見据えた目指すべき東京のマンション居住の将来

像を描き、施策展開を示しています。2022（令和４）年３月に、マンション管理適正化法の改正や

新たな住宅マスタープランの策定等を踏まえた改定を行い、同年４月からマンション管理計画認

定制度が始まりました。本区でも2023（令和５）年から、管理計画の認定制度を実施します。

東京 マンション管理・再生促進計画
令和４（2022）年３月改定

p.88

p.88

p.88

p.88

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載
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4-2 安全性確保の促進

旧耐震基準３7）マンションをはじめ、マンションの耐震化を効果的に支援し、耐震性が不

十分なマンションの解消に努めます。 

また、マンションの防災性能や省エネルギー性能の向上に向けて、事業者や管理組合

が活用可能な補助制度等の周知を図ります。

民間建築物耐震診断の助成

民間建築物の耐震性の向上を図るため、耐震診断の実施を支援します。

特定緊急輸送道路沿道建築物３8）耐震化促進の補助

特定緊急輸送道路３9）の沿道建築物の耐震性の向上を図ります。

分譲マンション・緊急輸送道路40）沿道建築物等耐震化促進の補助

分譲マンション及び緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震性の向上を図ります。

防災意識の啓発

住民の防災への意識啓発に取り組みます。

37）旧耐震基準

1981（昭和56）年６月１日の

建築基準法の耐震基準の見直

しよりも前に用いられていた耐

震基準

３8）特定緊急輸送道路沿道建

築物

特定緊急輸送道路に敷地が接

する旧耐震基準建築物のうち、

一定の高さを超える建築物

３9）特定緊急輸送道路

緊急輸送道路のうち、特に耐震

化を推進する必要がある道路

40）緊急輸送道路

国道等と防災拠点を相互に連

絡する道路

 コラム

マンションの改修事例
建築後、年数の経過につれ、マンションの劣化や陳腐化が進みます。マンションの居住環境を良好な状態に改善し、そ

の資産価値を維持していくためには、修繕を計画的に行い、マンションの水準をその時代に求められる性能・機能に見合

うようグレードアップすることが必要です。

耐震補強の事例　１階のピロティ部分の鉄骨ブレース補強（工事中）

共用施設及び屋外環境の整備の事例　自転車置き場の増設及びデザインのグレードアップ

国土交通省　「改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル」（202１（令和３）年９月改訂）
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4-3 修繕及び建替え支援

管理状況届出制度によって把握した情報等を活用して、管理組合による改修や修繕

の計画的な実施ができるように支援を行います。

また、建替えの検討が必要な場合に、効果的な再生方策の検討を進めます。

分譲マンション計画修繕調査の支援

計画的な修繕の円滑な実施を図るため、分譲マンション計画修繕調査等を支援し

ます。

分譲マンション共用部分リフォームローン償還の助成

独立行政法人住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォームローンの償還を

支援することにより、良好な居住環境の形成を促進します。

分譲マンションアドバイザー利用の支援

公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターが実施している「マンション管理アド

バイザー制度」及び「マンション建替え・改修アドバイザー制度」の活用を支援します。

４１）区分所有者

分譲マンション等の区分所有

建物の専用部分を所有してい

る者

４２）マンション管理士

管理組合や区分所有者などの

相談に応じて、適切な指導や助

言、援助を行う専門家

 コラム

東京都「マンション管理」「マンション再生」ガイドブック
東京都では、2019（平成31）年３月に、「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」を制定

し、2020（令和２）年３月には、条例に基づき「東京ママンション管理・再生促進計画」を策定しました。各種パンフレットや

マンションポータルサイトの充実を図り、マンションの適正な管理と老朽マンション等の再生の促進を進めています。

「東京におけるマンションの管理の適正化に関する指針」

（2019（令和元）年10月）を詳細に解説したガイドブックです。

「IⅠI管理組合編I」でマンションを適正に管理していくために、

管理組合や区分所有者４１)が取り組むべき事項、「IⅡIマンション管

理士４２)編I」「IⅢIマンション管理業者編」「IⅣIマンション分譲事業者

編I」では、マンション管理士、マンション管理業者、マンション分譲事

業者等の方々が実施することが望ましい事項を紹介しています。

改修や建替え、マンション敷地売却により、分譲マンションの再生

に取り組む際、管理組合や区分所有者として知っておくべきことや、

合意形成を円滑に進めるためのポイントなどを紹介しています。

第１章では、マンションの再生に向けた準備や検討の進め方、第２

章から第４章では、マンションの再生を実際に計画し、実施する段階

における合意形成の進め方や必要な手続などについて再生手法ご

とに説明しています。

（2020（令和２）年３月版）

（2022（令和４）年３月版）
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ゼロ・カーボン社会に向けた住環境性能の向上基本目標５

1  ゼロ・カーボン社会に向けた住環境性能の向上の現状と課題

本区のエネルギー消費量は減少傾向であるものの、ゼロ・カーボン社会の実現に向け

て、一層の取組が必要となっています。今後は、家庭部門からの二酸化炭素排出量が

全体の約３割を占めていること、人口・世帯の増加が予想されることから、家庭のエネル

ギー消費量の更なる削減の取組が課題となっています。

区内の長期優良住宅４３）の認定件数及び低炭素建築物４４）の認定件数は、ともに2021

（令和３）年が過去５年間で最も多くなっており、今後も、更なる普及啓発活動を推進し、

自然エネルギーの利用、省エネルギー設備の普及、住宅の断熱性能の確保などにより、

住宅の環境性能の向上を図っていく必要があります。

また、すでに成熟した都市である本区では、みどり率の大幅な増加を見込めるような、

新たな緑地を創出するには大きな制約があることから、新規建築物の建設や改修、整備

の機会を捉え、緑地の整備につなげていくことが必要です。

４３）長期優良住宅

劣化対策、耐震性等の性能を有

し、長期にわたり良好な状態で

使用できる住宅

４４）低炭素建築物

生活や活動に伴って発生する

CO2を抑制する措置が講じられ

ている、市街化区域等内に建築

される建築物

2015（平成27）年 2019（令和元）年

12,562TJ 1１,７４９TJ

区域におけるエネルギー消費量

部門別二酸化炭素排出量の推移

資料：所管課データ

資料：みどり東京・温暖化防止プロジェクト「特別区の温室効果ガス排出量（1990年度～2019年度）」
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注）数値は、四捨五入による端数処理のため、集計値が合わない場合がある。

資料：墨田区緑と生物の現況調査（平成21・30年度）

長期優良住宅の認定件数及び低炭素建築物の認定件数の推移

みどり率の現況

資料：所管課データ
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平成30年
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38
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37

令和３年

19

43

長期優良住宅認定件数 低炭素建築物認定件数

項目 2009（平成21）年度 2018（平成30）年度
構成比（％） 構成比（％）

みどり率 20.5 20.8

樹木被覆地（公園内を除く） 5.3 4.8

草地が占める割合（公園内を除く） 2.2 2.5

屋上緑地が占める割合（公園内を除く） 0.3 0.5

公園が占める割合 5.2 5.6

　（公園内の緑で覆われている面積の割合） 2.6 2.9

　（公園内の緑で覆われていない面積の割合） 2.5 2.7

河川等の水面が占める割合 7.4 7.3

〈参考〉緑被率 10.5 10.7
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2  目指す2030年代の姿

環境意識が高まり、ゼロ・カーボン社会に向かっています。2050（令和32）年ゼロ・カー

ボン社会の実現に向けて、長寿命でライフサイクルCO2排出量が少ない長期優良住

宅やZEH４5)など、省エネルギー性能が高く、再生可能エネルギー46)を利用した住宅が

広く普及しています。さらに、ゼロエミッション化に向けて、蓄電池システム等（V2H47)・ 

ZEV48)・家庭用燃料電池等）の普及が進んでいます。

公園や街路樹の緑化、住宅の壁面緑化、屋上緑化、緑のカーテンなどの多様な地域

の緑化が着実に進むとともに、定着した省エネルギー行動によってエネルギー消費量

が減少し、温室効果ガスの排出が抑制されたスマートエネルギーのまちとなっていま

す。

４5）ZEH(ゼッチ)

断熱性や設備の高効率化、再生

可能エネルギーの導入により、

エネルギー収支をゼロ以下と

する住宅

４6）再生可能エネルギー

太陽光やバイオマス等を利用

することにより生じるエネル

ギーの総称

４7）Ｖ２Ｈ(ブイツーエイチ)

蓄電機能とモビリティ機能を有

する電気自動車から蓄電した電

力を家庭に供給するシステム

のこと。
４8）ＺＥＶ(ゼブ)

CO2等の排出ガスを出さない

電気自動車や燃料電池自動車、

プラグインハイブリッド自動車

のこと。

3  施策展開

5-1 環境に配慮した良質な住宅ストックの形成

ゼロ・カーボン社会の実現に向けて、自然エネルギーの利用、省エネルギー設備の普

及、住宅の断熱性能の確保などにより、住宅の環境性能の向上を図ります。長寿命でラ

イフサイクルCO2排出量が少ない長期優良住宅や、炭素貯蔵効果の高い木造住宅等

の普及を促進します。

長期優良住宅の認定

長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅を認定し

ます。

住宅性能表示49)の普及

構造の安定性や火災時の安全性など、住宅を購入する際に住宅性能を確認できる

制度を普及させます。

低炭素建築物の認定

低炭素化に関する先導的な基準に適合する建築物を認定します。

４9）住宅性能表示制度

消費者による住宅性能の相互

比較が可能になる性能の表示

基準
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5-2 持続可能な住環境の形成

再生可能エネルギーの利用拡大に加えて、公的住宅において住宅のゼロエミッション

化に向けた率先した取組を進めるとともに、できるだけごみを出さない、エネルギーを効

率的に利用するなど、環境負荷の少ない行動を選択する生活様式を推進することによ

り、資源循環型社会の実現を目指します。

5-2-1  公的住宅の省エネルギー化

建物の構造、耐用年数などを勘案しながら、適切に公的住宅の維持管理を行うととも

に、エネルギー使用の合理化を適切に図るための措置を講じます。

シルバーピア50)の維持管理

ワーデン（生活協力員）による的確な入居者対応と現状を維持した適正な管理を行

います。

区営住宅等の維持管理

適正な維持管理を継続・推進し、区営住宅を公平かつ適正に供給します。

墨田区営住宅等長寿命化計画の改定

公共施設マネジメント５1)との整合を図り、脱炭素社会を見据えた計画の改定を行い

ます。

5-2-2 地球温暖化防止への取組

省エネルギー行動が区民に定着し実践できるよう、脱炭素社会の実現やSDGs５2)の

達成につながる環境保全活動の支援に取り組みます。

新 すみだ環境区宣言５3)・すみだゼロカーボンシティ2050宣言54)に基づく普及啓発

脱炭素社会の実現に向けて、環境にやさしい行動を拡大していくための普及啓発

事業を実施します。

新 ごみの発生抑制の促進

区民や事業者が身近で実践できるごみの減量対策を周知します。

新 ごみの適正排出の推進

「ごみ分別案内チャットボット５5）」の利用を促進するなど情報提供を強化します。

地球温暖化防止設備導入の助成

建築物の省エネルギー化や省エネルギー機器の導入を支援します。

50）シルバーピア

高齢者に配慮した設備を設置し

た、高齢者向けの公共住宅

５1）公共施設マネジメント

公共施設を総合的かつ統括的

に企画、管理及び利活用する仕

組み。

52）ＳＤＧｓ（エスディージーズ）

持続可能な開発目標。2030（令

和12）年までに持続可能でより

よい世界を目指す国際目標

53）すみだ環境区宣言

深刻化する地球環境の危機に

対して、対策に取り組む宣言

54） すみだゼロカーボンシティ

2050宣言

2050年CO2排出実質ゼロの

実現を目指した宣言

55）ごみ分別案内チャットボット

資源物とごみの分け方・出し方

について、簡単に検索できるAI

機能を搭載した自動会話プロ

グラム

新 新規掲載
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5-3 水と緑豊かな住宅市街地の形成

CO2の吸収にも資する緑の整備など、住宅地のゼロエミッション化に向けた、屋上緑
化や壁面緑化などの緑化を推進することで、緑の満足度を向上するまちづくりを推進し
ていきます。

また、雨と都市の共生を目指して雨水の貯留・浸透及び利用を推進していきます。

5-3-1 雨水・緑化推進
人と自然が共生する生活環境の実現に向けて、地域の緑化推進、雨水の利活用等を

推進していきます。
新 緑と花のまちづくりの推進

地域の緑化活動を行う団体に対し、緑化資材の補助や指導等の支援を行います。

雨水利用促進の助成

節水や災害時の生活用水や都市ダムの効果もある雨水利用を支援します。
みどりの補助金（緑のへい、屋上等緑化、壁面緑化、特別保全樹木）

潤いと安らぎが提供でき、防災面でも有効である緑化を支援します。

5-3-2 公園・水辺の整備

水と緑を生かした美しい景観を目指して、隅田川沿川の一体的な整備や景観形成を
進めるとともに、公園や緑地、水辺の整備を行います。

新 江東内部河川の整備

水と緑に親しめる空間づくりのため、東京都の河川整備の進捗に合わせて親水テラ
ス修景整備を行います。

新 公園等の新設・再整備

多様なニーズに対応した魅力ある公園にするため、公園全体の新設・再整備を進めます。新 新規掲載

 コラム

断熱リフォームしてみませんか
断熱性の高い窓への交換は、暖房効率が高まるだけではなく、部屋ごとの温暖差が減ることにより、心筋梗塞や脳卒中

の発生を防いだり、結露を抑えることでカビ・ダニの繁殖を防ぎ、アレルギー性疾患の発症リスクを低減できるなど、健康
面でもメリットがあります。

東京都　「広報東京都」第927号（2022（令和４）年11月１日）
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 コラム

省エネ住宅（ZEHとLCCM住宅）
ZEH 

ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは「外皮の断熱性能等を大幅に向上させ

るとともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネ

ルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー

消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅」です。

LCCM住宅

LCCM（エルシーシーエム）（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅とは、建設時、運用

時、廃棄時において出来るだけ省CO2に取り組み、さらに太陽光発電などを利用した再生

可能エネルギーの創出により、住宅建設時のCO2排出量も含めライフサイクルを通じての

CO2の収支をマイナスにする住宅です。

国土交通省　「ご注文は省エネ住宅ですか？」（2020（令和２）年11月）
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危険な空き家ゼロを目指して基本目標6

1  危険な空き家ゼロを目指しての現状と課題

本区の空き家率は、10.4％（2018（平成30）年）であり、周辺区と比べると高いわけで

はありませんが、10年後の未来を見据え、空き家の発生予防を図るとともに、空き家の適

正管理と利活用の推進により危険な老朽空き家のない地域を目指していくことが必要で

す。そのため、所有者への意識啓発を進めるとともに、大学や地域活動団体と連携するこ

とで空き家の利活用の担い手を増やし、ノウハウを構築することが求められています。

周辺区との空き家率の比較

空き家の種類の割合の近隣区の比較

11.2%
10.4%

特別区部

9.7%9.8%

 台東区

11.1%
10.4%

 墨田区

7.8% 7.7%

 江東区

10.0%

11.8%

 荒川区

9.7%

11.1%

 足立区

11.1%
11.8%

 葛飾区

10.9%

9.7%

 江戸川区

資料：住宅・土地統計調査
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15%

平成25年 平成30年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別区部 71.1% 5.4% 22.4%

1.1%

0.3%

1.0% 2.2%

0.3% 2.1%

0.5% 2.5%

0.4%

1.4% 1.7%

 台東区 62.1% 10.5% 22.6%4.8%

 墨田区 65.9% 5.4% 28.4%

 江東区 54.5% 42.4%

 荒川区 38.7% 58.1%

 足立区 70.4% 27.2%

 葛飾区 72.8% 24.2%

 江戸川区 76.6% 15.2%7.8%

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）
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地域別空き家数及び空き家率

地域別空き家の種類

資料：住宅・土地統計調査独自集計（平成30年）
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資料：住宅・土地統計調査独自集計（平成30年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 65.9% 5.4% 28.4%

0.3%

堤通・墨田・八広地域 45.2% 50.3%

0.6% 3.9%

向島・京島・押上地域 70.1% 25.3%

0.6% 4.0%

東墨田・立花・文花地域 72.0% 8.3% 19.7%

吾妻橋・本所・両国地域 66.0% 30.1%

0.3% 3.7%

業平・錦糸・江東橋地域 71.3% 8.2% 20.5%

緑・立川・菊川地域 81.4% 7.6% 11.0%

2  目指す2030年代の姿

自分が建てた家は自分で責任を持って大切にしたいという意識が高まっており、空き家

の発生は少なくなっています。

高齢者が住んでいた住宅に、若い新たな世帯が入居するなど、本人の希望に沿って、

適切な住まいが適切な人へと引き継がれ、既存の住宅ストックが「空き家」になるので

はなく、魅力ある住宅として、流通・活用されています。

住宅所有者等が居住しているうちに、専門家や事業者等からの適切な支援を受け、住

まいの継承等の備えを行っており、住宅が長期間空き家として放置されず、円滑に流

通・活用等が図られています。
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空き家が大学や地域活動団体等により地域資源として利活用されることにより、地域

課題等の解決につながっています。

3  施策展開

6-1 空き家、空き室56)の利活用

6-2 空き家予防のための普及啓発

空き家が都市問題として顕在化することなく、地域のニーズや所有者の意向を踏まえ

た様 な々用途に有効活用されるように、空き家の適正管理と利活用を推進します。

また、住宅市場の中で、良質な住宅が評価され、選択される市場環境を整備するた

め、建物状況調査（インスペクション）57)等を促進していきます。

民間賃貸住宅改修の支援★

高齢者世帯、子育て世帯等の安定した住宅の供給を図るため、集合住宅等（木造・

非木造）への改修を支援します。
新 空き家に関する総合的な相談体制の整備

各種専門家団体等と連携し、空き家等ワンストップ相談窓口の充実を図ります。
新 空き家の利活用

空き家を資源として有効活用できるように、民間による利活用の誘導・支援等を推

進します。
新 公民学連携による空き家対策

公民学連携組織「アーバンデザインセンターすみだ58)」などと連携し、空き家対策を

推進します。
新 建物状況調査（インスペクション）の支援

住宅の状況を把握するため、建物の基礎や外壁のひび割れ、天井の雨漏りなどの

劣化や不具合を調べる建物状況調査（インスペクション）を支援します。

空き家の発生・危険化を予防し、適正管理を促すため、所有者等の抱えている問題に

対する情報発信や相談体制の充実を図ります。

新 空き家関連セミナー等の開催

セミナーや相談会等を開催し、空き家の発生・危険化の予防や利活用について普

及啓発を行います。

56）空き家・空き室

住宅・土地統計調査で、人が住

んでいない住宅を「空き家」と

いう。一戸建では空き家、マン

ション等では空き室という。

57）建物状況調査（インスペク

ション）

建物の基礎、外壁等に生じてい

るひび割れ、雨漏り等の劣化事

象・不具合事象の状況を目視、

計測等により調査するもの

58）アーバンデザインセンター

すみだ

千葉大学・情報経営イノベーション

専門職大学との連携を促進し、地

域課題を解決することを目的と

して、2021（令和３）年５月に設

立した公民学連携組織

p.87

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

新 新規掲載
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6-3 老朽危険建物に対する対策

物件の適正な管理や、除却による解決といった、所有者等による適切な管理が全うさ

れず、利活用困難で危険な状態にある老朽建物に関して、除却費助成等によって、所有

者等による自主的な除却を誘導することで、安全・安心なまちづくりを進めます。

新 老朽危険建物等の除却の推進

除却する以外に解消方法がない物件（空き家に限らない）について、自主的な解決

に導きます。新 新規掲載

 コラム

これからは家を「住み継ぐ」時代

（既存住宅の「新しい流通システム」スムストック）

諸外国に比べ、住宅の使用期間が約38年と大幅に短い日本。優良な既存住宅を社会の共有資産として住み継ぐため

の仕組みづくりが求められています。そこで、大手ハウスメーカー10社のグループが協力して「優良ストック住宅推進協

議会」を設立しました。参加メーカーの住宅で、共通の基準を満たすものを「スムストック」と認定します。

既存住宅購入の際、最も不安なのが「不具合の有無」。スムストックは、大手ハウスメーカー10社の丈夫な構造躯体を

持つ住宅であることに加え、住宅履歴データベースの保有、50年以上のメンテナンスプログラムの保有が条件なので

安心です。売買の際は、スムストック住宅販売士が建物の価値について詳しく説明します。

一般社団法人 優良ストック住宅推進協議会「スムストック」　　https://sumstock.jp/sumstock/merit.html

住まいを売却
される場合

大切なお住まいの価値を
適正に評価する

「スムストック査定」を
ご利用ください。

スムストック
住宅販売士

住まいをお探し
の場合

安心のブランド
「スムストック」を、
新たな選択肢として

ご検討ください。

スムストックで
納得の査定

価値を
わかりやすく
表示して販売
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住宅確保要配慮者の居住の安定確保基本目標７

1  住宅確保要配慮者の居住の安定確保の現状と課題

最低居住面積水準59)未満の住宅に住んでいる世帯は、18,970世帯（2018（平成30）

年）となっており、特に民営借家に住んでいる世帯が多くなっています。全ての区民が健康

で文化的な住生活を営むことができるように、世帯人数等にあった適切な住宅に円滑に

住み替えることができるようにする必要があります。 

現状として、高齢者等の住宅確保要配慮者60)が民間賃貸住宅に入居する際に、大家

に拒否感を持たれたり、入居制限がされたりすることがあります。高齢者のみの世帯に対

して条件付きで制限している割合は35％となっており、入居制限の理由としては、孤独死

などの不安や保証人がいないことが挙げられています。 

住宅と福祉と地域が連携し、居住支援サービスの充実を図り、「すみだすまい安心

ネットワーク」の機能をより充実させていくことにより、多様な世帯が安心して住み続け

られる環境整備に取り組んでいくことが必要です。

59）最低居住面積水準

世帯人数に応じて、健康で文化

的な住生活を営む基礎として必

要不可欠な住宅の面積に関す

る水準

60）住宅確保要配慮者

高齢者、障害者、ひとり親等の

住宅の確保に特に配慮を要す

る者

居住面積水準別世帯数の推移

住宅の所有関係別居住面積水準の状況

資料：住宅・土地統計調査

最低居住面積水準未満
注：「最低居住面積水準」とは、住生活基本計画（全国計画）で示す世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可

欠な住宅の面積に関する水準。（単身者25㎡、２人以上の世帯10㎡×世帯人数＋10㎡）

（世帯）
20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

平成10年 10,310 44,140 26,540

平成15年 10,390 45,010 36,530

平成20年 15,240 48,970 42,610

平成25年  19,920  51,140  44,600

平成30年 18,970 62,220 51,970 

最低居住面積水準以上誘導居住面積水準未満 誘導居住面積水準以上

140,0000

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）

最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上誘導居住面積水準未満 誘導居住面積水準以上 不詳

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

13.9% 45.5% 38.0% 2.6%世帯総数(136,710世帯)

1.8% 36.6% 61.6%持ち家(56,620世帯)

23.5% 54.2% 22.3%借家(76,540世帯)

9.0% 51.8% 39.1%公営の借家(5,420世帯)

8.2% 57.2% 34.6%都市再生機構・公社の借家(3,530世帯)

34.4% 48.5% 17.1%民営借家（木造）(3,690世帯)

24.6% 54.8% 20.5%民営借家（非木造）(59,770世帯)

29.3% 50.6% 20.1%給与住宅(4,130世帯)

0% 100%
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住宅確保要配慮者に対する入居制限の状況・理由と必要な居住支援策

住宅確保要配慮者に対する入居制限の状況・理由と必要な居住支援策
全国の不動産関係団体等会員事業者へアンケート調査(令和元年度実施、回答数1，988件)

世帯
属性

入居制限の状況 入居制限の理由(複数回答) 必要な居住支援策(複数回答) ●50%以上 ◎40~49% ○30~39%

制限
して
いる

条件
付きで 
制限

している

第1位
(%)

第2位
(%)

入居を
拒まない
物件の

情報発信

家賃債務
保証の

情報提供

契約
手続きの
サポート

見守りや
生活
支援

入居
トラブルの 
相談対応

金銭・ 財産 
管理

死亡時の 
残存家財 

処理

高齢単身 
世帯 5% 39%

孤独死
などの不安

(82%)

保証人がいな
い、保証会社の
審査に通らない 

(43%)

- ◎ 
(49%) - ● 

(61%) - - ● 
(61%)

高齢者
のみの
世帯

3% 35%
孤独死

などの不安 
(60%)

保証人が
いない
(46%)

○ 
(32%)

◎ 
(48%) - ● 

(58%) - - ● 
(50%)

障がい
者の

いる世帯
4% 35%

近隣住民との 
協調性に不安

(52%)

衛生面や火災
等の不安 
(28%)

◎ 
(42%)

○ 
(32%) - ● 

(60%)
◎ 

(48%) - -

低額
所得
世帯

7% 42%
家賃の

支払いに不安
(69%)

保証会社の
審査に

通らない
(54%)

○ 
(37%)

● 
(61%) - ○ 

(31%)
○ 

(38%)
○ 

(37%) -

ひとり親 
世帯 1% 14%

家賃の
支払いに不安

(50%)

保証会社の
審査に

通らない
(42%)

○ 
(37%)

● 
(52%) - ◎ 

(42%)
○ 

(35%) - -

子育て
世帯 1% 9%

近隣住民との
協調性に不安 

(40%)

家賃の
支払いに

不安
(34%)

○ 
(38%)

◎ 
(43%) - ○ 

(33%)
◎ 

(47%) - -

外国人
世帯 10% 48%

異なる習慣や 
言語への不安 

(68%)

近隣住民との
協調性に不安

(59%)

◎ 
(43%)

◎ 
(45%)

◎ 
(44%) - ● 

(76%) - -

国土交通省 住宅建設事業調査「住宅確保要配慮者の居住に関する
実態把握及び継続的な居住支援活動等の手法に関する調査・検討業務報告書」(令和2年3月)より

2  目指す2030年代の姿

区内で居住支援に取り組める団体が数多くあり、それらがネットワークとして広がって

います。

誰もが年齢や障害、家族構成等を理由とした入居制限を受けずに、自らの住まいを選

択し、自分らしく、住みなれた地域で安心して暮らしています。

「すみだすまい安心ネットワーク」の機能が充実することにより、経済的な困窮だけでな

く、複雑化・複合化した様々な生活課題を抱えて困っている区民が、住む場所を失うこ

とのない社会が実現しています。属性や世代を問わない重層的なセーフティネットによ
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る支援が、一人ひとりの状況に応じて適切に行われ、全ての区民が自立して、安定した

暮らしをしています。

3  施策展開

7-1 公共住宅の適正管理と供給

7-2 民間住宅を活用した居住支援の充実

住宅に困窮する低額所得者向けの住宅として、引き続き、効率的かつ適正な維持管

理に努め、入居者の住生活の安定を図ります。

また、独立行政法人都市再生機構や東京都住宅供給公社と連携することにより、重

層的な住宅セーフティネットを形成し、住宅確保要配慮者の居住の確保を図ります。

区営住宅の維持管理

適正な維持管理を継続・推進し、区営住宅を公平かつ適正に供給します。

都営住宅の区への移管、地元割当の確保

東京都と協議を進め、条件の整った住宅から移管を実施していくとともに、地元割当

の確保に努めます。

シルバーピアの維持管理

ワーデン（生活協力員）による的確な入居者対応と現状を維持した適正な管理を行

います。

高齢者個室借上げ住宅61)の管理

民間の賃貸住宅を借り上げ、高齢者住宅として提供し、現状を維持しながらセーフ

ティネット住宅と連携した適正な管理を行います。

墨田区営住宅等長寿命化計画の改定

公共施設マネジメントとの整合を図り、脱炭素社会を見据えた計画の改定を行います。

独立行政法人都市再生機構及び東京都住宅供給公社との連携

独立行政法人都市再生機構及び東京都住宅供給公社と連携し、各管理住宅を

セーフティネット住宅（専用住宅）として毎年一定数を登録していくことで、住宅ス

トックの安定供給を目指します。

民間住宅をセーフティネット住宅として活用することで、住宅確保要配慮者の入居を拒

まない住宅を確保します。住宅と福祉と地域が連携し、入居後の見守り等の生活支援も

含めた、居住支援サービスの充実を図ります。

61）高齢者個室借上げ住宅

住宅に困窮している高齢者の

生活の安定を確保するため、区

内の民間賃貸住宅を借り上げ

た住宅
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すみだすまい安心ネットワークの充実★

住宅の確保に特に配慮を要する人の居住の安定を図るため、民間賃貸住宅を活用

した住まいに困らない仕組みを充実させます。
新 セーフティネット住宅の供給★

民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者に対するセーフティネット住宅の供給

促進を図ります。

高齢者等への住宅あっせん

住宅に困窮する高齢者等の民間賃貸住宅への入居を支援します。

住居確保給付金の支給

離職者等で就労意欲のある人のうち住居を失った人、又は失うおそれのある人に対

し、一定期間、家賃相当額（上限有り）を支給するとともに就労支援を行います。

p.99

p.99

★ 特に取り組む必要が
    ある取組
新 新規掲載

 コラム

すみだすまい安心ネットワークの充実に向けて

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯、ひとり親世帯などは、賃貸住宅を借りにくい傾向があります。孤独死、事故、家

賃滞納などの不安から貸したがらない大家さんもいます。

国は、新たな住宅セーフティネット制度として、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に配慮が必要な人のため

に民間の空き家・空き室を活用して、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進することを目的とした

制度を構築しています。

すみだすまい安心ネットワークは、国の制度と連携しながら、区内の不動産事業者の団体、福祉サービスの団体が協力

し合って、様々な場面において入居支援を行うための仕組みです。

改修工事をしたセーフティネット住宅

BEFORE AFTER
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 コラム

地域福祉プラットフォーム

妻と死別してシングルファーザーになったけど、今までは妻に任せてたから、地
域に知り合いもいないし分からないことだらけ。両親との同居も考えているけど、
子どもの成長や将来の介護のことなどを考えると、家のリフォームも必要となる
かもしれない。収入も下がってしまったから経費のことも心配だ。いろいろな悩み
をどこに相談したらよいのかも分からない。

区では、墨田区社会福祉協議会に委託して、地域の方が気

軽に立ち寄ることができ、地域における様々な困りごとを相

談できる場である「地域福祉プラットフォーム」を開設してい
ます。墨田区社会福祉協議会のCSWが常駐していますので、今回のように「課題が多く、ど

こに相談したらよいかわからない」といった場合でも、複合化・複雑化した課題を整理した上

で、各相談支援機関と連携し、相談者と一緒に解決策を考えます。必要とされる子育てや介

護に係る支援、介護のための住宅改修や資金に関することなど、必要に応じた情報提供や

支援につなげていきます。

地域福祉プラットフォームは、2023（令和５年）３月現在、「地域福祉プラットフォーム京島

【キラキラ茶家】」、「地域福祉プラットフォーム本所」、「地域福祉プラットフォーム八広」の

３か所で実施しています。

CSW（コミュニティ・ソーシャルワーカー）

地域において、支援を必要とする人々の生活環境や人間関係などを重視した支援を行うた

めに、課題を整理し、必要な専門機関同士の関係を調整する。併せて、新たな地域サービスを

住民とともに考える専門の相談員

地域福祉プラットフォームとは？

地域福祉プラットフォームは、だれでも気軽に立ち寄ることが
できる居場所、世代間交流の場であると共に、民生委員・児
童委員や地域の福祉活動者の協力のもと、地域住民の困りご
とや相談にも対応できる交流と相談の場です。

発行 墨田区社会福祉協議会 03-3614-3900電話

地域福祉プラットフォーム地域福祉プラットフォーム地域福祉プラットフォーム地域福祉プラットフォーム

地
域
福
祉

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
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 コラム

居住支援法人との連携
居住支援法人とは、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する

法律」（住宅セーフティネット法）に基づき、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への

円滑な入居促進を図るため、住宅確保要配慮者に対し、居住支援を行う法人として、

都道府県が指定するものです。東京都では、2022（令和４）年11月末現在47法人

が指定されています。

居住支援法人が行う居住支援業務は、登録住宅の入居者への家賃債務保証、住宅相

談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談、見守り等の生活支援等です。

すみだすまい安心ネットワークの充実を図るためにも、多くの居住支援法人との

連携を強化していきます。 東京都居住支援協議会 令和４年２月

住宅セ〡フティネット法に基づく

居住支援協議�
について

東京都居住支援協議会　「住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会について」（2022（令和４）年２月）

区と協定を結んでいる居住支援法人の活動の例

①入居相談 高齢であること等を理由に住まい探しにお困りの方に対して、連携不動産店のネットワークを
通じて部屋探しのお手伝いをしています。

②家財整理サービス どこに依頼すれば良いかわからない遺品整理・生前整理・空家整理について、入会審査をクリ
アした、安心して紹介できる業者のみが加盟できる一般社団法人家財整理相談窓口の加盟
事業者と連携して作業を実施しています。

③入居支援 不動産屋への同行やコーディネートなどの居住支援や空き家の活用、区や居住支援協議会、
福祉関係団体、不動産関係等との連携により、困難を抱えた方が安心して暮らすための支援
をします。

④生活支援 要配慮者への生活相談やみまもりなどの生活支援と、必要に応じて自立・就労支援等を行って
います。

居住支援協議会

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が連携

し、住宅情報の提供等の支援を実施するもの
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安全に暮らせる住環境づくり基本目標８

1  安全に暮らせる住環境づくりの現状と課題

区内の1981（昭和56）年以前に建てられた住宅は約17％で、６戸に１戸が旧耐震基準

で建てられた住宅となっています。特に木造住宅では、1981（昭和56）年以前の住宅が約

41％（2,620戸）となっています。木造住宅の耐震化率の推計値は、戸建住宅で44.2％、

共同住宅で64.8％であり、木造住宅を中心に、耐震性や不燃化等に問題のある住宅があ

ることから、住宅の耐震化や不燃化の促進を図り、密集市街地を改善していくことで、地域

の防災力を高めていくことが必要です。

また、防犯面については、刑法犯認知件数と区民の体感治安の両方に、改善傾向が見

られます。一方で、住民主体で取り組むことが望まれる分野については、「地域組織による

防災・防犯まちづくり」が44.9％と最も高くなっていることから、区民がより安全で安心して

暮らせるように、地域との連携による防災・防犯活動を推進し、災害や犯罪等に対する区

民の不安を低減していくことが求められています。

構造別・建築時期別住宅割合

資料：住宅・土地統計調査（平成30年）

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体（136,710戸） 11.2%5.5% 15.0% 14.5% 24.2% 12.2% 9.0% 8.4%

木造（6,330戸） 24.2% 17.2% 5.2% 5.1% 15.5% 4.6% 26.7%

1.6%

3.0%

防火木造（16,750戸） 14.9% 13.9% 10.7% 10.6% 16.2% 12.8% 17.9%

非木造（113,630戸）
3.0%

10.5% 16.2% 15.6% 25.9% 12.5% 10.3% 5.9%

0% 100%

昭和45年以前 昭和46年～昭和55年 昭和56年～平成2年 平成3年～平成12年

平成13年～平成22年 平成23年～平成27年 平成28年～平成30年9月 不詳
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住宅の耐震化率（令和２年度末）

刑法犯の認知件数

「防犯や風紀」について肯定的評価をした区民の割合

住民主体で取り組むことが望まれる分野

（単位：戸、％）

注：施策込みとは、耐震化促進事業及び不燃化促進事業等の成果を反映したもののこと。

資料：墨田区耐震改修促進計画（令和４年３月）

合計 旧耐震の
住宅

a

新耐震の
住宅

b

住宅戸数
c=a+b

耐震性を
満たす住宅数

d

耐震化率
e=d/c種別 構造

戸建
住宅

木造 5,310 3,250 8,560 3,780 44.2%

非木造 970 11,500 12,470 11,930 95.7%

計 6,280 14,750 21,030 15,710 74.7%

共同
住宅

木造 1,360 2,110 3,470 2,250 64.8%

非木造 6,410 139,880 146,290 142,770 97.6%

計 7,770 141,990 149,760 145,020 96.8%

住宅総数(戸) 14,050 156,740 170,790 160,730 94.1%

施策込み 170,570 162,070 95.0%

※令和２年度はコロナ禍による外出抑制の影響等から一時的に認知件数が減少している。
資料：所管課データ

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成28年

（件）
3,172 2,848 2,617 2,368

1,896 1,817

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

資料：墨田区住民意識調査

0

20

40

平成18年

13.8%

平成20年

16.6%

平成22年

19.6%

平成24年

18.4%

平成26年

18.4%

平成28年

22.8%

平成30年 令和２年

22.5%
27.6%

10% 20% 30% 40%

資料：墨田区住まいに関するアンケート調査（令和３年）

44.9%地域組織による防災・防犯まちづくり

（n=880）

39.0%高齢者・障害者・子育て世代に配慮した近隣による支え合いのあるまちづくり
18.3%地球温暖化対策など環境まちづくり
17.7%快適な住環境を誘導するためのルールづくり
16.4%まちの緑化や環境美化の活動

11.1%整ったまちなみ等の景観づくり
7.8%わからない

1.0%その他
6.6%無回答

0% 50%

第4章 住宅施策の目標と具体的な施策展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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2  目指す2030年代の姿

災害は激甚化していますが、それに対応した住宅が多く立地し、安全な市街地が形成

されています。適切な耐震改修等を行うことにより、より安全で魅力ある住宅ストック

が形成され、新しい世代へと引き継がれています。

建築物の耐震化や不燃化をはじめとして、レジリエンス（強靭さ、回復力）機能62)が高

い住宅が普及するとともに、木造密集市街地の改善が進み、地震や火災、水害などの

災害に強く安全な住環境が形成されています。区民一人ひとりがハザードマップの情

報などの防災に関する情報を理解し、平時から、被災後の居住の継続や復旧・復興へ

の備えを進めていくことにより、様々な災害に対応できる強靭なまちづくりが進んでい

ます。

区民と区内事業者が連携した地域の力で様 な々防災・防犯対策に取り組むことにより、

災害や犯罪が未然に抑止され、全ての人が安全で安心な暮らしをしています。

62）レジリエンス機能

災害時にも居住を継続すること

ができる機能

 コラム

耐震化と不燃化の促進
 墨田区耐震改修促進計画

2021（令和３）年度に中間改定が行われた「墨田区耐震改修促進計画」では、住宅について、耐

震化率を2025（令和７）年度末までに98％とすることを目標として定めています。目標を達成す

るには、住宅に対した総合的な施策を展開し、区北部において約1,000戸の住宅を耐震化してい

く必要があります。

 墨田区木密地域不燃化プロジェクト

東京都と墨田区では、木造密集地域のうち、特に改善を図るべき地区を「不燃化特区」と定め、不

燃化建替えなどの積極的な対策を実施してきました。2020（令和２）年度で事業終了の予定でした

が、2025（令和７）年度まで京島周辺地区と鐘ヶ淵周辺地区について延伸することになりました。



79

8-2 防災・防犯対策への取組

近い将来、発生の切迫性が指摘されている大規模地震に備え、区民の生命・財産等

を守るため、古い木造住宅など耐震性能が十分に確保されていない住宅に対して、耐震

診断の実施を支援するとともに、建築物の耐震化や不燃化等を促進します。

民間建築物耐震診断の助成

民間建築物の耐震性の向上を図るため、耐震診断の実施を支援します。

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進の補助

特定緊急輸送道路の沿道建築物の耐震性の向上を図ります。

分譲マンション・緊急輸送道路沿道建築物等耐震化促進の補助

分譲マンション及び緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震性の向上を図ります。

木造住宅耐震改修促進の助成

木造住宅の耐震性の向上を図ります。

木造建築物防火・耐震化改修促進の助成

防火・耐震化改修促進区域で、木造建築物の防火及び耐震性の向上を図ります。

不燃化促進の助成

不燃化促進区域内で、建築物の不燃化促進を図ります。

主要生活道路沿道不燃化推進の助成

主要生活道路のうち、区が指定する道路の沿道で建築物の不燃化促進を図ります。

木密地域不燃化プロジェクトの推進

「まちづくりコンシェルジュ」を活用した総合的な建替えの相談や老朽建築物の建

替え促進を図ります。

住宅修築資金の融資あっせん

住宅修築資金の融資あっせんにより、自宅の長寿命化や住宅環境の改善を支援します。

多様な災害に対応するため、多様な主体の連携による地域の災害対応力を高め、ソフ

ト・ハード両面からの安全・安心なまちづくりを進めます。

また、ICT等の新技術を活用することにより、住宅の防犯性能を高めるとともに、特殊

詐欺対策や防犯カメラの設置など、地域防犯力の向上を図ります。

3  施策展開

8-1 耐震化・不燃化による防災性の確保

第4章 住宅施策の目標と具体的な施策展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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63）墨田区地域防災基本条例

区民の生命・財産を守るため、地

域防災の基本となる事項を定

めた条例

新 新規掲載

新 新規掲載

8-3 都市基盤整備による防災力の向上

市街地の防災性を向上し、区民の生命と財産を守るため、避難路となる道路拡幅や

公園整備及び主要生活道路沿道の不燃化助成、不燃化特区64)による建替え促進等の

継続や建替え誘導支援など、災害に強いまちづくりを進めます

新 橋梁の架替え・再整備

老朽化した橋梁の架替えなどにより、安全・安心な都市基盤を整備し、防災力の

向上を図ります。

64）不燃化特区(不燃化推進特

定整備地区)

木密地域のうち、特に重点的・集

中的に改善を図る地区を指定

し、都と区が連携して不燃化を

推進する区域

8-2-1  情報共有と意識啓発

区民や地域社会に対して積極的に情報発信を行うことにより、区民一人ひとりの防

犯意識の向上を図るとともに、自助・共助による防災行動力の向上に努めます。
新 特殊詐欺被害の防止

管内警察署と連携し、特殊詐欺被害の防止を図ります。

防犯・防火意識の普及啓発

防犯・防火に対する意識啓発を行います。

防災意識の啓発

墨田区地域防災基本条例63)に基づき、区民の防災意識の啓発を図ります。

水害対策への対応

区民の大規模水害に対する意識を高め、避難対策等を推進します。

8-2-2 地域連携による防災・防犯活動

災害や犯罪から身を守り、安全・安心なまちをつくるため、住民防災組織等への支援を

強化するとともに、自主防犯組織と連携した地域防犯活動を支援します。
新 地域防犯活動の支援

自主的な防犯活動を行う地域団体に防犯パトロール用品を交付することで、活動を

支援します。
新 住民防災組織等の育成支援

町会・自治会、地域防災活動拠点会議、消火隊、災害時要配慮者サポート隊、防災士

ネットワーク協議会などとの協働により、共助による防災行動力の強化を図ります。
新 防災協定の締結

防災協定の締結を進め、食料・物資・人材・一時避難場所等の確保を図ります。

防犯カメラの設置・維持の助成

街頭犯罪を抑止する防犯カメラの設置・維持を支援し、防犯に強いまちづくりを進めます。
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 コラム

住民防災組織と防災訓練
近年、「地震」「水害」「台風」などの災害が頻発しています。災害が起きてから対策を考えていたのでは手遅れになり

ます。特に大地震等による災害から区民の生命・財産を守るためには、行政機関等の防災対策のみでは十分とはいえ

ず、実際に被害に直面する区民の協力と助け合いが必要です。

区内では、区民の自主的組織として町会・自治会を母体に平常時の予防活動、有事の際

の応急協力活動を目的として、住民防災組織が2022（令和４）年12月現在171組織が

結成されています。区では、自主的な住民防災組織の育成・強化を図るため、防災活動助成

金や住民防災組織防災資器材倉庫等設置助成金等の支援を行っています。

地域の防災訓練では出火防止訓練、情報収集・伝達訓練、避難誘導訓練、初期消火訓練、

応急救護訓練など様々な訓練が実施されています。こうした訓練の積み重ねが、地域の防

災力を高め、命を守る力となります。日ごろから、一人ひとりが準備をし、地域で連携して防

災活動に取り組むことが大切なことは言うまでもありません。そして、防災をテーマに育ま

れたコミュニティは地域で安心して暮らせることにつながります。

墨田区「防災パンフレット『地震

に備えて』」

共同化等による都市基盤の防災性向上

共同化等により、敷地・建物・都市基盤を一体的に整備します。

密集市街地の改善

災害時の避難通路等の確保や円滑な消防活動を行うため、６ｍ以上の道路拡幅や

公園整備等を行い、密集市街地の改善を図ります。

防災街区の整備

共同化等による密集市街地の整備・改善を図ります。

細街路拡幅整備の促進

細街路の拡幅整備を進めます。

第4章 住宅施策の目標と具体的な施策展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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8-4 発災時の居住支援

大規模災害が発生した場合でも、被災者の暮らしを一日でも早く取り戻し、より安全で

住みやすいまちに再生していくため、住まいの復興を進めるための施策を総合的かつ計

画的に推進します。

新 要配慮者個別避難支援プランの作成

支援がないと避難が難しい住民のために、災害時の個別避難支援プラン等を作成

します。
新 応急危険度判定65)と応急修理

被災した建築物を調査し、その後発生する余震などによる倒壊の危険性などを判定

します。また、応急的に修理すれば居住可能な場合、限度額の範囲内で修繕費用

の助成を行います。
新 応急仮設住宅66)の提供

住宅が被災して自らの資力では住宅を確保することができないに人に対して、無償

で入居できる仮設住宅を提供します。
新 災害時の公営住宅等の活用

大規模水害時に、指定する避難場所等に避難する時間的余裕がない場合に、公営住

宅や防災協定を締結したマンション等の共用部分等を緊急避難先として活用します。
新 り災用住宅の活用

火災等によるり災者への一次的な応急措置として、都営住宅を活用します。

65）応急危険度判定

建築物等の被害の状況を調査

し、危険の程度の判定、表示等

を行うもの

66）応急仮設住宅

災害のため住宅を失った被災

者に対し、一時的に供与される

住宅

新 新規掲載

 コラム

発災時に備えて
東京都は、首都直下型地震(南関東直下地震)などの災害への対策をテーマにした本を作成しています。防災

対策のガイドのほか、都内各特別区及び各市町村内の居住区域に合わせた避難地図、ドアや玄関ポストに貼る

ための「ACTION東京防災ステッカー」が同封されています。750万部が作成され、2015（平成２７）年９月１

日（防災の日）から順次、東京都内の各世帯に配布されました。

英語版、中国語版、ハングル版も作成され国際的にも話題に

なりました。こうした情報発信ツールは増えてきたように思い

ます。多くの人が防災に関する知識を深め、自ら発災時に備え

ることで、より安心して暮らすことのできるまちになっていくと

思います。
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Efforts that need to be 
made especially

住宅施策を内容ごとのカテゴリーに分け、特に取り組む必要がある

取組について、位置づけています。
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 社会の変化に対応するため、特に取り組む必要がある取組

基本目標の推進のため、住宅施策を行う上で、多様な生活や課題を抱える人々が地

域でつながり、支え合いながら安心して快適に暮らせる住環境の整備を目指し、住宅施

策を４つに分類し、特に取り組む必要がある取組を位置づけています。

適正な住宅の確保

主な取組  確実な定住促進と住まいの長寿命化の推進

❶ 子育て世帯・若年夫婦世帯の確実な定住促進

❷ 住まいの長寿命化へのアプローチ 

（❽ 住宅の提供による居住の安定）

良質な住宅の供給

主な取組  良質な住宅ストックの確保と民間賃貸住宅改修支援

❸ 良質な住宅ストックの確保

❹ 民間賃貸住宅の改修支援

良好な住環境の形成

主な取組  分譲マンションの適正管理の推進

❺ 適正管理に向けた改善への取組

❻ 適正管理を継続するための取組

継続的な居住支援体制の構築

主な取組  民間賃貸住宅を活用した「すみだすまい安心ネットワーク」の充実

❼ 相談体制の充実と専門的アプローチによる居住の安定

❽ 住宅の提供による居住の安定
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基本目標
特に取り組む必要がある取組

適正な住宅の確保 良質な住宅の供給 良好な住環境の形成 継続的な居住支援
体制の構築

基本目標１
多様な居住ニーズに応じた住
環境づくり

❶ 子育て世帯・若年夫
婦世帯の確実な定
住促進

❸ 良質な住宅ストック
の確保

❼ 相談体制の充実と専
門的アプローチによ
る居住の安定

❷ 住まいの長寿命化へ
のアプローチ

❹ 民間賃貸住宅の改
修支援

基本目標2
良質で多様な住宅ストックの
確保

❸ 良質な住宅ストック
の確保

❹ 民間賃貸住宅の改
修支援

基本目標3
高齢者等の居住の安定確保

❷ 住まいの長寿命化へ
のアプローチ

❹ 民間賃貸住宅の改
修支援

❼ 相談体制の充実と専
門的アプローチによ
る居住の安定

基本目標４
管理不全マンションゼロを目
指して

❺ 適正管理に向けた改
善への取組

❻ 適正管理を継続する
ための取組

基本目標5
ゼロ・カーボン社会に向けた
住環境性能の向上

基本目標6
危険な空き家ゼロを目指して

❹ 民間賃貸住宅の改
修支援

基本目標7
住宅確保要配慮者の居住の
安定確保

❽ 住宅の提供による居
住の安定

❹ 民間賃貸住宅の改
修支援

❼ 相談体制の充実と専
門的アプローチによ
る居住の安定

❽ 住宅の提供による居
住の安定

基本目標8
安全に暮らせる住環境づくり

注 ： 基本目標５及び基本目標８については、関連部署との連携により充実を図っていく。

第５章 特に取り組む必要がある取組

特に取り組む必要がある取組等における対象階層別マトリックス表

最後まで住み続けられる住宅の確保地域に愛着やつながりを持って住み続ける

学生・若年層 子育て世帯 中高年 高齢者

住まいの長寿命化へ
のアプローチ

公公公公公民学連携に
よる若年層の定住・
居住検討プロジェクト
（若年層の居住支援
の在り方を検討）

子育て世帯・若年夫婦世帯の確実な
定住促進

公公公公子育て世帯等の定住促進（住
宅取得に対する新たな制度の創設）

住まいの長寿命化へのアプローチ

      　　　住宅修築資金の融資あっ
せん（世帯構成に応じた間取りの
変更等をサポート）

住まいの長寿命化へのアプローチ
民間活力
●●サービス付き高齢者向

け住宅
●●有料老人ホーム

現行：福祉施策
●●認知症高齢者グループ

ホーム
●●特別養護老人ホーム

（ユニット型）
●●特別養護老人ホーム

（従来型）
●●都市型軽費老人ホーム

　　　　住宅の長寿命化や有効活用
に向けた意識啓発（早めの改修、早
めの住み替えの大切さを啓発）　
　　　 　 住まいの相談窓口の充実
齢高齢者等の住宅改修等に係る相談
窓口の充実）

　　　 住宅修築資金の融資あっ
せん（早めの改修を促すため、高
齢者・障害者への融資あっせんを
充実）

住宅の提供による居住の安定

 ※若年・中高年等低所得の生活困窮者は生活困窮者自立支援制度と連携

7 相談体制の充実と専門的アプローチによる居住の安定

：「すみだすまい安心ネットワーク」の充実（居住支援の器となる居住支援団体・福祉部門との連携を
強化し、入居相談等の支援を充実

拡充

Ἑᇳᄠ

ౢᇳᄠ

2 １

２

２

２

新規 新規 新規

拡充

拡充

拡充

      　　　高齢者等への住宅あっせん（若年世帯、中高年世帯も含めた自力で住宅を探すことができずに困っている世帯への支援※所得制限なし)拡充

若年世帯

障害者世帯

子育て世帯 高齢者世帯

拡充

中高年世帯

拡充

8

区営住宅・都営住宅、セーフティネット専用住宅（住宅確保要配慮者に対する家賃低廉化補助有） シルバーピア、高齢者個室借上げ住宅

（



墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度86

 　　適正な住宅の確保

確実な定住促進と住まいの長寿命化の推進

将来の人口減少・少子高齢化に備えるために、地域の担い手となる子育て世帯や若

年夫婦世帯の確実な定住を目指すとともに、住み続けられる取組を推進します。

❶ 子育て世帯・若年夫婦世帯の確実な定住促進

住宅取得に対する新たな制度の創設

基礎調査の結果から、現行の定住支援事業の利用者の傾向をみると、「三世代同

居・近居住宅取得支援制度」では、今後10年以上住み続ける人が８割を超えています。

一方で、「民間賃貸住宅転居・転入支援制度」では、数年以内に転居する人が約５割と

なり、定住に一定の課題がみられました。このことから、確実な定住につなげるためには、

住宅取得者への支援が有効であると考え、子育て世帯・若年夫婦世帯を対象に、区内

全域において住宅を購入する際の支援制度を創設し、これからの本区を担える子育て

世帯等の定住促進につなげます。

❷ 住まいの長寿命化へのアプローチ

既存住宅の改修支援で住まいを長寿命化

世帯構成に応じた間取りの変更や親世帯との同居、長寿命化改修等を促進し、子育

て世帯や高齢者世帯が安心して快適に暮らし続けることを後押しするため、住宅改修費

用に係る融資あっせんを充実させます。

住宅の長寿命化や有効活用に向けた意識啓発（居住に関する情報発信戦略）、

住まいの相談窓口の充実

高齢者が住み慣れた家で最後まで暮らし続けられるように、持ち家の長寿命化に対す

る意識啓発を強化するとともに、住まいの相談窓口と連携し、高齢者の居住の安定を図

ります。

公民学連携による若年層の定住・居住検討プロジェクト

若年層の居住支援の在り方について、学生等とプロジェクトを立ち上げて検討します。
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 　　良質な住宅の供給

良質な住宅ストックの確保と民間賃貸住宅改修支援

良質な住宅の供給を図り、魅力的で住みやすい居住環境を形成するとともに、民間賃

貸住宅の空き家を改修することで、居住の安定を目指します。

❸ 良質な住宅ストックの確保

すみだ良質な集合住宅認定制度の見直し

居住に関する様 な々機能について、ハード・ソフト両面で配慮された集合住宅を認定す

る制度で、社会情勢の変化に応じた見直しを行う必要があります。良質な住宅へのニー

ズが高まっていることを受け、魅力のある住宅ストックの確保を目指します。

❹ 民間賃貸住宅の改修支援

民間賃貸住宅の改修を支援し、既存住宅の利活用を促進

高齢者世帯や子育て世帯等の安定した住宅の供給を図るため、集合住宅等（木造・

非木造住宅）への改修を後押しします。

「子育て型」認定 「東京都子育て支援住宅認定制度6７)」との整合を図り、都内

に通用するブランド力の向上を図ります。

「防災型」認定 認定後の継続した防災活動の促進を図るとともに、都の推奨

するLCP住宅（災害時に生活継続しやすい住宅）と連携し、在

宅避難ができる住宅ストックの供給促進を図ります。

新たな「型」の検討 本プランにおける基本理念「人と人とがつながり、誰もが安心

して快適に暮らし続けることができるまち『すみだ』の実現」

を目指すため、ゼロ・カーボンや長寿命化に配慮した住宅等、

社会情勢に応じた新たな「型」を検討し、安心して住み続けら

れる良質な住宅の供給に取り組みます。

６７）東京都子育て支援住宅認

定制度

安全性や家事のしやすさなど、

子育てしやすい環境づくりのた

めの取組を行っている優良な住

宅を都が認定する制度

第５章 特に取り組む必要がある取組



墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度88

 　　良好な住環境の形成

分譲マンションの適正管理の推進

今後、増加する高経年マンションを見据え、「墨田区分譲マンションの適正管理に関す

る条例」に基づき、適正管理を徹底し、将来に向けた安全で良質な住環境を形成します。

❺ 適正管理に向けた改善への取組

分譲マンションの管理に関する健康診断を実施

分譲マンションの管理組合が、専門家による管理状況の診断を受けることで、現状と

改善すべき内容を把握し、適正管理に取り組むきっかけとします。

健康診断の結果を基にドクター（専門家）を派遣

分譲マンションの管理に関する健康診断の結果から、管理組合に合った改善策のサ

ポートを行います。定期点検・経常修繕・計画修繕・再生（建替え又は敷地売却）に関す

るサポートを行うことで、管理不全に陥りそうな分譲マンションを良好な状態にしていき

ます。 

また、既存制度の見直しを行い、新たな制度との連携による課題解決を目指します。

❻ 適正管理を継続するための取組

「墨田区マンション管理適正化推進計画」を策定し、「管理計画認定制度」を創設

適正管理ができている分譲マンションについては、一定の基準を満たした管理計画を

認定することによって、管理意欲を引き出し、良質な管理水準の継続性を担保します。

　

管理組合による管理の適正化に向けた自主的な取組が推進されるほか、管理計画の認定を受けた分譲マンションに

ついて、市場で高く評価されるなどのメリットが期待されます。 

良質な管理水準が維持されることで、居住者のみならず、周辺地域の良好な居住環境の維持向上に寄与します。

管理計画の認定を受けた分譲マンションの取得や改修に対して、住宅金融支援機構の【フラット35】及び【マンション

共用部分リフォーム融資】の金利の引下げなどが利用できます。

認定を受けるメリット（例）
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分譲マンションの適正管理に向けた取組イメージ図

新ᢀ

定፫ᘃᐡ

ᣦ႖ಜᤶᮣᛨಜᤶ

თ፝ૺ
෢は

ዡ້༰෍

分譲マンションの管理に関
するドクター派遣（再⽣検討
⽀援）
住宅⾦融⽀援機構の「まち

づくり融資」等の活⽤

分譲マンションの管理に関
する健康診断（管理不全を予
防するための意識啓発）

分譲マンションの管理に関
するドクター派遣（管理不
全の改善に向けたアドバイス
等）

ᡷᚫᮣᛨᯔ定制度へ෪଼ᣣଲᡷᚫᣣฅには
分譲マンションの管理に関するドクター派遣による管理計画認定制度への手続き相談を実施

分譲マンションの管理に関
するドクター派遣（改修、適
正な維持補修、長寿命化）
共用部分リフォームローン

償還助成（既存制度の見直
し）
計画修繕調査支援制度（既

存制度の見直し）

第５章 特に取り組む必要がある取組
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「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」（平成12年法律第149号。以

下「適正化法」という。）第３条の２第１項に基づき、「マンションの管理の適正化を図る

ための基本的な方針」（令和３年国土交通省告示第1286号）を踏まえ、墨田区に適用

する「墨田区マンション管理適正化推進計画」を以下のとおり定める。

1  墨田区の区域内におけるマンションの管理の適正化に関する目標

適正化法及び「墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例」（平成28年条例第

69号。以下「条例」という。）に定める目的を達成するため、「墨田区住宅マスタープラ

ン」で示す施策の方向性を踏まえ、マンション管理の重要性や方法等について普及啓発

を図るとともに、専門家等と連携して適切に支援を行い、管理組合による自主的かつ適

切な維持管理を促進していく。 

2  マンションの管理の状況を把握するために墨田区が講ずる措置に関する

事項

条例に基づき管理状況届出制度を実施・運用し、区内分譲マンションの管理状況の

把握に努める。また、マンションの管理適正化を図るため、必要な調査を実施する。

3  マンションの管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項 

管理状況届出制度等により把握した情報を踏まえ、条例に基づき必要な施策を実施

し、適切な支援を図ることで、マンションの管理適正化に努める。

また、適正化法に基づき管理計画認定制度に関する事務を実施する。なお、必要に

応じて管理組合の管理者等に対し、同法及び条例に基づき適切に助言、指導等を行う。

4  管理組合によるマンションの管理の適正化に関する指針に関する事項

適正化法に規定するマンション管理適正化指針は、「墨田区マンション管理適正化

指針」のとおりとする。

5  マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する事項

条例に基づき、マンションの管理適正化に資するため、必要な情報及び資料の提供

その他の措置を講じる。

 　　   墨田区マンション管理適正化推進計画
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6  計画期間

令和５年度から令和14年度までの10年間とする。

なお、社会情勢やマンションをめぐる状況の変化に的確に対応し得るため、必要に応

じて見直しを図るものとする。

墨田区マンション管理適正化認定制度フロー図
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「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」（平成12年法律第149号。以

下「適正化法」という。）第3条の2第2項第4号の規定に基づく「墨田区マンション管理

適正化指針」は、以下のとおりとする。

なお、適正化法第5条の4の規定に基づく管理計画の認定の基準は、別表1のとお

りとする。

また、適正化法第5条の2の規定により管理組合の管理者等に対し助言、指導等を

行う場合の判断の基準は、別表2のとおりとする。

1  管理組合によるマンションの管理の適正化の基本的方向

（１）

（２）

（３）

（４）

（5）

2  マンションの管理の適正化のために管理組合が留意すべき事項

 （１） 

ア

マンションの管理の主体は、マンションの区分所有者等で構成される管理組合

であり、管理組合は、区分所有者等の意見が十分に反映されるよう、また、長期

的な見通しを持って、適正な運営を行うことが必要である。

管理組合の経理は、健全な会計を確保するよう、十分な配慮がなされる必要が

ある。また、第三者に管理事務を委託する場合は、その内容を十分に検討して契

約を締結する必要がある。 

管理組合を構成するマンションの区分所有者等は、管理組合の一員としての役

割を十分認識して、管理組合の運営に関心を持ち、積極的に参加する等、その

役割を適切に果たすよう努める必要がある。 

マンションの管理には専門的な知識を要する事項が多いため、管理組合は、問

題に応じ、マンション管理士等専門的知識を有する者の支援を得ながら、主体性

をもって適切な対応をするよう心がけることが重要である。 

外部の専門家が、管理組合の管理者等又は役員に就任する場合には、マン

ションの区分所有者等が当該管理者等又は役員の選任や業務の監視等を適

正に行うとともに、監視・監督の強化のための措置等を講じることにより適正な

業務運営を担保することが重要である。 

管理組合の運営

管理組合の自立的な運営は、マンションの区分所有者等の全員が参加し、その

意見を反映することにより成り立つものである。そのため、管理組合の運営は、情

 　　   墨田区マンション管理適正化指針
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イ

ウ

 （２） 

ア

イ

ウ

  

（3）

ア

イ

 （4）

ア

報の開示、運営の透明化等を通じ、開かれた民主的なものとする必要がある。 

集会（総会）は、管理組合の最高意思決定機関である。したがって、管理組合の

管理者等は、その意思決定にあたっては、事前に必要な資料を整備し、集会（総

会）において適切な判断が行われるよう配慮する必要がある。

管理組合の管理者等は、マンション管理の目的が達成できるように、法令等を

遵守し、マンションの区分所有者等のため、誠実にその職務を執行する必要が

ある。 

管理規約

管理規約は、マンション管理の最高自治規範であることから、管理組合として管

理規約を作成する必要がある。その作成にあたっては、管理組合は、建物の区

分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）に則り、「マンション標準管理規

約」を参考として、当該マンションの実態及びマンションの区分所有者等の意向

を踏まえ、適切なものを作成し、必要に応じてその改正を行うこと、これらを十分

周知することが重要である。

快適な居住環境を目指し、マンションの区分所有者等間のトラブルを未然に防

止するために、使用細則等マンションの実態に即した具体的な住まい方のルール

を定めておくことは重要である。

管理費等の滞納など管理規約又は使用細則等に違反する行為があった場合、

管理組合の管理者等は、その是正のため、必要な勧告、指示等を行うとともに、

法令等に則り、少額訴訟等その是正又は排除を求める法的措置をとることが重

要である。 

共用部分の範囲及び管理費用の明確化

管理組合は、マンションの快適な居住環境を確保するため、あらかじめ、共用

部分の範囲及び管理費用を明確にし、トラブルの未然防止を図ることが重要で

ある。 

専有部分と共用部分の区分、専用使用部分と共用部分の管理及び駐車場の

使用等に関してトラブルが生じることが多いことから、適正な利用と公平な負担が

確保されるよう、各部分の範囲及びこれに対するマンションの区分所有者等の負

担を明確に定めておくことが重要である。

管理組合の経理

管理組合がその機能を発揮するためには、その経済的基盤が確立されている

必要がある。このため、管理費及び修繕積立金68)等について必要な費用を徴収

68）修繕積立金

長期間にわたってマンション等

を維持・保全していくために必

要な共用部分の修繕を実施す

るため、管理費とは別会計で積

み立てられるもの

第５章 特に取り組む必要がある取組
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 （６）
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 （7）

69）長期修繕計画

マンション等の共用部分の経年

劣化等に対応するための長期

にわたる修繕の計画及びその

実施にかかる経費の積算並び

に資金計画

するとともに、管理規約に基づき、これらの費目を帳簿上も明確に区分して経理

を行い、適正に管理する必要がある。

管理組合の管理者等は、必要な帳票類を作成してこれを保管するとともに、マ

ンションの区分所有者等の請求があった時は、これを速やかに開示することによ

り、経理の透明性を確保する必要がある。 

長期修繕計画69)の作成及び見直し等

マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値の維持向上を図るためには、

適時適切な維持修繕を行うことが重要である。

経年による劣化に対応するため、あらかじめ長期修繕計画を作成し、必要な修

繕積立金を積み立てておく必要がある。

長期修繕計画の作成及び見直しにあたっては、「長期修繕計画作成ガイドライ

ン」を参考に、必要に応じ、マンション管理士等専門的知識を有する者の意見を

求め、また、あらかじめ建物診断等を行って、その計画を適切なものとするよう配

慮する必要がある。

長期修繕計画の実効性を確保するためには、修繕内容、資金計画を適正かつ

明確に定め、それらをマンションの区分所有者等に十分周知させることが必要で

ある。

管理組合の管理者等は、維持修繕を円滑かつ適切に実施するため、設計に関

する図書等を保管することが重要である。また、この図書等について、マンション

の区分所有者等の求めに応じ、適時閲覧できるようにすることが重要である。

建設後相当の期間が経過したマンションにおいては、長期修繕計画の検討を行

う際には、必要に応じ、建替え等について視野に入れて検討することが望ましい。

建替え等の検討にあたっては、その過程をマンションの区分所有者等に周知さ

せるなど透明性に配慮しつつ、各区分所有者等の意向を十分把握し、合意形成

を図りながら進める必要がある。 

発注等の適正化

管理業務の委託や工事の発注等については、事業者の選定に係る意思決定

の透明性確保や利益相反等に注意して、適正に行われる必要がある。

外部の専門家が管理組合の管理者等又は役員に就任する場合においては、マ

ンションの区分所有者等から信頼されるような発注等に係るルールの整備が必

要である。

良好な居住環境の維持及び向上
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ア

イ

ウ

（８）

ア

イ

ウ

3  マンションの管理の適正化のためにマンションの区分所有者等が留意す

べき事項

（1）

（2）

マンションの資産価値や良好な居住環境を維持する観点から、防災に係る計画

の作成・周知や訓練の実施、被災時を想定した管理規約上の取り決め、火災保

険への加入等、管理組合としてマンションにおける防災・減災や防犯に取り組む

ことは重要である。

防災・減災、防犯に加え、日常的なトラブルの防止などの観点から、マンションに

おけるコミュニティ形成は重要なものであり、管理組合においては、区分所有法に

則り、良好なコミュニティの形成に積極的に取り組むことが重要である。

自治会及び町内会等（以下「自治会」という。）は、管理組合と異なり、各居住者

が各自の判断で加入するものであることに留意するとともに、特に管理費の使途

については、マンションの管理と自治会活動の範囲・相互関係を整理し、管理費

と自治会費の徴収、支出を分けて適切に運用する必要がある。なお、このように

適切な峻別や、代行徴収に係る負担の整理が行われるのであれば、自治会費の

徴収を代行することや、防災や美化などのマンションの管理業務を自治会が行う

活動と連携して行うことも差し支えない。

その他配慮すべき事項

マンションが団地を構成する場合には、各棟固有の事情を踏まえつつ、全棟の

連携をとって、全体としての適切な管理がなされるように配慮することが重要で

ある。

複合用途型マンションにあっては、住宅部分と非住宅部分との利害の調整を図

り、その管理、費用負担等について適切な配慮をすることが重要である。

管理組合は、組合員名簿や居住者名簿の管理方法等、個人情報の取り扱いに

あたっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）による個人

情報取扱事業者としての義務を負うことに十分に留意する必要がある。

マンションを購入しようとする者は、マンションの管理の重要性を十分認識し、

売買契約だけでなく、管理規約、使用細則、管理委託契約、長期修繕計画等管

理に関する事項に十分に留意することが重要である。また、管理組合及びマン

ションの区分所有者等は、マンションを購入しようとする者に対するこれらの情

報の提供に配慮する必要がある。

マンションの区分所有者等は、その居住形態が戸建てとは異なり、相隣関係等

第５章 特に取り組む必要がある取組
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（3）

4  マンションの管理の適正化のための管理委託に関する事項

 （1）

 （2）

 （3）

 （4）

5  「墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例」（平成28年条例第69

     号）に関する事項

に配慮を要する住まい方であることを十分に認識し、その上で、マンションの快適

かつ適正な利用と資産価値の維持を図るため、管理組合の一員として、進んで、

集会（総会）その他の管理組合の管理運営に参加するとともに、定められた管理

規約、集会（総会）の決議等を遵守する必要がある。そのためにも、マンションの

区分所有者等は、マンションの管理に関する法律等についての理解を深めること

が重要である。

専有部分の賃借人等の占有者は、建物又はその敷地若しくは附属施設の使用

方法につき、マンションの区分所有者等が管理規約又は集会（総会）の決議に基

づいて負う義務と同一の義務を負うことに十分に留意することが必要である。

管理組合は、マンションの管理の主体は管理組合自身であることを認識したう

えで、管理事務の全部又は一部を第三者に委託しようとする場合は、「マンション

標準管理委託契約書」を参考に、その委託内容を十分に検討し、書面又は電磁

的方法（管理組合の管理者等又はマンションの区分所有者等の承諾を得た場

合に限る。）をもって管理委託契約を締結することが重要である。

管理委託契約先を選定する場合には、管理組合の管理者等は、事前に必要な

資料を収集し、マンションの区分所有者等にその情報を公開するとともに、マン

ション管理業者の行う説明会を活用し、適正な選定がなされるように努める必

要がある。

管理委託契約先が選定されたときは、管理組合の管理者等は、説明会等を通

じてマンションの区分所有者等に対し、当該契約内容を周知するとともに、マン

ション管理業者の行う管理事務の報告等を活用し、管理事務の適正化が図ら

れるよう努める必要がある。

マンション管理業者の業務に関して問題が生じた場合には、管理組合は、当該

マンション管理業者にその解決を求めるとともに、必要に応じ、マンション管理業

者の所属する団体にその解決を求める等の措置を講じる必要がある。

「墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例」は、①共同住宅の用途を含む

もの、②人の居住の用に供する専有部分を有する非木造の建築物で建築基準法
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別表１

適正化法第５条の４の規定に基づく管理計画の認定の基準

適正化法第５条の４の規定に基づく管理計画の認定の基準は、以下の基準のいずれ

にも適合するものとする。

１　管理組合の運営

(1)　管理者等が定められていること。

(2)　監事が選任されていること。

(3)　集会（総会）が年１回以上開催されていること。

２　管理規約

(1)　管理規約が作成されていること。

(2)　マンションの適切な管理のため、管理規約において災害等の緊急時や管理上必

要なときの専有部の立ち入り、修繕等の履歴情報の管理等について定められている

こと。

(3)　マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化のため、管理規約において、管理

組合の財務・管理に関する情報の書面の交付（又は電磁的方法による提供）につい

て定められていること。

３　管理組合の経理

(1)　管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理が行われていること。

(2)　修繕積立金会計から他の会計への充当がされていないこと。

(3)　直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の３か月以上の滞納額が全

体の１割以内であること。

４　長期修繕計画の作成及び見直し等

(1)　長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」に準拠し作成され、長期修繕計画の

内容及びこれに基づき算定された修繕積立金額について集会（総会）にて決議され

ていること。

第５章 特に取り組む必要がある取組

施行令（昭和25年政令第338号）第1条第2号に規定する地階を除く同令第2条第

1項第8号に規定する階数が3以上であるもの、③住戸（適正化法第56条第1項ただ

し書に規定する人の居住の用に供する独立部分をいう。）の数が6以上の区内全て

の分譲マンションに適用される。

この条例の適用を受けるマンションにあっては、条例の規定を遵守する必要があ

る。なお、この条例の適用を受けないマンションであっても、条例で規定する内容の

活動等が期待される。
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別表２

(2)　長期修繕計画の作成又は見直しが７年以内に行われていること。

(3)　長期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が３０年以上で、かつ、残存期

間内に大規模修繕工事が２回以上含まれるように設定されていること。

(4)　長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していないこと。

(5)　長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕積立

金の平均額が著しく低額でないこと。

(6)　長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない長期修繕

計画となっていること。

５　その他

(1)　管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に加え、災害等

の緊急時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、居住者名簿を備えているとともに、

１年に１回以上は内容の確認を行っていること。

(2)　「墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例」の適用を受けるマンションは同

条例に基づく管理状況の届出を行っていること。

適正化法第５条の２の規定により助言、指導及び勧告を行う際の判断の基準

適正化法第５条の２の規定により管理組合の管理者等に対して助言、指導及び勧告を

行う際の判断の基準の目安は、以下の事項が遵守されていない場合とする。

ただし、以下の事項以外についても、「墨田区マンション管理適正化指針」の内容に適

合しないものについては、必要な助言、指導及び勧告を行うことができる。

１　管理組合の運営

(1)　管理組合の運営を円滑に行うため管理者等を定めること。

(2)　集会（総会）を年に１回以上開催すること。

２　管理規約

管理規約を作成し、必要に応じ、その改正を行うこと。

３　管理組合の経理

管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理を行い、適正に管理すること。

４　長期修繕計画の作成及び見直し等

適時適切な維持修繕を行うため、修繕積立金を積み立てておくこと。
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 　　継続的な居住支援体制の構築

民間賃貸住宅を活用した「すみだすまい安心ネットワーク」の充実

住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、民間賃貸住宅を活用し、住まいに困ら

ない仕組みを充実させます。

❼ 相談体制の充実と専門的アプローチによる居住の安定

「すみだすまい安心ネットワーク」の充実

住宅確保要配慮者から、住まい探しや住み替えに関する相談を受けた際に、生活支

援などの福祉の相談も併せて受けることができる体制が求められています。そのため、現

「すみだすまい安心ネットワーク」の体制を都が推進する居住支援協議会として位置づ

け、多様な団体等が連携することで課題解決への取組を強化します。

❽ 住宅の提供による居住の安定

「すみだセーフティネット住宅」の供給促進

民間賃貸住宅の空き家を活用し、良質な住宅ストックを継続して供給することで、長期

にわたる住宅確保要配慮者の居住の安定に寄与できるほか、様々な地域への供給が可

能となることで、住宅確保要配慮者のライフスタイルやニーズに応じた住まいの提供が

できるようになります。

民間賃貸住宅を活用した「すみだセーフティネット住宅」の供給を促進することが求め

られているものの、様々なリスク等により、現状として十分な供給が進んでいません。確

実な供給促進につながるインセンティブの構築と、都登録の居住支援法人との連携によ

る、入居から退去後の支援（見守り・家財処分等）を強化することで、家主・不動産店、居

住者の不安を解消し、安定した住宅ストックの供給を図っていきます。

また、住宅確保に関しては、独立行政法人都市再生機構等の賃貸住宅等も活用し、

住宅供給の促進に努めます。

すみだセーフティネット住宅に対する家主・不動産店、居住者の不安要素（例）

家主・不動産店 居住者

入居者死亡時の対応が心配
事故物件のリスクが心配
入居者トラブルの対応が心配

不動産店に行く際に同行してほしい
入居後は見守りなどの支援をしてほしい
すぐに入居できる住宅が少ないので確保してほしい

第５章 特に取り組む必要がある取組
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すみだすまい安心ネットワークイメージ図
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1  まちづくりの現況と将来像

「墨田区基本計画」では、本区の地域の成り立ちや現在の土地利用、市街地整備の

動向などまちの特性を踏まえたエリアを設定し、地区ごとの個性を生かしながら区全体の

魅力や価値の向上につながるまちづくりを進めていきます。

すみだ北部エリアでは、歴史・文化を育みながら、市街地整備を通じた新たな魅力や

交流を生みだす場づくりや、安全性の高いまちなみを形成し、快適でうるおいのある市街

地環境づくりを進めます。鐘ヶ淵通り（補助120号線）の拡幅整備や東武伊勢崎線の立

体化を進め、地域の防災力の向上を図ります。 

曳舟駅周辺地区では、北部地域の広域拠点として、駅前交通広場の整備や再開発事

業によるまちづくりを進めていきます。

また、病院移転等貸付地として旧立花中学校跡地を活用します。さらに、千葉大学・情

報経営イノベーション専門職大学と連携し、地域課題解決を目的とした公民学連携組織

「アーバンデザインセンターすみだ（ＵＤＣすみだ）」の設立を機に、地域経済の活性化

や地域の賑わい創出など大学のあるまちづくりを進めていきます。

すみだ中央部エリアでは、歴史・文化と新たな都市空間が融合した観光交流の拠点と

して、隅田川・北十間川のつながりを生かした回遊性の高い交流空間づくりにより、すみ

だの顔にふさわしい市街地環境づくりを進めます。

とうきょうスカイツリー駅周辺においては、鉄道の高架化や道路等の都市基盤整備を

契機に、南北市街地の一体化や高架下利用を見据えた魅力あるまちを形成します。

すみだ南部エリアでは、市街地の更新を通じ、歴史・文化を守り育みつつ、魅力あるス

ポットや都市基盤を生かした回遊性の高い市街地環境づくりを進めます。

区民の健康づくりや母子保健、災害医療体制の拠点となる新保健施設等複合施設の

整備を着実に進めるとともに、新たな企業の誘致や区内企業・地域との連携促進を図る

ため、「産業振興を通したまちづくり」に寄与するための機能を含む施設を整備します。

また、臨海部から錦糸町・押上へのアクセス向上や、東京都東部への産業・観光振興

につながる地下鉄８号線開通の早期実現に向けた取り組みを進めていきます。

隅田川沿川エリアでは、隅田川の歴史・文化やみどりを育み、人 が々集い交流する場づく

りや、沿川の市街地と水辺の連続性、一体性の感じられる市街地環境づくりを進めます。
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隅田公園の南側整備で生まれた賑わいを、公園北側に波及させ、公園の更なる価値

の向上を図るとともに、両国地区と吾妻橋地区を結ぶ隅田川沿川まちづくりを進め、賑わ

いの連続性の創出や親水性の向上を図ります。

 地域区分

すみだ北部エリア

すみだ中央部エリア

すみだ南部エリア

隅田川沿川エリア

両国駅 (大江戸線） 錦糸町駅

本所吾妻橋駅

押上駅

曳舟駅 京成曳舟駅

小村井駅

東あずま駅

八広駅

とうきょう
スカイツリー駅

菊川駅

両国駅 (総武線）

東向島駅

鐘ヶ淵駅

■地区区分

第6章 地域特性に対応した住宅・住環境整備
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2  住生活基本法に基づく重点供給地域

1  住宅市街地の整備の方向

東京都の「都市づくりのグランドデザイン（2017（平成29）年）」において、本区は中枢

広域拠点域に位置づけられています。 

国際的なビジネス・交流機能や業務・商業などの複合機能を有する中核的な拠点の

形成、高齢者向け住宅や外国人のニーズ等を踏まえた住宅など多様なライフスタイルに

対応した住宅の供給、高経年マンションなどの建築物の更新、木造住宅密集地域７０)の

改善、みどりや水辺空間の保全・創出などを進め、中心部では高密度の、縁辺部では中

密度のみどり豊かで潤いのある複合市街地の整備を進め、充実した鉄道ネットワークに

支えられた魅力的な居住生活を実現していきます。

2  住生活基本法に基づく「重点供給地域」と「特定促進地区」

東京都では、住生活基本法に基づく重点供給地域として、23区全域（住宅の供給の

促進にそぐわない地域を除く。）を一体の地域として居住機能の維持・向上を図るため、

一つの重点供給地域として指定しています。このうち特に、安全で快適な住環境の創

出、維持・向上、住宅の建替え、供給等に関する制度・事業を実施又は実施の見込みが

高い地区について、特定促進地区として指定します。

区内には６地区が指定されており、地域の住宅まちづくりと連携して良好な住宅の供

給を誘導していきます。

７０）木造住宅密集地域

震災時に延焼被害のおそれの

ある老朽木造住宅が密集して

いる地域

 特定促進地区

墨.6

墨.1

墨.2
墨.3

墨.4

墨.5

.
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3  住宅市街地の開発整備の方針に基づく重点地区の整備目標

【墨.1】　押上・とうきょうスカイツリー駅周辺地区

「都市文化を楽しむまち」、「安全安心で災害に強いまち」、「地球にやさしい水と緑の

まち」及び「人にやさしい移動しやすいまち」を目標に、鉄道高架化により南北市街地が

一体となった魅力あふれる拠点の形成を図るとともに、下町文化と東京スカイツリー®に

よりもたらされる先進機能の融合した多機能な広域総合拠点の形成を目指します。

【墨.２】　錦糸町駅周辺地区

中核的な拠点にふさわしいまちづくりを目指し、都市交通機能を始めとする都市機能

の総合的整備を図ります。

【墨.３】　両国地区

国際ファッションセンターや江戸東京博物館等の多様な機能が立地する活力とにぎわ

いの拠点として、国際文化観光都市にふさわしい景観形成や、回遊性の高い魅力ある空

間づくりなど、両国の歴史と文化、産業をいかした広域総合拠点を形成していきます。

また、避難場所の安全性向上のため、地区内の公開空地等の確保を図ります。

【墨.４】　鐘ヶ淵周辺地区

道路、公園等の公共施設の整備改善と建築物の不燃化促進により、広域的な防災性

の向上に寄与するまちづくりを進めます。

幹線道路沿道は、不燃化・共同化による中高層建築物への更新を促進し、延焼遮断

帯の形成を図ります。

【墨.５】　東向島・京島・八広地区

曳舟駅・八広駅周辺は、区北部地域の広域拠点・生活拠点として、土地の高度利用を

促進し、商業機能の整備を図ります。

低層老朽住宅等密集市街地においては、現在のまちの良さをいかしつつ整備改善し、

地域の活性化と災害に強いまちづくりを促進します。

幹線道路沿道は、不燃化・共同化による中高層建築物への更新を促進し、さらに、延

焼遮断帯の形成を図ります。 

【墨.６】　文花一丁目地区

居住水準の向上を図るため、老朽化した都営住宅の建替えを推進するとともに、敷地

の有効活用により、住環境の整備及び多様な機能が調和した街区の形成を推進し、地

域の活性化を図ります。

第6章 地域特性に対応した住宅・住環境整備
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「住宅市街地の開発整備の方針」（重点地区）との関係性

東京都は、都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づき、全ての都市計画

区域ごとに、都市計画の基本的な方針として「都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針」（都市計画区域マスタープラン）と「住宅市街地の開発整備の方針」、

「都市再開発の方針」及び「防災街区整備方針」を定めています。

これらの計画は、「東京都住宅マスタープラン」と相互に関係するものであり、

このうち、「住宅市街地の開発整備の方針」は「東京都住宅マスタープラン」にお

ける住宅市街地の整備の方向とともに、東京における住宅市街地の在り方・方向

性を示しています。

住宅マスタープラン

重点供給地域の指定

（住生活基本法第17条） （大都市法第４条第1項）

大都市法
第4条
第2項

住宅市街地の開発整備の方針

・ 開発整備の目標

・ 整備又は開発の方針

・ 重点地区の指定

都道県計画（住生活基本計画）に、

住宅及び住宅地の供給を重点的

に図るべき地域を定める。

大都市地域に係る都市計画区域

で住宅及び住宅市街地の供給を

促進するため良好な住宅市街地の

開発整備を図る…

適合
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1  推進体制

基本理念をより効果的に実現するため、区民・関係団体、事業者、行政等が協働して

それぞれの役割を果たしながら、地域力を生かしてより良い住宅・住環境づくりに取り組

むことが求められます。

1  区民等との連携、国・東京都、区関連部署との連携

１　区民・関係団体との連携

本区では、区民、町会、ＮＰＯ等によって地域の中でまちづくり活動が取り組まれていま

す。区はこのような主体的な取組を促進するとともに、地域の個性あるまちづくりを進める

ため、区民等と連携し、快適に住み続けられる住宅・住環境づくりに取り組みます。

２　事業者との連携

事業者は、地域の一員として、安心して快適に住み続けられる住宅・住環境づくりに対し

て一定の役割と責任があることから、区が実施する住宅施策に積極的に協力することが

求められています。

区は、民間市場の活用による居住支援等を推進するため、事業者との連携を強化し、良

質な住宅の供給や良好な住環境の形成に取り組みます。

３　国・東京都・その他関係機関との連携

住宅問題への対応は、国や東京都の法制度や事業等と関わる部分が大きいため、本区

だけでは解決が困難な課題が少なくありません。

そのため、こうした多岐にわたる課題に対して住宅施策を円滑に進めていくために、国や

東京都をはじめ、東京都住宅供給公社や独立行政法人都市再生機構などの関係機関と

の連携強化を図り、的確に住宅施策を推進していきます。

2  区、区民、事業者の役割

１　区の役割

区民及び事業者等と協力して住宅施策を推進し、基本理念の実現に努めます。

住宅施策の推進にあたっては、住宅及び住環境に関する情報を積極的に提供し、

区民及び事業者等の理解と協力を求めます。

区民及び事業者等が必要な情報を得られるよう、居住に関する情報を積極的に提供

し、適切で分かりやすい情報提供体制の構築に努めます。
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２　区民の役割

自らの住宅に関する意識を高め、良質な住宅及び良好な住環境の維持や改善に努

めることが期待されます。

３　事業者等の役割

区と本プランの基本理念を共有し、区の実施する住宅施策を理解し、良質な住宅の

建設及び良好な住環境の形成に努めることが期待されます。

2  住宅施策の進捗管理（指標と評価）

1  計画の進行管理

本プランは、基本目標ごとに本区の目指す2030年代の姿を定め、2023（令和５）年度

から2032（令和14）年度までの10年間を計画期間としています。基本理念・基本目標を

実現するためには、計画の進行状況を評価し、適切な見直しを行うための進行管理が必

要です。進行管理にあたっては、毎年、行政評価等を活用し、基本目標ごとに各施策の進

捗状況を把握します。

また、各種統計資料の公表と合わせて、統計数値による現状把握や成果指標等の数

値検証を行い、PDCAサイクルを活用することにより、社会の変化に対応したより柔軟な

計画の改善を図っていきます。

あわせて、数値だけでは見落とされてしまう部分についても適切に評価できるように、

住宅施策を展開する上での４つの分類に基づき、基本目標とは別の視点で外部の有識者

等により本プランの総合的な評価を定性的に行うなど、複層的な評価手法を検討します。

 住宅施策展開のスケジュールのイメージ

Plan
ᮣᛨ

Do
࿚ᬻ

Action
ዋ๱

Check
ᯀಃ

ᮣᛨのᡩ定 ᮣᛨにᔎったዹᡩのဩ᷻

คዹᡩの実ዹᙡᔏの確認、
ᣰᮣዝಱによるᚨᙡሌኂ、
成᎞ቁᑥ等のዝಱ検᮸　　　

ᯀಃに໱ଗいた改๱ᡩの検討

第7章 計画の実現に向けて
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2  指標

 指標の種類

政策指標 本プランにおいて、住宅施策として区が行う施策の中で主要な取組について目標値を設定し、
その達成状況を定量的に測定するための指標

意識・意向指標 住まいや施策に対する区民の評価（満足度等）やニーズ（意向等）に関する指標。原則として、
目標値は設定せずに、計画期間において改善を目指す。

多様な居住ニーズに応じた住環境づくり基本目標1

良質で多様な住宅ストックの確保基本目標2

政策指標 「0～14歳」の転入超過率【国勢調査】

現状値2020（令和２）年度
-6.4％（23区平均-1.5％）

目標値2032（令和14）年度
23区平均

連携している居住支援法人の数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
２団体

目標値2032（令和14）年度
10団体

意識・
意向指標

墨田区に住み続けたいと思っている区民の割合【住民意識調査】87.9％（2022
（令和４）年度）

墨田区が住みよいと思っている区民の割合【住民意識調査】92.5％（2022（令和
４）年度）

政策指標 すみだ良質な集合住宅の認定住宅数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
527戸

目標値2032（令和14）年度
1,000戸

誘導居住面積水準71)以上の世帯の割合【住宅・土地統計調査】 ❖

現状値2018（平成30）年度
38.0％

目標値2032（令和14）年度
50.0％

民間賃貸住宅改修支援事業を利用して改修した住宅数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
25戸

目標値2032（令和14）年度
95戸

意識・
意向指標

現在の住まいにこれからも住み続けたい区民の割合【住まいに関するアンケート調
査】61.5％（2021（令和３）年度）

総合的な住宅の満足度【住まいに関するアンケート調査】74.6％（2021（令和３）
年度） ❖

71）誘導居住面積水準

世帯人数に応じて、豊かな住生

活の実現のために必要と考えら

れる住宅の面積に関する水準

❖ : 前プランの成果指標項目

注：現状値2022（令和４）年

度の数値は、事業開始時から

2022（令和４）年度末の実績

（推計）の累計である。
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高齢者等の居住の安定確保基本目標3

管理不全マンションゼロを目指して基本目標4

政策指標 住宅修築資金融資あっせん事業を利用して改修した住宅数【所管課】※

現状値2022（令和４）年度
266戸

目標値2032（令和14）年度
416戸

住宅確保要配慮者への住宅の提供数【所管課】

現状値2021（令和３）年度
38戸

目標値2032（令和14）年度
580戸

意識・
意向指標

「高齢になっても墨田区内で暮らし続けることができる」と思う区民の割合【区民ア
ンケート】71.2％（2020（令和２）年度） ❖

現在の住まいに居住していて「バリアフリーが不十分で暮らしにくい」ことに困って
いる区民の割合【住まいに関するアンケート調査】　6.7％（2021（令和３）年度）

❖ : 前プランの成果指標項目

❖ : 前プランの成果指標項目

※注：住宅修築資金融資あっせ

ん事業を利用して改修した住宅

数の現状値2022（令和４）年

度の戸数は、第1次墨田区住宅

マスタープラン策定時（1991

（平成３）年度）から2022（令

和４）年度末の実績（推計）の累

計である。

政策指標 管理状況届出制度に基づく届出率【所管課】

現状値2022（令和４）年度
60.0％

目標値2032（令和14）年度
100.0％

都及び区条例に基づく届出の中で築30年以上で
長期修繕計画を作成している管理組合の割合【所管課】 ❖

現状値2021（令和３）年度
68.7％

目標値2032（令和14）年度
85.0％

管理不全兆候のみられるマンション管理組合の割合【所管課】

現状値2022（令和４）年度
17.0％

目標値2032（令和14）年度
10.0％

意識・
意向指標

将来の建替えや大規模修繕ができるか心配な分譲マンション居住者の割合【住まい
に関するアンケート調査】22.8％（2021（令和３）年度）

第7章 計画の実現に向けて第7章 計画の実現に向けて
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ゼロ・カーボン社会に向けた住環境性能の向上基本目標5

危険な空き家ゼロを目指して基本目標6

政策指標 認定長期優良住宅数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
530戸

目標値2032（令和14）年度
930戸

区域におけるエネルギー消費量【所管課】※

現状値2018（平成30）年度
11,882TJ

目標値2025（令和７）年度
10,280TJ

意識・
意向指標

「住まいの遮熱塗装や断熱リフォームに今後新たに取り組みたい」と思う区民の割合
【住民意識調査】27.4％（2022（令和４）年度）

自宅周辺の生活環境の「緑の豊かさ」に対して、肯定的評価をした区民の割合【住民
意識調査】28.4％（2022（令和４）年度）

政策指標 区が認知した老朽危険家屋のうち、解決件数の比率【所管課】

現状値2022（令和４）年度
85.0％

目標値2032（令和14）年度
90.0％

空き家ワンストップ相談窓口の相談件数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
150件

目標値2032（令和14）年度
700件

意識・
意向指標

住まいの相続や継承について考えている持ち家居住者の割合【住まいに関するア
ンケート調査】　33.3％（2021（令和３）年度）

自宅の周辺で空き家が増えていると感じる区民の割合【住まいに関するアンケート
調査】　22.3％（2021（令和３）年度）

※注：政策指標「区域における

エネルギー消費量」については、

「墨田区基本計画」（2022（令

和４）年策定）との整合を図るた

め、2025（令和７）年度を目標

年として設定し、「墨田区基本計

画」の改定に合わせて、必要に

応じて再度目標値を設定するこ

とを予定している。
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※注：都営住宅の区への移管に

ついては、東京都との協議を進

め、移管対象となる区内の都営

住宅のうち、条件の整った住宅

から移管を実施する（現在、八

広三丁目アパート（52戸）及び

立花三丁目アパート（28戸）に

ついて協議中である。）。

※注：政策指標「住宅の耐震化

率」及び「建物の不燃化率」につ

いては、「墨田区耐震改修促進

計画　中間改定」（2022（令

和４）年３月）との整合を図るた

め、2025（令和７）年度を目標

年として設定し、「墨田区耐震

改修促進計画」の改定に合わせ

て、必要に応じて再度目標値を

設定することを予定している。

住宅確保要配慮者の居住の安定確保基本目標７

政策指標 すみだセーフティネット住宅戸数【所管課】

現状値2022（令和４）年度
５戸

目標値2032（令和14）年度
80戸以上

住まいに困ってる人への住宅あっせんの成約率【所管課】

現状値2022（令和４）年度
23.0％

目標値2032（令和14）年度
38.0％

都営住宅の区への移管数【所管課】※

現状値2022（令和４）年度
５棟298戸

目標値2032（令和14）年度
７棟378戸

最低居住面積水準未満の世帯の割合【住宅・土地統計調査】 ❖

現状値2018（平成30）年度
13.9％

目標値2032（令和14）年度
早期解消

意識・
意向指標

借家に居住していて「家賃や更新料の支払に困っている」区民の割合【住まいに関す
るアンケート調査】24.1％（2021（令和３）年度）

❖ : 前プランの成果指標項目

❖ : 前プランの成果指標項目

安全に暮らせる住環境づくり基本目標８

政策指標 住宅の耐震化率【所管課】※❖

現状値2020（令和２）年度
南部：96.4％ 北部：93.8％

目標値2025（令和７）年度
南部：98.0％ 北部：98.0％

建物の不燃化率【所管課】※

現状値2020（令和２）年度
南部：84.6％ 北部：60.0％

目標値2025（令和７）年度
南部：87.0％ 北部：64.0％

意識・
意向指標

自宅周辺の生活環境の「災害時の安全性」に対して、肯定的評価をした区民の割合　
【住民意識調査】20.1％（2022（令和４）年度）

自宅周辺の生活環境の「防犯や風紀」に対して、肯定的評価をした区民の割合【住民
意識調査】31.1％（2022（令和４）年度）

第7章 計画の実現に向けて第7章 計画の実現に向けて
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1  墨田区住宅基本条例

平成4年3月31日

条例第11号

(目的)

第１条　この条例は、墨田区（以下「区」という。）における住宅政策の基本理念及び施策

の基本となる事項を定めることにより、区民の住生活の安定及び向上を図り、もって地

域産業と住環境が調和した地域社会の維持及び発展に寄与することを目的とする。

（住宅政策の基本理念）

第２条　区は、区民の住生活の安定及び向上を図るためには、良質な住宅の確保と良好

な住環境の形成が欠くことのできない基礎的条件であることを確認し、魅力とゆとりの

ある住宅の整備及び住環境の実現を目指し、住宅に関する施策を総合的に推進するも

のとする。

（用語の定義）

第３条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

（１）　開発事業　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に定める開発

行為又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に定める建築をいう。

（２）　事業者　区内において開発事業を行おうとする者又は行う者をいう。

（区長の責務）

第４条　区長は、区民及び事業者と協力して住宅施策を推進し、第２条に定める基本理

念の実現に努めなければならない。

２　区長は、住宅施策の推進に当たっては、区民及び事業者の理解と協力を求めるととも

に、住宅及び住環境に関する情報を積極的に提供しなければならない。

３　区長は、国、東京都及び関係機関との連携を図り、区の地域特性を踏まえた住宅施

策を遂行するように努めなければならない。

（区民及び事業者の責務）

第５条　区民は、良質な住宅及び良好な住環境の維持及び改善に努めるものとする。

２　事業者は、良質な住宅の建設及び良好な住環境の形成に努めるとともに、区長の実

施する住宅施策に協力するよう努めなければならない。
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（調査）

第６条　区長は、区における住宅及び住環境の実態等を的確に把握するため、必要な事

項について調査を行うものとする。

（基本計画の策定）

第７条　区長は、住宅施策を総合的かつ計画的に推進するため、住宅施策に関する基本

計画を策定するものとする。

２　区長は、前項の基本計画が住宅及び住環境の実態に即したものになるよう、適宜見

直しを行うものとする。

（まちづくりとの連携）

第８条　区長は、まちづくりと連携した住宅施策を計画的に推進するよう努めるもの

とする。

２　区長は、前項の住宅施策の推進に当たっては、地域の特性に応じた計画的な土地利

用の推進を図るものとする。

（住宅の水準）

第９条　区長及び事業者は、区内に住宅を建設しようとするときは、その形態若しく

は規模又は地域の特性に応じて、次に掲げる水準を満たすように努めなければな

らない。

（１）　世帯構成に応じた適切な住戸規模が確保されているものであること。

（２）　災害に対する安全性が確保されているものであること。

（３）　保健衛生上必要な設備及び性能を備えているものであること。

（４）　高齢者又は障害者を対象とする住宅においては、安全性等について必要な配慮

がなされているものであること。

（公共住宅等の整備）

第１０条　区長は、直接建設、借上げ等の方法により、次に掲げる住宅の整備を推

進するものとする。

（１）　定住の促進のために必要となる住宅

（２）　公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）に基づく住宅

（３）　住宅に困窮する区民のうち、高齢者及び障害者を対象とした住宅

２　区長は、前項に規定するほか、東京都等公的住宅の供給主体及び民間事業者によ

る良質な住宅供給等を計画的に誘導することにより、住宅の整備に努めるものとする。
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（居住支援）

第11条　区長は、区民又は事業者が良質な住宅を建設し、又は住宅の質を向上させる

ための改良等を行う場合においては、技術的又は資金的な援助を行うことができる。

(平14条52・一部改正)

(家賃補助)

第12条　区長は、民間賃貸住宅に居住する区民のうち、特に援助を行う必要があるもの

に対し、家賃等の一部を補助することができる。

(大規模開発への指導等)

第13条　区長は、大規模な開発事業を行う事業者に対し、良質住宅及び住環境の整備

のため、必要な指導及び助言を行うことができる。

(財源の確保)

第14条　区長は、住宅施策を円滑かつ計画的に実施していくため、必要な財源の確保に

努めるものとする。

(委任)

第15条　この条例の施行について必要な事項は、区長が別に定める。

　　　付　則

この条例は、平成４年４月１日から施行する。

 　　付　則(平成14年12月９日条例第52号)

この条例は、公布の日から施行する。

　



119

2  墨田区分譲マンションの適正管理に関する条例

平成28年12月9日

条例第69号

(目的)

第１条　この条例は、区内の分譲マンションの管理に関して必要な事項を定めることによ

り、管理組合の合意形成の円滑化並びに居住者等間及び地域とのコミュニティの形成

を推進するとともに、良好で継続的な住環境の維持促進を図り、もって区民の財産及び

安全で安心な居住環境並びに良好な市街地環境の保護に寄与することを目的とする。

（用語の意義）

第２条　この条例で使用する用語の意義は、マンションの管理の適正化の推進に関する

法律(平成12年法律第149号。以下「適正化法」という。)で使用する用語の例によるほ

か、次に定めるところによる。

（１）　マンション　適正化法第２条第１号に規定するマンションのうち、次のいずれにも

該当するものをいう。

ア　共同住宅の用途を含むもの

イ　人の居住の用に供する専有部分を有する非木造の建築物で建築基準法施行令

(昭和25年政令第338号)第１条第２号に規定する地階を除く同令第２条第１項第８

号に規定する階数が３以上であるもの

ウ　住戸(適正化法第56条第１項ただし書に規定する人の居住の用に供する独立部分

をいう。）の数が６以上であるもの

（２）　区分所有者　適正化法第２条第２号に規定するマンションの区分所有者等をいう。

（３）　管理者　適正化法第２条第４号に規定する管理者等をいう。

（４）　管理業者　適正化法第２条第８号に規定するマンション管理業者をいう。

（５）　代表者　管理者（管理者が選任されていない期間にあっては、区分所有者）及び

管理組合をいう。

（６）　管理規約等　建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号。以下

「区分所有法」という。）第30条第１項及び第２項に規定する規約並びに規約に基づ

き定める規程をいう。

（７）　居住者等　現にマンションに居住し、又はマンションを使用している者をいう。

（８）　設計図書　適正化法第103条第１項に規定する図書をいう。

資料
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（９）　長期修繕計画　マンションに係る将来見込まれる修繕工事及び改修工事（以下

「修繕工事等」という。）の内容、修繕工事等のおおよその実施時期、修繕工事等に係

る概算の費用等並びに修繕工事等の実施に要する費用に充当するための積立金の額

の根拠を明確にすることを目的とした計画をいう。

（１０）　専有部分　区分所有法第２条第３項に規定する専有部分をいう。

（１１）　専用部分　マンションの敷地及び共用部分の一部について当該マンションの管

理規約等の規定により、特定の区分所有者が排他的に使用することができる権利を認

められた部分をいう。

（適用範囲）

第３条　この条例は、区内の全てのマンションについて適用する。

（区長の責務）

第４条　区長は、マンションの管理の適正化を図るため、必要な調査を実施し、マンション

の状況の把握に努めるとともに、必要な施策を実施するものとする。

（区分所有者の責務）

第５条　区分所有者は、区分所有法第２条第１項に規定する区分所有権を有するマン

ションへの居住又は当該マンションの使用の有無にかかわらず、この条例及び管理規

約等の規定を遵守するとともに、区分所有者で共同して当該マンションを適正に管理

するよう努めなければならない。

２　区分所有者は、前項のマンションの管理者を選任しなければならない。

３　区分所有者は、本人以外の者を第１項のマンションに居住させ、又は本人以外の者

に当該マンションを使用させようとするときは、その者に対し、当該マンションの管理規

約等を入居前に提示して十分に説明するとともに、居住ルール及び管理組合の運営

の仕組みについて十分に理解を得るよう努めなければならない。

（代表者の責務）

第６条　代表者は、適正化法、この条例、墨田区集合住宅の建築に係る居住環境の整備

及び管理に関する条例(平成20年墨田区条例第10号。第15条において「集合住宅条

例」という。)、管理規約等その他マンションの管理に関する法令の規定に基づき、マン

ションを適正に管理するとともに、居住者等間及び地域とのコミュニティの形成に取り組

むよう努めなければならない。

２　代表者は、区が行う調査に協力しなければならない。

（居住者等の責務）

第７条　居住者等は、居住し、又は使用しているマンションの所有の有無にかかわらず、こ
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の条例及び管理規約等の規定を遵守しなければならない。

（管理業者の責務）

第８条　管理業者は、受託したマンションの管理事務を誠実に履行するとともに、当該マ

ンションの適正な管理に資するため、区分所有者及び管理組合に対し、当該マンション

の管理に関する情報提供及び助言を行うよう努めなければならない。

（宅地建物取引業者の責務）

第９条　宅地建物取引業者は、マンションの売買契約業務又は賃貸借契約業務を行うと

きは、契約締結を予定する者に対し、当該マンションの管理規約等及び長期修繕計画

又はこれらの案を契約締結前に提示して十分に説明するとともに、管理組合の運営の

仕組みについて十分に理解を得るよう努めなければならない。

（届出）

第10条　代表者は、管理するマンションが第３条の規定の適用を受けたとき、又は適用後

最初の総会の開催後、この条例に規定するマンションの管理状況等に関する事項につ

いて、速やかに墨田区規則（以下「規則」という。）で定める届出書を区長に届け出なけ

ればならない。

２　代表者は、前項に規定する届出の内容（規則で定める事項を除く。）を変更しようと

するときは、速やかに規則で定める変更届を区長に届け出なければならない。

３　代表者は、第１項のマンションの除却等により第３条の規定の適用を受けなくなるこ

とが明らかな場合は、事前にその旨を区長に届け出なければならない。

４　区長は、代表者に対し、第１項に規定する届出の内容（第２項の規定による変更後

のものを含む。次項において同じ。）を確認するために必要な書類の提出又は閲覧を

求めることができる。

５　区長は、第１項に規定する届出の内容についてこの条例の規定に適合しない事項

がある場合は、支援等を行い、当該届出に係るマンションの管理の適正化に努めるも

のとする。

（管理規約等の作成及び保管）

第11条　代表者は、管理するマンションの実情に応じた管理規約等を作成するとともに、

区分所有法第33条第1項の規定により適正に保管しなければならない。

(議事録の作成及び保管)

第12条　総会、理事会その他区分所有者が出席者であるマンションの管理に関する会

議(以下この条において「総会等」という。)が開催されたときは、総会等の議長は、区分

所有法第42条第１項の規定により議事録を作成し、同条第５項において準用する区分
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所有法第33条第１項の規定により代表者又はその代理人で管理規約等又は総会等

の決議で定めるものが適正に保管しなければならない。

(名簿等の作成及び保管)

第13条　代表者は、自然災害、火災及び漏水等の事故並びに犯罪の発生等の緊急時

に管理するマンションの区分所有者及び居住者等へ迅速な対応を行うため、規則で定

めるところにより、当該区分所有者及び居住者等の名簿(以下この条において「名簿」

という。)並びに名簿の取扱いに関する規程を備え、適正に保管しなければならない。

２　代表者は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要が生じた場合は、区、消防

又は警察に名簿の情報を提供するよう努めなければならない。

（設計図書等の適正保管）

第14条　代表者は、管理するマンションに係る設計図書及び修繕履歴等のマンション

の管理に関する図書を適正に保管しなければならない。ただし、当該設計図書にあって

は、次のいずれにも該当する場合は、この限りでない。

（１）　当該マンションがこの条例の施行の日前に区内に所在する建築物である場合

（２）　当該マンションの管理組合が設計図書を保管していない場合

（３）　当該マンションの分譲業者及び施工業者が設計図書を保管していないことが確

認された場合又はいずれかの事業者が倒産等により現存せず、設計図書の所在を確

認することができない場合

（管理用の施設等の維持及び管理）

第15条　マンションの建築の際、集合住宅条例第10条に規定する措置を講じたマン

ションの代表者は、当該措置を維持しなければならない。

２　マンションの建築の際、集合住宅条例第10条に規定する措置を講じていないマン

ションの代表者は、当該措置を講ずるよう努めなければならない。

(法定点検、設備点検及び清掃の適切な実施)

第16条　代表者は、管理するマンションについて、建築基準法(昭和25年法律第201号)

第12条第１項及び第３項並びに消防法(昭和23年法律第186号)第17条の３の３に規

定する調査、検査又は点検及び報告（次項において「法定点検」という。）を実施すると

ともに、当該マンションを良好に維持管理するために必要な設備点検及び清掃を適切

に実施しなければならない。

２　居住者等は、法定点検の実施に伴う専有部分及び専用部分の立入り等に協力する

よう努めなければならない。
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(長期修繕計画の作成及び見直し)

第17条　代表者は、管理するマンションについて、長期修繕計画を作成しなければならない。

２　代表者は、前項のマンションが定期借地権（借地借家法（平成３年法律第90号)第

22条第１項に規定する定期借地権及び同法第24条に規定する建物譲渡特約付借

地権をいう。)付マンションである場合にあっては、当該権利に関する契約の満了時ま

での長期修繕計画を作成するよう努めなければならない。

３　代表者は、第１項のマンションの劣化状況、区分所有者の要望その他の現状を把握

するための調査、診断等を行い、その結果に基づき長期修繕計画の見直しを行うよう

努めなければならない。

（令３条25・一部改正）

(修繕費用等の積立ての実施)

第18条　代表者は、管理するマンションに係る次に掲げる事項に要する費用を長期間に

わたり計画的に積み立てるよう努めなければならない。

（１）　将来見込まれる修繕工事等

（２）　老朽化の進行により修繕工事では維持が困難になる場合等を想定した除却又は

建替え

２　代表者は、前項の規定による積立てを行う場合においては、当該積立金の取崩しの

対象となる修繕工事等及び経理の方法を管理規約等に記載しなければならない。

(適時適切な修繕工事等の実施)

第19条　代表者は、長期修繕計画に基づき、適時に適切な修繕工事等を行うとともに、

管理するマンションの一部に不具合が生じたときは、適切な修繕工事等を行うよう努め

なければならない。

(マンションの耐震性能の確認等)

第20条　昭和56年５月31日以前に着工したマンションの代表者は、耐震診断を実施し、

当該マンションの耐震性能を確認するよう努めなければならない。

２　耐震性能が不足するマンションの代表者は、耐震性能に関する現状の課題を解決

するための方策を検討するよう努めなければならない。

(災害への対応)

第21条　代表者は、災害時の対応について、防災用品の備蓄、定期的な防災訓練の実

施、高齢者、障害者、乳幼児その他特に配慮を要する者（第３項において「要配慮者」と

いう。)の情報の把握並びに管理するマンションの実情に応じた防災に関する手引の作

成及び居住者等への周知徹底を行うよう努めなければならない。

資料



墨田区住宅マスタープラン・2023(令和５)年度-2032(令和14)年度124

２　居住者等は、災害時に備え、家具の転倒防止等による室内の安全確保、防災用品

の備蓄、前項の手引の確認及び防災訓練への参加に努めなければならない。

３　要配慮者は、代表者が行う要配慮者の情報の把握に協力するよう努めなければな

らない。

(地域等とのコミュニティの形成)

第22条　代表者は、管理するマンションが所在する区域の町会、自治会等又は当該マン

ションで組織する自治会(以下この条において「町会等」という。)の広報紙の掲示等に

より、当該マンションの居住者等が町会等への加入及び町会等が実施する活動への参

加を検討することができるよう努めなければならない。

(指導及び勧告)

第23条　区長は、マンションが次のいずれかに該当するときは、当該マンションの代表者

に対し、必要な措置を講ずるよう指導することができる。

（１）　第10条第１項及び第２項の規定による届出をしないマンション

（２）　第10条第１項及び第２項の規定による届出の内容がこの条例の規定に適合しな

いマンション

２　区長は、代表者が前項の規定による指導に従わない場合において、必要があると認

めるときは、当該代表者に対して必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

（公表）

第24条　区長は、代表者が前条第２項の規定による勧告に従わない場合において、特に

必要があると認めるときは、その旨及びマンション名を公表することができる。

２　区長は、前項の規定による公表を行う場合は、前条第２項の規定による勧告を受け

た代表者に対し、あらかじめ意見を述べる機会を与えなければならない。

(委任)

第25条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。

付　則

この条例は、平成29年４月１日から施行する。

付　則（令和３年６月23日条例第25号）

この条例は、墨田区規則で定める日から施行する。

（令和４年規則第57号により令和４年５月18日から施行）
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3  策定体制と策定経過

1  2021（令和３）年度

会議 開催日 検討内容

第１回 幹事会７月29日（木）
委員会７月30日（金）

・住宅マスタープラン改定の検討体制及びスケジュール
・基礎調査の実施概要
・住まいに関するアンケート調査（案）
・第６次住宅マスタープランの検証方法
・改定の方向性の整理

第２回 幹事会10月14日（木）
委員会10月18日（月）

・基礎調査の進捗状況
・統計調査の整理と課題
・地域別の概要

第３回 幹事会２月７日（月）
委員会２月9日（水）

・基礎調査の結果概要
・新たな住宅政策の視点と新たな課題の整理
・新たな住宅施策検討の方向

会議 開催日 検討内容

第１回 ８月23日（月） ・令和３年度第１回推進委員会・幹事会と同じ

第２回 10月１日（金） テーマ①：多世代定住
・居住に係る現状と課題
・居住支援の在り方
・定住促進

第３回 10月11日（月） テーマ②：規制・誘導
・集合住宅条例、指導要綱の現状と課題
・ゼロカーボンシティ宣言
・環境配慮型住宅、雨水利用
・マンション管理計画認定制度（認定基準）
テーマ③：まちづくり

・耐震・不燃化促進
・災害に強いまちづくり

第4回 10月22日（金） テーマ④：住宅ストック
・マンション管理適正化法の改正
・空き家、空き室の利活用
・良質な集合住宅認定制度の見直し

第５回 11月12日（金） テーマ⑤：住宅供給
・サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題
・都市型軽費老人ホームの現状と課題
・セーフティネット住宅の現状と課題
・高齢者向け優良賃貸住宅とその他公営住宅の現状と

課題

（１）推進委員会・幹事会

（２）専門部会
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会議 開催日 検討内容

第１回 10月８日（金） ・令和３年度第１回・第２回推進委員会・幹事会と同じ

第２回 １月31日（月） ・令和３年度第３回推進委員会・幹事会と同じ

（３）第７次墨田区住宅マスタープラン改定検討会

会議 開催日 検討内容

第１回 幹事会５月13日（金）
委員会５月25日（水）

・住宅マスタープラン改定基礎調査報告書
・住宅マスタープランの基本理念・基本目標
・住宅マスタープラン策定スケジュール

第２回 幹事会８月10日（水）
委員会８月17日（水）

・住宅マスタープラン改定基礎調査報告書と基本理念・
基本目標等

・新住宅マスタープランの基本方針
・重点的な取組

第３回 委員会・幹事会
10月17日（月）

・新住宅マスタープラン案について

第4回 委員会・幹事会
２月９日（木）

・パブリック・コメントの実施結果について

（１）推進委員会・幹事会

会議 開催日 検討内容

第１回 ５月２日（月） ・令和４年度第１回推進委員会・幹事会と同じ

第２回 ７月29日（金） ・令和４年度第２回推進委員会・幹事会と同じ

第３回 10月17日（月） ・令和４年度第３回推進委員会・幹事会と同じ

第４回 ２月９日（木） ・令和４年度第４回推進委員会・幹事会と同じ

（２）専門部会

2  2022（令和４）年度

第６回 11月16日（火） テーマ⑥：生活支援・コミュニティ
・地域包括ケアシステム
・包括的支援体制整備事業
・すみだすまい安心ネットワーク

第７回 １月21日（金） ・令和３年度第３回推進委員会・幹事会と同じ
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会議 開催日 検討内容

第１回 ７月22日（金） ・令和４年度第２回推進委員会・幹事会と同じ

第２回 10月14日（金） ・令和４年度第３回推進委員会・幹事会と同じ

第３回 ２月14日（火） ・令和４年度第４回推進委員会・幹事会と同じ

2022（令和４）年12月12日（月）～2023（令和５）年１月20日（金）

意見者数：５人、意見数：1０件

（３）第７次墨田区住宅マスタープラン改定検討会

（４）パブリック・コメント

役職 氏名 現職

会長 市古　太郎 東京都立大学　教授

副会長 水村　容子 東洋大学　教授

委員 竹林　香代 公益社団法人全日本不動産協会東京都本部城東第二支部　支部長

石川　正巳 公益社団法人東京都宅地建物取引業協会墨田区支部　幹事長

品田　政彦 一般社団法人東京都マンション管理士会墨田支部　支部長

中平　守 一般社団法人東京都建築士事務所協会墨田支部　支部長

林　幸樹 全建総連東京土建一般労働組合墨田支部　副執行委員長

八巻　範子 公募区民

鈴木　すみれ 公募区民

宮田　遼 公募区民

久井　隆司 墨田区都市計画部長

 第７次墨田区住宅マスタープラン改定検討会構成
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4  墨田区住宅マスタープランの経過

策定年度 計画期間 策定の背景と目的

第１次 1991（平成３）年度 1991（平成３）年度～
2000（平成12）年度

地価高騰を主な背景として、中堅所得者層の住宅対策や高
齢者の居住安定などの緊急課題への対応

第２次 1996（平成８）年度 1996（平成８）年度～
2005（平成17）年度

バブル経済の崩壊や阪神・淡路大震災の発生及び高齢化の
進行等への対応

第３次 2001（平成13）年度 2001（平成13）年度～
2010（平成22）年度

不況の長期化や少子高齢化の進行及び地球環境保護と
いった社会経済情勢の変化への対応

第４次 2006（平成18）年度 2007（平成19）年度～
2016（平成28）年度

安全・安心への関心が一層高まるとともに、マンションの増
加により区の人口が増加基調へと転換されたことや住生活
基本法が制定されたことなど、住宅を取り巻く情勢の変化
への対応

第５次 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度～
2020（令和２）年度

国等の住生活関連制度の制定・改定やリーマンショック以降
の住宅建設の停滞、人口増が続く状況での区民ニーズを踏
まえた住宅供給計画の見直し及び高齢者住宅の再構築へ
の対応

第６次 2016（平成28）年度 2017（平成29）年度～
2026（令和８）年度

東日本大震災等の発生に伴う防災・環境に対する意識の高
まり、マンションの増加に伴う地域コミュニティとの共生や
マンション管理の適正化、区の人口増加とファミリー世帯の
割合の減少等を踏まえた住宅政策の見直しによる量から質
の転換への対応

基本目標１
多様な居住ニーズに対応した魅力的な住環境の形成

方針1－1 地域特性に応じた良質な住宅の供給誘導

方針1－2　 多様な世帯に対応した住宅・住環境の供給誘導

主な成果 ・子育て世帯等定住促進事業では、定住促進に一定の成果があった。
・集合住宅条例や開発指導要綱によって地域の居住環境の保全及び良好な近隣関係の形成が進められた。
・市街地再開発事業等により、地域住民とまちづくりを進めることができた。
・すみだ良質な集合住宅認定制度において、防災型の認定を進めることができた。

現状と課題 ・子育て世帯は増加しているが賃貸住宅に居住する未就学児のいる子育て世帯は転出傾向にある。
・市場の供給は比較的低面積化しているが、既存ストックの活用等を視野に入れる必要がある。

基本目標２　
分譲マンションの良好な管理に向けた仕組みづくり

方針2－１ 維持管理の適正化

方針2－2 安全性確保の促進

方針2－3 修繕及び建替え支援

主な成果 ・都及び区の条例に基づく届出を促進し、マンションの管理状況の実態把握を進めた。
・マンション管理士と共に、適正管理への普及誘導を行った。
・マンションを含む住宅の耐震化率が、耐震改修促進計画の目標値である95.0%に達した。

1  墨田区住宅マスタープランの経過

2  第６次墨田区住宅マスタープランの評価
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現状と課題 ・管理不全の兆候があるマンションへの適正管理に向けた取組が必要である。
・老朽化マンションの耐震化等を進める必要がある。
・適正管理の意識の高いマンションが継続していけるよう一層の取組が必要である。

基本目標３
良質な住まいづくりと住宅ストックの質の向上  
  

方針3－1 住宅ストックの有効活用

方針3－2 未来につなぐ持続可能な住環境の形成

主な成果 ・空き家ワンストップ窓口の設置等、空き家の利活用を進める体制整備を行った。
・雨水利用や緑化推進を図り、地球温暖化防止に寄与する省エネルギー機器等の設備導入を促進することができた。
・区民の景観に対する意識向上が図られ、景観に配慮された建築物等が増えた。

現状と課題 ・空き家の利活用を進める支援策が必要である。
・マンション等の空き室の利活用を検討する必要がある。
・脱炭素社会に向けた取組が必要である。

基本目標４
地域で安心して暮らし続けられる住宅・住環境の形成

方針4－1 住宅・住環境の防災・防犯対策の充実

方針4－2 都市基盤による防災力の向上

方針4－3 活力ある地域コミュニティ形成による住環境の改善・
向上

主な成果 ・町会・自治会等の協力のもと、区内ほぼ全域に防犯カメラ等を設置し、防犯意識の向上を図った。
・不燃化率70.6％に達し、密集市街地の防災対策を進めることができた。
・地域の関係機関と連携して、見守りネットワークの拡充に取り組み、協力団体等を増やすことができた。
・全町会・自治会実態調査を実施し、課題解決に向けて、講演会等の事業を展開することができた。

現状と課題 ・引き続き防災・防犯の意識啓発を行い地域の取組を支援し、地域力を向上する必要がある。
・共同住宅における防災対策と地域コミュニティの形成に課題がある。

基本目標５
住宅セーフティネット機能の充実  
 

方針5－1 公的住宅確保についての支援

方針5－2 需要に応じた公共住宅の適切な運用

方針5－3 民間住宅に円滑に入居できる仕組みの構築

主な成果 ・適正な入居者管理を行うとともに、自立した生活が困難になった入居者に対し福祉部門と連携した生活再建に
 取り組んだ。

・生活に困窮している人の就労と住宅確保の両面から支援を行った。
・すみだすまい安心ネットワークを制度化した。

現状と課題 ・住宅確保要配慮者向け住宅の確保を促進する必要がある。
・住宅確保要配慮者等への相談機能を強化し、必要な人に必要な情報が届くようにする必要がある。
・住宅確保だけでなく継続的な生活支援ができる仕組みが必要である。

基本目標６
高齢者世帯等の居住の安定の確保　  
 

方針6－1 安心して生活ができる住環境確保の支援

方針6－2 民間住宅に入居しやすい環境整備

方針6－3 福祉と連携した住まいの供給促進

主な成果 ・緊急通報システムの活用や地域の見守り活動により、高齢者の居住の安定を図ることができた。
・民間賃貸住宅の改修支援を行い、住宅確保要配慮者用の住宅の確保に努めた。

現状と課題 ・居住の安定を図るためには、福祉部門や居住支援法人等の民間事業者との連携が必要である。
・高齢者が安全に暮らすためには、住まいの長寿命化やヒートショック対策等を推進する必要がある。
・見守りや相談等の支援体制の確保が必要である。
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3  第６次墨田区住宅マスタープランの成果指標の状況

基本目標 項目 当初値
(2017（平成29）年３
月)

現在値 目標値

基本目標１
多様な居住ニーズに対応
した魅力的な住環境の
形成

誘導居住面積水準
達成率（大都市圏）

36.0％
住宅・土地統計調査

（平成25年）

38.0％
住宅・土地統計調査

（平成30年）

50.0％

基本目標２
分譲マンションの良好な
管理に向けた仕組みづ
くり

高経年マンション（築30
年以上）が長期修繕計画
を作成している管理組合
の割合

66.3％
墨田区分譲マンション
実態調査（平成27年）

68.7％
都及び区条例に基づく届
出の中で築30年以上で
長期修繕計画を作成して
いる管理組合の割合（令
和３年）

85.0％

基本目標３
良質な住まいづくりと住
宅ストックの質の向上

総合的な住宅の満足度 65.1％
墨田区区民居住意識等
実態調査（平成27年）

74.6％
墨田区住まいに関する
アンケート（令和３年）

70.0％

基本目標４
地域で安心して暮らし続
けられる住宅・住環境の
形成

住宅の耐震化率 南部：92.0％
北部：85.3％
推計値

南部：96.4％
北部：93.8％
令和２年度推計

南部：98.0％
北部：98.0％

基本目標５
住宅セーフティネット機
能の充実

最低居住面積水準未満
率

16.1％
住宅・土地統計調査

（平成25年）

13.9％
住宅・土地統計調査

（平成30年）

早期
解消

基本目標６
高齢者世帯等の居住の
安定の確保

「 高 齢になっても 墨 田
区内で暮らし続けること
ができる」と思う区民の
割合

60.7％
墨田区基本計画
区民アンケート

（平成26年）

71.2％
墨田区基本計画
区民アンケート

（令和２年）

65.0％
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5  用語解説

語句 意味

英数字

ＡＩ
(エーアイ)

ＡＩ：Artificial Intelligence
人工的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により実現した当該機能
の活用に関する技術のこと。

CSW
(シーエスダブリュー)

ＣＳＷ：Community social worker（コミュニティ・ソーシャルワーカー）
地域において、支援を必要とする人々の生活環境や人間関係などを重視した支援を行うために、課題を
整理し、必要な専門機関同士の関係を調整する。併せて、新たな地域サービスを住民とともに考える専
門の相談員

ＤＸ
(ディーエックス)

ＤＸ：Digital Transformation
将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に
改変すること。

ＩＣＴ
(アイシーティー)

ＩＣＴ：Information and Communication Technology
情報通信技術を意味し、情報（information)や通信(communication)に関する技術を総称していう。

ＩｏＴ
(アイオーティー)

ＩｏＴ：Internet of Things
自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすること
で、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すというコンセプトを表
した語

LCCM住宅
(エルシーシーエム
住宅)

LCCM：Life Cycle Carbon Minus
建設時、運用時、廃棄時において出来るだけ省CO2に取り組み、さらに太陽光発電などを利用した再生
可能エネルギーの創出により、住宅建設時のCO2排出量も含めライフサイクルを通じてのCO2の収支
をマイナスにする住宅

ＮＰＯ
(エヌピーオー)

NPO：Non Profit Organizaton
ボランティア活動などの社会貢献活動を行う営利を目的としない団体の総称

ＳＤＧｓ
(エスディージーズ）

ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals
持続可能な開発目標。2001（平成12）年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継とし
て、2015（平成27）年9月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のため
の2030アジェンダ」に記載された、2030（令和12）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際
目標。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leaveenoeone 
behind）」ことを誓っている。

SDGs未来都市
(エスディージーズ
未来都市)

SDGsの達成に向け、先進的な取組を実施する自治体を内閣府が公募・選定するもの。「SDGs未来都
市」の中でも、特に優れた取組を行う自治体の事業を「自治体SDGsモデル事業」として選定している。

Society5.0
(ソサエティー5.0)

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発
展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society1.0）、農耕社会

（Society22.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society24.0）に続く、新たな社会を指すもの
で、国の第５期科学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。

Ｖ２Ｈ
(ブイツーエイチ)

Ｖ２Ｈ：Vehicle to Home
蓄電機能とモビリティ機能を有する電気自動車から蓄電した電力を家庭に供給するシステムのこと。

資料
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ZEH
(ゼッチ)

ZEH：net Zero Energy House
外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を
維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一
次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅

ＺＥＶ
(ゼブ)

ＺＥＶ：Zero Emission Vehicle
走行時に二酸化炭素等の排出ガスを出さない電気自動車（ＥＶ）や燃料電池自動車（ＦＣＶ）、プラグイン
ハイブリッド自動車（ＰＨＶ）のこと。

あ行

アーバンデザイン
センターすみだ

千葉大学・情報経営イノベーション専門職大学との連携を促進し、墨田区が抱える様々な地域課題を解
決することを目的として、2021（令和３）年５月に設立した公民学連携組織。墨田区が掲げる「大学のあ
るまちづくり」を一層強力に推進するため、「公」としての墨田区やまちづくり公社、「民」としての区民や
墨田区に縁のある企業、「学」としての千葉大学と情報経営イノベーション専門職大学が、共同して墨田
区のまちづくりのための企画･構想、連携･推進、情報発信などの役割が果たす活動を行っている。

空き家・空き室 住宅・土地統計調査では、別荘や、賃貸、売却用のために人が住んでいない住宅を「空き家」という。また、
空家等対策の推進に関する特別措置法では「空家」と表記し、居住その他の使用がなされていないこと
が常態であるものをいい、１年間使用されていないことが1つの目安となるという考えが示されている。
一戸建では空き家、マンション等の共同住宅では空き室という。

インスペクション 「建物状況調査(インスペクション)」参照

応急仮設住宅 災害救助法で規定されている救助の種類の一つで、災害のため住宅が滅失した被災者のうち、自らの資
力では住宅を確保することができない者に対し、一時的な居住の安定を図ることを目的として提供する
住宅。プレハブ等を新たに建設する建設型応急住宅、民間賃貸住宅を借り上げて提供する賃貸型応急住
宅がある。

応急危険度判定 地震により多くの建築物が被災した場合において、余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から
生ずる二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るため、建築物等の被害の状況を調査し、危険の程度
の判定、表示等を行うもの

か行

開発指導要綱 一定規模の宅地開発を行う業者などに対して、道路や駐車場の設置基準、公園や保育所・学校などの公
共施設の整備、建物に関する規制など、地方公共団体が宅地開発事業に対して定めた開発規制

管理組合 区分所有建物の共用部分の維持管理と、区分所有者間の権利義務を調整するため、区分所有者で構成
される団体

管理状況届出制度 管理組合の運営体制の整備、管理規約の設定、総会の開催、管理費及び修繕積立金の額の設定、修繕の
計画的な実施などの管理状況に関する事項のほか、マンションの概要（所在地・マンション名）や連絡先を
届け出す制度

旧耐震基準 1981（昭和56）年６月１日の建築基準法の耐震基準の見直しよりも前に用いられていた耐震基準

居住支援協議会 「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（平成19年法律第112号）に基づ
く協議会で、住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その他住
宅の確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や
関係業者、居住支援団体等が連携し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅
情報の提供等の支援を実施するもの

居住支援法人 「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（平成19年法律第112号）第40
条に基づき、都道府県知事の指定を受けた法人。p.75コラム「居住支援法人との連携」参照
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緊急輸送道路 阪神淡路大震災での教訓を踏まえ、地震直後から発生する緊急輸送を円滑に行うため、高速自動車国
道、一般国道及びこれらを連絡する幹線道路と知事が指定する防災拠点を相互に連絡する道路

区分所有者 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）に基づき、１棟の建物が構造上数個の部分に
区分され、その部分がそれぞれ独立して住居・事務所などに利用できる場合に、区分された各部分につい
て所有する者

グループホーム 少人数の認知症高齢者や障害者が、家庭的な環境の中で、介護職員等のサポートを受けながら、共同生
活を送る住まい

軽費老人ホーム 無料又は低額な料金で、老人を入所させ、食事の提供その他日常生活上必要な便宜を供与する施設
軽費老人ホームＡ型：高齢等のため独立して生活するには不安が認められる者を入所させる。
軽費老人ホームＢ型：身体機能等の低下等が認められる者（自炊ができない程度の身体機能の低下等が
認められる者を除く。）又は高齢等のため独立して生活するには不安が認められる者を入所させる。
軽費老人ホーム（ケアハウス）：身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことについて不安があ
ると認められる者であって、家族による援助を受けることが困難な者を入所させる。
都市型軽費老人ホーム：都市部において、軽費老人ホームの設備や職員配置基準の特例を設け、主とし
て、要介護度が低い低所得高齢者を対象とする小規模な施設

公共施設マネジ
メント

地方公共団体等が保有し、又は借り上げている全公共施設を、自治体経営の視点から総合的かつ統括的
に企画、管理及び利活用する仕組み

高齢者個室借上げ
住宅

「墨田区高齢者個室借上げ住宅条例」（平成２年６月30日条例第27号）に基づき、住宅に困窮している
高齢者の生活の安定を確保するとともに、その福祉の増進を図るため、区内の民間賃貸住宅を借り上げ
た住宅

高齢者向け優良賃
貸住宅

民間の土地所有者等がバリアフリー仕様や緊急通報装置の設置など一定の整備基準を満たして供給す
る高齢者向けの優良な賃貸住宅。住宅の管理は民間の不動産会社が行っている。

国勢調査 我が国に住んでいるすべての人と世帯を対象とする国の最も重要な統計調査。国内の人口及び世帯の
実態を明らかにするため、５年ごとに総務省統計局ごとに実施している。

ごみ分別案内チャッ
トボット

資源物とごみの分け方・出し方について、パソコンやスマートフォンから簡単に検索できるAI（人工知能）
機能を搭載した自動会話プログラム。機能には、分別案内を含む「資源物・ごみ」に関する情報（粗大ごみ
処理手数料、資源物の回収拠点場所等）などを搭載している。

さ行

サービス付き高齢者
向け住宅

バリアフリー化され、安否確認サービス、緊急時対応サービス、生活相談サービス等の付いた住宅として
都道府県等に登録された住宅

再生可能エネル
ギー

エネルギー源として永続的に利用することができる再生可能エネルギー源を利用することにより生じる
エネルギーの総称。具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマスなどをエネルギー源とし
て利用することを指す。

最低居住面積水準 世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準
（１）単身者　25㎡
（２）２人以上の世帯　10㎡×世帯人数＋10㎡
・３歳未満の者は0.25人、３歳以上６歳未満の者は0.5人、６歳以上10歳未満の者は0.75人として算
定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が２人に満たない場合は２人とする。

・世帯人数が４人を超える場合は、上記の面積から５％を控除する。
・次の場合には、上記の面積によらないことができる。
①単身の学生、単身赴任者、被災者、失業等により収入が著しく減少した者等であって一定の期間の居
住を前提とした面積が確保されている場合
②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確保さ
れ、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保されている場合

資料
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③既存住宅を活用する場合などで、地域における住宅事情を勘案して地方公共団体が住生活基本計画
等に定める面積が確保されている場合
なお、上記は、住生活基本法に基づく住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月）によるものである。

集合住宅条例 「墨田区集合住宅の建築に係る居住環境の整備及び管理に関する条例」参照

修繕積立金 長期間にわたってマンション等を維持・保全していくために必要な共用部分の修繕を実施するため、管理
費とは別会計で積み立てられるもの

住宅確保要配慮者 住宅セーフティネット法に規定する、低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している者その
他住宅の確保に特に配慮を要する者

住宅性能表示制度 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく制度で、消費者による住宅性
能の相互比較が可能になるよう性能の表示基準を設定するとともに、客観的に性能を評価する第三者
機関を設置し、住宅の品質・性能の確保を図っている。

住宅着工統計 建築基準法第15条第１項の規定により、建築主からの届出を基に基幹統計として集計されたもの

住宅・土地統計調査 我が国の住宅に関する最も基礎的な統計調査。住宅及び世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と
推移を地域別に明らかにすることを目的に、総務省統計局が５年ごとに実施している。

シルバーピア 室内に手すりや緊急通報装置等、高齢者に配慮した設備を設置した、高齢者向けに設計・建設された公共
住宅。居者の安否の確認や緊急時の対応、入居に関する情報提供などのためにワーデン（生活協力員）、
またはLSA（ライフサポートアドバイザー／生活援助員）が団地内に居住または通勤しており、入居者の
安否確認等を行っている。

すみだ環境区宣言 2009（平成21）年10月1日に、温暖化をはじめ深刻化する地球環境の危機に対して、地域から一層の
対策に取り組むため、墨田区が行った宣言。かけがえのない地球を、より良い環境で未来の子どもたちへ
引き継ぐために「環境にやさしいまちすみだをつくろう」という決意が込められている。

墨田区集合住宅の
建築に係る居住環境
の整備及び管理に
関する条例

集合住宅の建築に関し必要な事項を定めることにより、良質な集合住宅の整備を促し、もって地域の居
住環境の保全及び良好な近隣関係の形成を図ることを目的とする条例で、2008（平成20）年に施行。
条例の対象となる、共同住宅、寄宿舎、長屋を建設する事業で「総住戸（室）数が15戸以上」もしくは「地
上３階建て以上かつ総住戸（室）数が10戸以上」に対して、各関係部署との協議や住戸の最低面積等を
定めている。

墨田区住宅基本
条例

本区における住宅政策の基本理念及び施策の基本となる事項を定めることにより、区民の住生活の安
定及び向上を図り、もって地域産業と住環境が調和した地域社会の維持及び発展に寄与することを目的
とする条例で、1992（平成４）年に施行。住宅施策の基本理念として、「区は、区民の住生活の安定及び
向上を図るためには、良質な住宅の確保と良好な住環境の形成が欠くことのできない基礎的条件であ
ることを確認し、魅力とゆとりのある住宅の整備及び住環境の実現を目指し、住宅に関する施策を総合
的に推進するものとする。」と定めている。

墨田区地域防災基
本条例

本区が地理的、社会的条件から災害に弱く、特に大地震の発生等により多大な災害が予想されることに
かんがみ、ふだんから防災意識の高揚を図り、災害に対する備えをし、もって区民の生命・財産を守るた
め、地域防災の基本となる事項を定めることを目的とする条例で、1979（昭和54）年に施行

墨田区分譲マンショ
ンの適正管理に関す
る条例

分譲マンションの良好な管理を推進するために、区、区分所有者、居住者・使用者、管理業者等がそれぞ
れ取り組むべき事項について定めたもの。2017（平成29）年に施行。管理状況等に関する届出書の提
出、管理規約や区分所有者・居住者等の名簿の作成・保管、長期修繕計画の作成などを義務付けている。

墨田区まちづくり
条例

「自分たちのまちの未来は、自分たちの手で夢を描き、自分たちの手でつくる。」ことを目標に、まちづく
りに関する区民、事業者及び区の役割並びにまちづくりに関する手続等を定めることにより、本区のまち
づくりを総合的に推進するため、2004（平成16）年に施行された条例
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すみだすまい安心
ネットワーク

高齢者・障害者・ひとり親・子育て世帯など住宅確保要配慮者の居住の安定の確保を図るため、国の新た
な住宅セーフティネット制度を活用し、様々な入居支援を行う墨田区独自の制度。p.100「すみだすまい
安心ネットワークイメージ図」参照

すみだゼロカーボン
シティ2050宣言

2021（令和３）年10月５日に、2050年二酸化炭素排出実質ゼロの実現を目指し、地球温暖化を防ぐ
ための行動を加速していくため、墨田区が行った宣言。区民・事業者・区が協働することにより、脱炭素社
会の実現に向けたまちづくりを推進していく。

た行

建物状況調査(イン
スペクション)

住宅の状態・品質を把握できるようにするために行う、住宅の検査・調査。専門家による目視を中心とした
調査により、住宅の基礎や外壁等にひび割れや雨漏り等の劣化・不具合が発生しているか状況を把握す
る。

地域包括ケアシス
テム

地域の実状に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう、自立した日常生活の支援、介護予防、医療、介護及住まいが包括的に確保され
る体制のこと。

地区計画 地区の課題や特徴を踏まえ、住民と区市町村とが連携しながら、地区の目指すべき将来像を設定し、そ
の実現に向けて都市計画に位置づけて「まちづくり」を進めていく手法

長期修繕計画 快適な居住環境を確保し、資産価値の維持を図ることを目的として、マンション等の共用部分に係る経
年劣化等に対応するための長期にわたる修繕の計画及びその実施にかかる経費の積算並びに資金計画

長期優良住宅 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に基づき、所管行政庁により認定さ
れる住宅で、劣化対策、耐震性、可変性などの性能を有し、長期にわたり良好な状態で使用できる住宅

長寿命化 環境負荷や住宅に関する費用負担を軽減し、住宅を長期間にわたって使用するための措置を講じるこ
と。

低炭素建築物 「都市の低炭素化の促進に関する法律」（平成24年法律第84号）で定められるもので、建築物におけ
る生活や活動に伴って発生する二酸化炭素を抑制するための低炭素化に資する措置が講じられている、
市街化区域等内に建築される建築物

東京都子育て支援
住宅認定制度

居住者の安全性や家事のしやすさなどに配慮された住宅で、かつ、子育てを支援する施設の設置やサー
ビスの提供など、子育てしやすい環境づくりのための取組を行っている優良な住宅を都が認定する制度

東京都福祉のまちづ
くり条例

高齢者や障害者を含めた全ての人が、安全、安心、快適に暮らし、訪れることができるまちづくりを進める
ことを目的とする条例で、1995（平成７）年に施行。建築物、道路、公園等の区分に応じ整備基準を定め
ており、施設所有者・管理者に対して施設の新設や改修に際して整備基準への適合を求めている。

東京におけるマン
ションの適正な管
理の促進に関する
条例

マンションの管理不全を予防し、適正な管理を促進すること等により、良質なマンションストックの形成等
を図り、都民生活の安定向上及び市街地環境の向上に寄与することを目的とする条例で、2019年（平
成31）年に施行。都や管理組合、事業者等の責務の明確化や管理組合による管理状況の届出、管理状況
に応じた助言・支援等の実施を定めている。

特定緊急輸送道路 東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例（平成23年東京都条例第36号）第７
条に基づき、緊急輸送道路のうち、特に耐震化を推進する必要がある道路として指定した道路

特定緊急輸送道路
沿道建築物

特定緊急輸送道路に敷地が接する旧耐震基準建築物のうち、建築物のいずれかの部分の高さがおおむ
ね道路幅員の1/2を超えるもの。東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例及び
建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）により、耐震診断の義務付けなどがさ
れている。

特別養護老人
ホーム

常時介護を必要とし、在宅生活が困難な要介護者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常
生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設

資料
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都民住宅 中堅勤労者を対象に、民間の土地所有者等を活用するなど地価を顕在化させない工夫を図り、都が家賃
減額補助など財政上の援助等を行うことにより賃貸住宅を供給する制度。国の特定優良賃貸住宅制度
を活用している。民間活用型のほか、公社が建設し管理する公社施行型、東京都が特定公共賃貸住宅制
度を活用して建設した都施行型がある。2003（平成15）年に新規供給を終了している。

は行

ヒートショック 暖かい部屋から寒い部屋への移動などによる急激な温度の変化によって血圧が上下に大きく変動する
ことをきっかけにして起こる健康被害のこと。失神や不整脈を起こしたり、急死に至る危険な状態で、気
温の下がる冬場に多く見られる。

不燃化特区(不燃化
推進特定整備地区)

整備地域の中でも地域危険度が高いなど、特に重点的・集中的に改善を図るべき地区について、区から
提案を受け、都が期間や地域を限定して、老朽木造建築物の建替え・除却への助成や固定資産税等の減
免措置など特別の支援を行う地区

ま行

マンション管理アド
バイザー制度

マンションの管理組合等からの申込みに基づき、マンション管理士等の専門家を派遣して、マンションの
維持管理に関する情報提供やアドバイスを行うことにより、マンションの良好な維持管理に資する支援を
行うことを目的とした制度。都が定める基本方針を受け、実施機関として公益財団法人東京都防災・建築
まちづくりセンターが制度を運営している。

マンション管理計画
認定制度

マンションの管理組合が自らのマンションの管理計画を市区等の長に提出し、一定の基準を満たす場合
認定を受けることができる制度。これにより、認定を受けたマンションが市場で評価されるなど、管理の
適正化が推進されることが期待される。

マンション管理士 マンションの管理の適正化の推進に関する法律に基づく国家資格を有する者で、分譲マンションの管理
組合の運営や建物構造上の技術的問題などに関して、管理組合や区分所有者などの相談に応じて、適切
な指導や助言、援助を行う。

マンション建替え・改
修アドバイザー制度

公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターが実施している制度で、建築士やマンション管理士な
どの専門家をアドバイザーとして派遣し、分譲マンションの建替えか改修かの判断を進める際の支援を
行う制度

木造住宅密集地域 東京都「防災都市づくり推進計画」において抽出している、震災時に延焼被害のおそれのある老朽木造
住宅が密集している地域。抽出指標は以下のとおり。

・昭和55年以前の老朽木造建築物棟数率　30％以上
・住宅戸数密度　55世帯／ha以上
・住宅戸数密度（３階以上共同住宅を除く。）　45世帯／ha以上
・補正不燃領域率　60％未満

や行

誘導居住面積水準 世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考
えられる住宅の面積に関する水準であり、都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居
住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した
都市居住型誘導居住面積水準からなる。

（１）一般型誘導居住面積水準
　　① 単身者　55㎡
　　② ２人以上の世帯　25㎡×世帯人数＋25㎡

（２）都市居住型誘導居住面積水準
　　① 単身者　40㎡
　　② ２人以上の世帯　20㎡×世帯人数＋15㎡
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・上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は0.25人、３歳以上６歳未満の者は0.5人、６歳以上10
歳未満の者は0.75人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が２人に満たない場合
は２人とする。

・ 世帯人数が４人を超える場合は、上記の面積から５％を控除する。
・ 次の場合には、上記の面積によらないことができる。
① 単身の学生、単身赴任者、被災者、失業等により収入が著しく減少した者等であって一定の期間の居
住を前提とした面積が確保されている場合
② 適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確
保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保されてい
る場合
なお、上記は、住生活基本法に基づく住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月）によるものである。

有料老人ホーム 老人を入居させ、入浴・排せつの世話、食事の提供、洗濯・掃除等の家事、健康管理のいずれかを提供する
施設。介護サービスの提供方法によって、介護保険の特定施設入居者生活介護の指定を受けており介
護サービスは施設が直接提供する「介護付（ケア付）有料老人ホーム」、介護が必要になった場合には訪
問介護等の外部の在宅サービスを利用する「住宅型有料老人ホーム」、介護が必要になった場合には退
去する「健康型有料老人ホーム」の３類型に分類される。

ら行

リースバック リースバック業者に自宅を売却する売買契約と同時に、その売却した自宅を賃貸物件として借りる賃貸
借契約を結び、現在の住まいにそのまま住み続ける仕組み。譲渡所得が得られる一方、家賃を支払う必
要が生じる。また、賃貸借契約であるため、必ずしも長期的に住み続けられることが保証されているわけ
ではない。

リバースモーゲージ 自宅を担保として生活資金等として融資を受け、融資を受けた本人の死亡等による契約終了時点で、一
括返済する仕組み。通常の融資と違い、相続人による現金返済のほか、担保とした自宅を処分することに
よる返済を選択できる。死亡後に一括返済することが一般的だが、事業者によっては超長期化によるリス
クを避ける目的で、契約期間（最終返済期限）を設けているケースがある。存命中であっても、契約期間
が終了した場合、契約者が一括返済する必要がある。

レジリエンス機能 レジリエンスとは、強くてしなやかな「強靱性」を表した語。自然災害による停電時等においても、蓄電や
創電により自立的にエネルギーを確保することができる等、災害時にも居住を継続することができる住
宅・住宅地の機能のこと。

老朽マンション 建築後相当の年数を経ることなどにより、躯体や設備の劣化、性能や機能の陳腐化が進行したマン
ションのこと。

資料
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